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県民要求実現茨城共同運動連絡会
会　長　 　鈴木　貴之　殿

茨城県知事　　大井川　和彦


2024年度茨城県への要求事項について（回答）


2024年５月17日付けで提出のありました標記の要求について、下記のとおり回答します。

記

１．東海第二原発について　
日本原電東海第二発電所（以下、東海第二原発または東海第二と略）は、内部告発によって、「安全性向上対策」の看板的存在と言える防潮堤工事に重大な不備が明らかとなり、工事の中断を余儀なくされ、村松衛社長は、今年9月を目標としてきた工事完了時期について「非常に厳しい状況」と言わざるを得ない状況となっています。また、2022年度、2023年度に計8件の火災を発生させ、茨城県、東海村から「厳重注意」を受けるという事態となり、住民の不安・不信を招いています。
　　昨年3月29日に開催された県東海第二安全性検討ワーキングチーム会合において、原電は、敦賀原発2号機の規制委員会審査資料の改ざん問題に関連して、これまでの東海第二の説明資料にも多くの誤りがあった事実を明かし、「安全性軽視」の体質が国民の怒りを呼んでいます。ワーキングチームで火災事故も含め再度の説明と審議が必要と考えます。
最大震度７を観測した能登半島地震とそれに伴った北陸電力㈱志賀原発での変圧器からの大量の油漏れなどのトラブル。避難道路が寸断され、多くの家屋が住めない状態となり、「原子炉が動いていて事故になったら、避難も屋内退避もできなかっただろう」というのが多くの国民の声です。
　　各地で大きな地震が頻発している中、トラブル頻度が日本一高く、しかも運転開始後約46年を経過し老朽化が心配されています。しかも、十数年間も動かしていなかった原子炉を、運転経験のない運転員が全体の約半数に及んでいる（朝日新聞2024年2月7日）という態勢のもとで動かすことになれば、様々な観点から過酷事故の発生が懸念されます。
（１）避難計画について
県が避難所一人当たりの面積の見直しを決めたことにより避難先市町村の全面的な見直しが必要となったことに加え、移動手段や退域時検査の方法、避難先での甲状腺被ばく検査の方法など、解決困難と思われる課題が山積しています。加えて、医療施設・社会福祉施設の実効性ある避難計画策定も難航しています。市町村の避難計画と同様、「実効性のある避難計画の策定は不可能。廃炉を前提にした避難計画にすべき」と言う県民の声が大きくなっています。
１）避難計画の進捗について
① 県の広域避難計画では、避難所の一人当たり面積は、パーティションテント設置を前提に、「３㎡以上」ということになったものと理解していますが、テントの調達、保管、運搬、設置などについては、どこまで検討が進んでいるか明らかにすること。全ての条件について詳細に検討、検証した上で示される必要があると考えます。
[bookmark: _Hlk166242832]【回答】
避難所で使用するパーティションテントの調達・保管場所の確保については、国に対し財政支援を含め、全面的に支援するよう継続的に要望しているところです。また、現在取り組んでいる避難先の確保が見込める段階になれば、保管場所や運搬の方法等も具体的に検討し、その結果を原子力広報いばらき等も活用しながら県民に情報提供していくこととしています。                    （防災・危機管理部／原子力安全対策課）
② 避難所を大幅に増やす必要があるものと考えますが、市町村別に避難先施設ごとの収容人数を明らかにすること。
【回答】
避難所の確保（追加）については、避難元市町村と避難先となる県内外の市町村や県内の民間企業との間で調整を現在進めているところであり、現段階では追加される避難  先や施設ごとの収容人数は定まっておりません。
また、避難先施設ごとの収容人数については、避難元市町村において、避難先市町村や協力いただいている民間企業とも協議のうえで、公表を検討していくものと考えております。                                （防災・危機管理部／原子力安全対策課）
③ 避難退域時検査の方法（ゲートモニタ方式の有効性と検査時間）、人員態勢、機材の保　　管場所はどのように検討、試算されているのか。試算には、検査場での渋滞や時刻、天候なども加味されているのか。また、内閣府が文書で示している数値と、これまで数度、実施されてきた避難訓練での測定値も合わせて明らかにすること。
【回答】
（避難退域時検査の人員体制・保管場所等）
・避難退域時検査の方法・検査場所の人員体制は下記に掲載のマニュアルのとおりです。 https://www.pref.ibaraki.jp/bousaikiki/genshi/kikaku/screening.html
・渋滞対策のため避難退域時検査場所の追加の協議を実施しているところであり、保管場所については全体の効率性を考慮する必要があるため、追加場所がある程度見込める段階で適地などを検討していきます。
・要員確保や検査資機材・資機材保管場所については、国に要望しているところです。
（避難退域時検査の車両指定箇所検査時間）
・避難訓練での測定値は以下のとおりです。
2023年１月：説明→ワイパー測定→タイヤ測定→結果説明・検査証交付まで107秒
2023年10月：説明→ワイパー測定→タイヤ測定→結果説明・検査証交付まで78秒
2024年４月：説明→ワイパー測定→説明→タイヤ測定→結果説明・検査証交付まで120秒
・内閣府の文書で示している数値について、把握している限りでは以下のとおりです。
①実務人材研修の資料において、指定箇所検査に係る時間として説明から検査済証交付まで60秒。
②「原子力災害を想定した避難時間推計基本的な考え方と手順ガイダンス」において、車両１台あたりおよそ３分（注釈として「※実際には、前の車両の結果説明時に、次の車両の停止・乗車確認が並行して行われるなど効率的に実施することが想定される」）
・検査時間に関して、検査場内での渋滞や天候等が考慮されたものは把握しておりません。
（ゲートモニタの有効性）
・ゲートモニタの有効性は、タイヤ部測定において、ＧＭサーベイメーターを用いた場合より必要人員が少なくなる点です。    
（防災・危機管理部／原子力安全対策課）
④ 複合災害によって多数箇所で道路が不通となった場合の対応（道路の被災状況を住民へ情報提供する手段・モニタリング機能の維持・災害対策本部機能の維持、感染症対策）についての検討の進捗状況を明らかにすること。
【回答】
（複合災害時の道路被災状況の情報伝達手段）
　          道路被災状況については、県ホームページや報道機関による公表のほか、県及び国で所管している道路情報板への掲載なども併用して情報提供を行うこととしています。
（モニタリング機能の維持）
本県で緊急時に使うモニタリングポスト104局のうち、電源・通信が二重化されているのは96局、二重化されていない８局のうち５局は、同じエリアに二重化済みのモニタリングポストがあるため、エリアの測定体制としては問題なく、残り３つは今年度二重化する予定です。
　        　これらのモニタリングポストが欠測した場合には可搬型ポストの設置、又は走行サーベイ、又は航空機モニタリングなどにより補間することになっています。
　          加えて、能登半島地震から得られた新たな知見とそれに対する対応策が示されれば、それらも踏まえた対策を検討してまいります。
（災害対策本部機能の維持）
　          県災害対策本部は、県庁舎が自然災害等により使用できない場合には、つくば国際会議場に移転することとしています。

（感染症対策）
新型コロナウイルス感染症対策に関する国の基本的な考え方について、令和３年３月の県地域防災計画（原子力災害対策計画編）の改正において盛り込んでおり、感染症流行下においてはそれに基づく対応をとることとしています。
（防災・危機管理部／原子力安全対策課）
⑤ 地震によって、自宅が生活できない状態になったり、放射線防護機能を備えた施設の外気遮断性が損なわれたりした場合の対応をどうするか。
【回答】
地震により自宅で生活ができないような場合には、近隣の指定避難所に避難していただくことになります。
放射線防護施設については、損壊の程度にもよりますが、倒壊の恐れがあるような場合であれば近隣の防護対策施設や指定避難所、またはあらかじめマッチングした施設等に避難することになるものと考えます。
（防災・危機管理部／原子力安全対策課）
⑥ 避難要支援者等を避難させるために必要なバスなどの車両と運転手などの要員の確保について進捗状況を明らかにすること。なお、バス等配車オペレーションシステムについては、バス等の台数が充足できない問題を解決することに役立つものではないはず。
【回答】
バス車両と運転手の確保については、県バス協会と協議を継続しております。また、原子力災害時の輸送への理解と協力を得るため、交通事業者の運転手などを対象とした研修を実施しているほか、バス等の配車については、バス等配車オペレーションシステムを活用して効率的な配車を行うことができるよう、訓練等を通じて操作熟度の向上に努めております。
なお、茨城県バス協会加盟社の保有車両で必要台数を充足出来ない状況が見込まれる場合には、近隣県のバス協会にも協力をお願いしていくことを検討しています。
           　  （防災・危機管理部／原子力安全対策課）
⑦ ＵＰＺ内の在宅の病人、高齢者などの要支援者を避難させるための支援体制及び人員の確保、必要な車イスやストレッチャーその他の器具・機械等の必要数と確保状況を明らかにすること。
【回答】
車いすやストレッチャーを積載可能な福祉車両について、搬送の協力を依頼している県内の社会福祉協議会や県ハイヤー・タクシー協会の保有台数は合計で210台程度であり、不足が見込まれることから、車両・人員の確保について国に対して継続して要望しているところです。
なお、ＵＰＺにおいては屋内退避後に、一定以上の空間放射線量率となった区域のみが一時移転等を行うことになりますが、仮に区域ごとに必要となる台数を単純に合計すると医療機関や社会福祉施設の入院・入所者を含め約１万５千人分になると推計しています。               　　　     （防災・危機管理部／原子力安全対策課）
⑧ 在宅の要支援者等の避難先施設と避難手段、避難後に必要な措置等の確保について、進捗状況を明らかにすること。
【回答】
ＰＡＺ内の在宅の要支援者等の避難先となる施設の放射線防護対策工事を進めており、日立市役所南部支所、大沼交流センター、水木交流センター、福祉センター「絆」などが工事済み施設となります。防護対策工事は今後も継続して実施する予定です。
避難手段については１－（１）－１）－⑦の回答と同様です。
                                              　（防災・危機管理部／原子力安全対策課）
⑨ 避難計画を作るべき医療施設、社会福祉施設（障害者グループホーム含む）などの数、規模、避難計画の策定状況及び計画を履行するうえでの課題を明らかにし、その計画を県が、主体となって公表すること。施設入所者はもとより、その家族、関係者にも計画を周知する必要があるものと考えます。
【回答】
令和６年５月１日現在で避難計画を策定すべき医療施設及び社会福祉施設の数は５km圏内が33施設、５km～30km圏内が566施設、計599施設となっています。避難計画については、全体の約66％が策定済みで、未策定の課題としては、施設側の計画策定に対する意識醸成、避難先との調整、避難手段の確保などになります。 
なお、避難計画は、それぞれの施設管理者が作成するものであり、県は計画策定を支援する立場であるため、施設入所者や家族、関係者に計画を周知するのは各施設管理者の役割であると考えます。
　　　　　　（防災・危機管理部／原子力安全対策課、保健医療部／保健政策課）
⑩ いばらき原子力防災アプリは、最大何万台の同時アクセスに対応することを想定しているのか、明らかにすること。使用方法について、どのようにして県民に周知するのか。
【回答】
いばらき原子力防災アプリの同時接続数については、災害時において短時間で接続数が増加した場合であっても、その通信負荷の増大に対応できることを想定しており、具体的な接続数については、実際のダウンロード数などに併せて、最適な同時接続環境を決定していくこととしております。
使用方法については、県で発行している「いばらき原子力広報紙」や県ＨＰなどでの広報のほか、市町村で行われる原子力防災訓練時に実際に活用いただくなど、継続的に周知してまいります。   　          （防災・危機管理部／原子力安全対策課）
２）避難計画の実効性有無の判断基準等について
①「放射性物質拡散シミュレーション」については、a.なぜ原電に依頼したのか、b.シミュレーションの前提となる放射性物質の放出量が福島原発事故の際の放出量と比較して過少なのではないか、c.風向きは１日の間でも何度も変わるという事実を考慮しているのか、d.「避難人数が最大で17万人」と言える根拠は何か、e.「最大で17万人」の中に水戸市民が含まれないのはなぜか等々、県民から疑問の声が噴出しています。早急に説明会を開催し、県民の疑問に答えるべきと考えます。開催の予定を明らかにすること。
【回答】
令和６年２月に発行した原子力広報いばらき（第７号）において、シミュレーション結果やそれを活用した避難計画の実効性の検証についてお知らせしたところですが、皆様よりたくさんのご意見を頂いており、「わかりやすかった」、「理解できた」という声を多く頂いていることから、説明会を開催する必要はないものと考えております。                           （防災・危機管理部／原子力安全対策課）
② 県としては、「14市町村及びＰＡＺ、ＵＰＺ内の医療・社会福祉全施設の避難計画の　詳細を県として把握し実効性を確認しないうちは、避難計画は全て出揃ったと言う判断はしない」ということを明確にすること。
【回答】
実効性ある避難計画を策定する上では、全ての医療機関・社会福祉施設において避難計画が策定されることが必要であると考えています。
　         災害に関する計画の作成は、医療機関や社会福祉施設の管理者の責務であり、県はその作成を支援する立場でありますので、計画を実行するにあたって必要となる支援、例えば移動手段の確保に向けた取組などを進めてまいります。
（防災・危機管理部／原子力安全対策課）
③ 県原子力災害対策検討部会は、有識者、住民、市町村長らが、公開の場で避難計画等について審議してきましたが、2017年12月17日の開催を最後に開店休業状態となっているのは、「課題整理が概ね済んだため」と言うのが、昨年度の回答でしたが、課題は整理されるどころか、次から次と新たな課題が出ていると実態においては、やはり、検討部会を開催し、県民から寄せられている疑問や意見を審議すべきではないのか。考えを明らかにすること。
【回答】
県原子力災害対策検討部会については、東日本大震災における課題等を踏まえ、専門的見地からの助言を得ることを目的として設置されたものであり、茨城県地域防災計画改定委員会設置要綱により定められている部会であります。設置目的である東日本大震災における課題等の整理が概ね済んだこと、本体である県地域防災計画改定委員会も開催されていないことから、現時点では開催することは考えておりません。
（防災・危機管理部／原子力安全対策課）

（２）再稼働の是非の判断について
県としての再稼働の是非は、「『安全性の検証』、『実効性ある避難計画の策定』、『県民への情報提供』をした上で、県民や避難計画を策定する市町村、並びに県議会の意見を伺いながら判断する」ということが示されています。
１）原電は、「工事終了予定」を「2024年9月」としていますが、他社の原発の例を見ると、工事終了時点では、原子炉は再稼働されている状態となっています。県としては、「工事終了」をどのような状態と認識しているか、明らかにすること。
【回答】
新規制基準対応に係る新増設等計画に基づく工事が終了した際は、原子力安全協定第
１６条第３号に基づき新増設等工事完了報告書を提出することとなっております。
　　なお、当該報告書は、試運転を含む運転を行う前に提出されるものです。
（防災・危機管理部／原子力安全対策課）
２）燃料装荷により、過酷事故の危険が高まります。知事や６市村長の了解なしに燃料装荷は認められないことを明確に原電に伝えるべきと考えます。県の見解を明らかにすること。
【回答】
原子力安全協定に基づき、事前了解のない段階での原子炉施設の運転は認められないことから、東海第二発電所の再稼働の是非を判断する前に、試運転や調整運転を含め、原子炉を臨界の状態にするための起動操作が行われることはないものと考えております。
　　なお、県は日本原電に対し、事前了解がない段階での原子炉施設の運転は認められない旨通知しております。　　　　　　　　　　　（防災・危機管理部／原子力安全対策課）
３）安全性検討ワーキングチーム会合について
① 最近の会合はリモート開催を併用していて、それをネット公開するのは、難しい事、手間がかかる事ではないはず。よって、会合を動画で公開し、県民が視聴できるようにすべきではないか。
【回答】
東海第二発電所安全性検討ワーキングチームは公開で実施し、後日議事録をホームページに掲載していることから、現時点でインターネット公開することは考えていません。　　　　　　　　　　　　　　　　　　（防災・危機管理部／原子力安全対策課）
② 議事録には、原電による説明部分も入れないと、原電の主張が理解できないので、入れるべきと考えるが、入れていない理由を明らかにすること。
【回答】
ワーキングチーム資料は、核物質防護上の機密情報等を除いて、公開できる内容はすべ　て公開し、当該資料に基づいて議論がなされており、その議論については、すべて公開しています。
　　　　　なお、第２６回ワーキングチーム（R6.2.14）より日本原電の説明個所も含めてすべて議事録に掲載しております。　　　　　　　　　　（防災・危機管理部／原子力安全対策課）
③ 東海第二原発地域科学者・技術者の会などから寄せられている質問については、ワーキングチームで優先的に審議し、質問について文書で回答すべきではないか。
【回答】
県民の皆様からは多くの意見をいただいており、個々の意見に係る具体的な取扱いについては、これまでもお答えしておりません。
　　　　　なお、東海第二原発地域科学者・技術者の会からいただいたご意見は、原子炉圧力容器に対する中性子の影響評価に関するもので、ワーキングチームの論点として現在も審議しており、必要に応じて、審議の中で原電に対して説明を聴取していきます。
（防災・危機管理部／原子力安全対策課）
④ 進め方（開催頻度など）について、今後の見通しを明らかにすること。
【回答】
安全性の検証については、県民の皆様の安全・安心の確保の観点から、スケジュールありきではなく取り組んでいること、また、ワーキングチーム委員との日程調整や出席状況により開催日や説明聴取内容が変動することから、具体的な見通しを立てることは困難であると考えております。　　　　　　　　　　   　（防災・危機管理部／原子力安全対策課）
４）「再稼働賛否の意見を聴く方法」については、県民投票を含め様々な方法が考えられますが、いつどのような方法で聴取することを想定しているか明らかにすること。
【回答】
再稼働の是非に関する意見を聴く方法については、どのような情報を提供しご理解いただく必要があるのかも十分に考慮し、最適な方法を選択していく必要があると考えています。
　       現在は、安全性の検証や避難計画の課題の解決に取り組んでいるところであるため、県民にどのような情報を提供して意見を聴くのか、見通しが立った段階で、ご意見を伺う最適な方法を検討していきます。         　　　（防災・危機管理部／原子力安全対策課）
[bookmark: _Hlk138597162]５）県は、「避難計画は稼働するしないに関わらず必要」と強調してきたが、使用済核燃料が冷却されている現在、国の「原子力災害対策指針」の規定に従えば、廃止措置計画の認可を受ければＵＰＺは約５km圏に狭まり、５km圏外は避難計画の策定が不要となることを県民に周知すること。
【回答】
現時点において事業者から東海第二発電所を廃止する意向等は示されておらず、地方自治体は避難計画を策定する責務を負っているものと認識しています。避難計画の策定が不要となるのは、廃止措置後になりますので、県としては、公平性の観点から、廃炉を前提とした立場で当該内容を周知することは考えておりません。
（防災・危機管理部／原子力安全対策課）

２．正規雇用へ転換、労働者全体の賃金底上げと最低賃金1500円に引き上げを
茨城県の令和6年度当初予算では、「『活力があり、県民が日本一幸せな県』の実現に向け、『4つのチェレンジ』を加速」としています。「『新しい豊かさ』へのチャレンジ」では、「生産性が高く力強い産業の創出とゆとりある暮らしを育み、新しい豊かさを目指す」としています。
　しかし、非正規労働者が2000万人を超えて年収200万円以下のワーキングプアが9年連続で1200万人を超える状況のもとで、『新しい豊かさ』へのチャレンジ」が非正規労働者も含めたすべての県内労働者の労働条件を改善し、ゆとりある暮らしを育むことができるかどうかが問われています。また、物価高の中で、中小企業も含めた賃金引き上げを実現し、男女間の賃金格差を解消してジェンダー平等社会の実現が求められています。
（１）「『新しい豊かさ』へのチャレンジ」について
１）茨城県では、ここ数年工業団地の開発計画が取り組まれてきました。昨年度までの「ひたちなか地区」、「坂東山地区」、「つくばみらい福岡地区」における新たな工業団地造成計画の現時点での進捗状況を明らかにすること。また、工場等が運用されている場合は、正規雇用者数がどれくらい増えたかを明らかにすること。
　 　【回答】
常陸那珂工業団地拡張地区（ひたちなか地区）においては、今年から造成工事に着手したところです。フロンティアパーク坂東（坂東市山地区）においては、昨年度から一部区画を先行して公募したところであり、その他の区画につきましても、今後、順次公募をし、雇用の創出につながる企業の誘致を目指してまいります。また、圏央道インターパークつくばみらい（つくばみらい福岡地区）においては、計７社の立地が決定しています。なお、いずれの企業においても、工場等はまだ操業しておりません。
（立地推進部／立地整備課）
２）「『新しい豊かさ』へのチャレンジ」で、「ゆとりある暮らしを育み、新しい豊かさを目指す」とあり、これは昨年も同様の目標が掲げられました。「ゆとりある暮らし」を実現するためにはジェンダー平等社会の実現をめざし、男女間の賃金格差を解消する必要があります。
この点についての県の取り組みを明らかにすること。また、６月の厚生労働省の「賃金構造基本統計調査」による本県の男女間賃金格差を明らかにすること。平均だけでなく、上位の水準、下位の水準がどうなっているか、下位の水準の企業に対して県としてどのような指導助言をしたのかを明らかにすること。
【回答】                                                                      
性別に関わらず、誰もが個性と能力を発揮し、あらゆる分野で活躍できるよう、引き続き、性別による固定的役割分担意識や無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）の解消に向けた啓発に取り組んでまいります。（県民生活環境部／女性活躍・県民協働課）

厚生労働省の「賃金構造基本統計調査」によると、本県の男女間賃金格差は、全国平均を下回っているため、格差の是正に向けた取組が必要であると認識しております。
そのため、県では、女性管理職の登用に積極的な企業の表彰や、働き方改革に取り組む企業の優良事例の普及、セミナー等での経営者の意識改革に取り組むとともに、管理職候補となる女性職員のキャリア形成意欲の向上と能力開発を支援するための研修を開催するなど、職場における女性活躍の推進に取り組んでまいります。
（産業戦略部／労働政策課）

（２）会計年度任用職員の「働き方改革」の取り組みについて
１）県庁（出先機関を含む）で働く会計年度任用職員の2024年度の労働条件等を明らかにするためフルタイム雇用・パートタイム雇用に分けて人数、勤務時間（労働時間）、時給などを一覧表にして明示すること。  
　 　【回答】 
2023年４月１日現在の知事部局における会計年度任用職員の人数については、職種ごとの区分を設けておりませんが、合計で2,096名となっており、そのうちフルタイム会計年度任用職員は15名であります。
また、会計年度任用職員の給与は、一般職員の給与との権衡や職務内容を考慮して決定しており、代表的な例としては、一般の事務職の場合は時給換算で1,225円、相談事務の職の場合は1,401円となっております。なお、業務が同じである場合、フルタイム雇用、パートタイム雇用に関わらず、時給換算では同額となります。  　       （総務部／人事課）
２）「同一労働同一賃金」に関して、県で2024年4月から始めた会計年度任用職員対象の休暇制度等新たな取り組みがあれば、明らかにすること。
[bookmark: _Hlk103001129]　 　【回答】
休暇制度については、2023年４月１日から、子の家族看護休暇の名称を家族看護休暇に改め、有給の休暇として、看護の対象を「子、配偶者、父母又は配偶者の父母」に見直したほか、短期介護休暇を有給の休暇としました。
なお、職員の給与決定にあたっては、従来より、地方公務員法に規定されている「職務給の原則」、「均衡の原則」等の原則に従い対処しております。  　 （総務部／人事課）
３）市町村役場で働く会計年度任用職員は、女性の割合も高く、低賃金は女性の貧困に直結する大きな問題です。最低賃金近傍の低賃金改善のためにも実態調査の実施が必要と考えていますが、県として市町村で働く会計年度任用職員の労働条件等について実態調査をしているのですか。調査をしている場合は,その内容を明らかにすること。
【回答】
県として独自に調査は実施しておりませんが、国における会計年度任用職員制度施行状況調査等の照会に対し、各市町村に確認のうえ回答しております。
なお、国からの通知により、会計年度任用職員の給与決定に際しては、最低賃金を考慮し適切に決定することとされていることから、各市町村に対して、当該趣旨を踏まえ適切に対応するよう助言をしております。　　　　　　　　　　　　　　（総務部／市町村課）
４）パワハラ防止に向けた研修会等2023年度に行った県のパワハラ防止対策の取り組みを明らかにすること。
　 　【回答】
令和５年度のパワハラ防止に向けた研修会については、令和５年５月17日に、新たに総括課長補佐に昇任した職員等を対象に実施し、102名が受講しております。
（総務部／人事課）
　　５）2023年度の県庁職員対象にパワハラ防止のために設置した相談窓口の利用者数と主な相談内容を明らかにすること。
　 【回答】
令和５年度におけるパワハラに関する相談窓口への相談件数は、５件になります。
（総務部／人事課）

（３）茨城県の最低賃金を今すぐ1000円以上に
　　　茨城県の最低賃金は、昨年10月から42円引き上げられて953円になりました。しかし、全国加重平均の1004円に比べると51円低く、関東では群馬県に次いで2番目の低さです。本県の最低賃金額は低い水準にあるという問題意識を持って、大井川知事が中心になって県でも県内経営者団体や茨城地方最低賃金審議会、国に対して最低賃金引き上げの取り組みを強化されています。引き続き、取り組みを強化されることを期待します。
１）過去4年間、大井川和彦県知事名で最低賃金の引き上げを求める提案要望書「本県最低賃金の改正について」を茨城県地方最低賃金審議会に提出していただきました。また、昨年は953円への引き上げに対して県知事名で公開質問状を出していただきました。　　
本年も、大井川県知事名で要望書を提出していただくこと。また、栃木県との格差ではなく、東京や千葉との格差を問題にして、2024年10月からの茨城県の最低賃金を1000円以上に引き上げることを県知事名で求めること。
また、昨年大井川知事を中心に県が行った最低賃金引き上げを求める取り組みを明らかにすること。
　 【回答】
最低賃金の引き上げについては、2023年の「経済財政運営と改革の基本方針（骨太の方針）」に「1,000円達成後の最低賃金引上げの方針についても、新しい資本主義実現会議で議論を行う。」と明記しています。
県といたしましても、本県の持続的な経済成長のためには、賃金上昇、消費拡大という好循環を生み出し、企業の収益の拡大を更なる賃上げにつなげていくことが重要であると考えております。
そのため、昨年６月には、知事が直接、厚生労働省を訪問し、経済の好循環実現に向けた最低賃金制度の見直しなどについて要望活動を行ったほか、県・労働団体・経済団体の三者による意見交換を初めて実施しました。
また、昨年７月には、茨城地方最低賃金審議会及び茨城労働局に対し、知事名で積極的な最低賃金の引上げを求める要望書を提出しました。
今年度も引き続き、最低賃金引上げに向けた取り組みを継続しており、５月には昨年に引き続き、県・労働団体・経済団体の三者による意見交換を実施したほか、６月には国への要望も行ったところであります。         　           （産業戦略部／労働政策課）
２）最低賃金の引き上げに関して、2021年度に土浦市議会、22年度に結城市議会とかすみがうら市議会、23年度に筑西市議会と城里町議会、24年度につくば市、龍ケ崎市、桜川市、北茨城市が茨城労連の請願を採択しました。　　
つくば市、龍ケ崎市では全員一致で委員会採択を実現し、最低賃金を上げたら中小企業はやっていけないという意見は全く出されませんでした。最低賃金を上げても中小企業が困らないように国の責任で税や社会保険料の減免など中小企業支援策を充実させる必要があります。
　　　　茨城県として国に対して、物価高に見合う最低賃金の引き上げとあわせて中小企業等支援の充実を求めること。また、県独自の中小企業等支援策を具体化すること。県が行っている中小企業支援策を明らかにすること。
　 　【回答】
県内労働者の賃金の底上げを図ると同時に、最低賃金引上げにより経営に影響を受ける中小企業・小規模事業者に対して支援策を充実させることも重要だと考えております。
そのため、本年６月に、知事が厚生労働省を訪問し、要望活動を行った際、最低賃金制度の見直しと併せて、最低賃金の引上げにより影響を受ける中小企業・小規模事業所への支援の強化についても要望を行ったところであります。
また、県では、賃金引上げ後の事業場内最低賃金が９９０円以上の事業場に対し、国の業務改善助成金へ独自の上乗せ助成を行う「いばらき業務改善奨励金事業」を令和６年１月から３月まで実施し、事業再開に向けた補正予算案を県議会の令和６年第２回定例会に提出いたしました。
そのほか、国の支援策を活用していただけるよう、茨城労働局や市町村等と連携し、積極的に制度の広報・周知に努めてまいります。    　       （産業戦略部／労働政策課）

（４）県職員の正規職員を大幅に増やすこと
　　茨城県人事委員会勧告では、「それでもなお恒常的に長時間の時間外勤務を行わざるを得ない場合にあっては、業務量に応じた要員が確保される必要がある」という記述がありました。
　　　長時間労働の原因は、自然災害やコロナ禍の中で仕事が増え、人手不足が常態化しているためです。　　　　
１）今年度の新規採用職員数、社会人採用の人数が何人だったかを明らかにすること。また、来年度の計画も明らかにすること。
　 　【回答】
令和５年度に実施した職員採用試験（令和６年４月１日採用）により、知事部局において327名を採用し、うち社会人経験者を対象とした試験により40名を採用しております。
　　    また、今年度に実施する職員採用試験については、現在のところ、知事部局において約240名程度を、うち社会人経験者を対象とした試験により約20名程度の採用を予定しております。                                                    （総務部／人事課）
　２）県庁(出先機関含む)で働く正規職員の今年の初任給の金額を明らかにすること。来年度の初任給引き上げの計画があれば明らかにすること。また、25万円以上の初任給の引上げをめざすこと。
  　 【回答】
個々の初任給は、本人の学歴や職歴、配属先により異なりますが、大学卒業直後で今年４月に採用され、本庁に配属された職員の場合、214,544円（行政職１級29号給、地域手当６％を含む額）となります。
　　     初任給基準の見直しについては、従来より人事委員会勧告を踏まえて対応しております。                                                          （総務部／人事課）

３．「個人の尊重」を貫く障がい者・高齢者行政を
（１）障がい児(者)への対応
１）入所機能を備えた地域生活支援拠点の設置が県内全市町村もしくは全圏域単位で完了するように推進すること。
[bookmark: _Hlk166243112]【回答】
現在、県内では「多機能整備型（一部面的整備）」が１市（日立市）、「多機能拠点整備型」が１町（阿見町）、「面的整備型」１７市町村（龍ケ崎市、神栖市、利根町ほか）となっており、障害福祉圏域毎の整備については完了したところです。
今後も引き続き、既に整備した市町村の事例共有や意見交換等を行いながら、市町村毎の整備を促進してまいります。　　　　　　　　　　　　　　　（福祉部／障害福祉課）
２）事業所数の推移を提示すること。
【回答】
過去３年間の事業所数の推移は以下のとおりとなっております。
（各年度２月１日現在）
	サービスの種類
	Ｒ３
	Ｒ４
	Ｒ５

	障害福祉サービス事業
	

	
	居宅介護
	２９２
	３００
	２９３

	
	重度訪問介護
	２６０
	２５９
	２４５

	
	同行援護
	９１
	８９
	７９

	
	行動援護
	５１
	５１
	４８

	
	療養介護
	５
	５
	５

	
	生活介護
	３００
	３１３
	２９３

	
	短期入所
	１９３
	２１５
	２２８

	
	重度障害者等包括支援
	０
	０
	０

	
	共同生活援助
	２８６
	３２６
	３５８

	
	自立生活援助
	３
	４
	４

	
	自立訓練（機能訓練）
	２５
	２５
	１７

	
	自立訓練（生活訓練）
	６７
	６７
	５４

	
	就労移行支援
	２１０
	２００
	１８３

	
	就労継続支援Ａ型
	１０８
	１２０
	１２５

	
	就労継続支援Ｂ型
	４０３
	４３２
	４７１

	
	就労定着支援
	２７
	２９
	３０

	
	障害者支援施設
	８２
	８２
	８２

	小計
	２４０３
	２５１７
	２５１５

	相談支援事業
	

	
	地域移行支援
	５９
	６０
	５６

	
	地域定着支援
	５７
	５８
	５５

	
	指定計画相談支援
	３２７
	３４８
	３４２

	小計
	４４３
	４６６
	４５３

	障害児通所支援事業
	

	
	児童発達支援
	２６２
	２８７
	３１４

	
	放課後等デイサービス
	４６９
	４７０
	４８９

	
	保育所等訪問支援
	３３
	３６
	４７

	
	居宅訪問型児童発達支援
	５
	３
	４

	小計
	７６９
	７９６
	８５４

	障害児入所施設
	

	
	福祉型障害児入所施設
	７
	７
	７

	
	医療型障害児入所施設
	５
	５
	５

	小計
	１２
	１２
	１２

	障害児相談支援
	２５２
	２６８
	２５０

	小計
	２５２
	２６８
	２５０

	合計
	３８７９
	４０５９
	４０８４


※ 事業所の数は、その指定を受けたサービス種別ごとに１事業所と数える。
※ 事業所の数は、基準該当事業所（市町村が登録する。）を含む。
※ 水戸市（中核市）所管分を含む。
（福祉部／障害福祉課）
３）障がい児(者)が暮らしの場を選択できるよう、訪問系サービス、グループホームや入所施設、通所施設などの社会資源を拡充する施策を講じること。
【回答】
本県では、社会福祉施設等施設整備費国庫補助金、次世代育成支援対策施設整備交付金を活用し、グループホーム等の整備を行っており、訪問系や日中活動の事業所とともに、県内の事業所数は年々増加しております。
今後も、地域での生活を望む方などが安心して生活できるよう、国庫補助事業を活用し、グループホーム等の設置、入所施設の建て替え等を推進してまいります。
（福祉部／障害福祉課）
４）障がい者関係の予算を大幅に増額し、施策の直接的な担い手である市町村を財政的に支援すること。
【回答】
本県では、市町村が実施する障害福祉事業である「地域生活支援事業費」について、令和６年度は３２５百万円余を予算措置しているところです。
当該事業は国の補助事業でありますことから、様々な機会を通して厚生労働省等に対し財源の拡充等について要望するとともに、県としても十分な予算の確保に努めてまいります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　              （福祉部／障害福祉課）
５）医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律の制定に伴い、医療的ケア児に対する地方自治体の支援が明確化されたが、県の医療的ケア児に対する支援内容とその実績及び県内の医療的ケア児の最新の人数を明らかにすること。
【回答】
法律の制定に伴い、医療的ケア児やそのご家族からの相談等に対応するための「茨城県医療的ケア児支援センター」（国立病院機構茨城東病院へ委託）を設置し、令和５年度は592件の相談に対応いたしました。
併せて、医療的ケア児の支援や関係機関のコーディネートを行う人材養成のための研修（Ｒ５：支援員養成23人、コーディネーター養成46人）や、医療的ケア児の受入施設の確保のための設備等への導入支援（Ｒ５：１件）を行っております。
なお、医療的ケア児の人数につきましては、直接集計する方法が確立されていないため推計となりますが、令和３年９月末時点で４２７名と推計しております。
（福祉部／障害福祉課）
６）障害福祉サービス事業所等の福祉・介護職員の賃金引上げ、処遇改善は、今後も継続的に推進すること。
【回答】
現行の処遇改善加算制度が見直され、令和６年６月から、福祉・介護職員の更なる賃金引上げにつながる新制度の処遇改善加算制度が開始されるところです。
　       当該加算は国、県、市町村の事業でありますことから、県としても十分な予算の確保に努めてまいります。                                        （福祉部／障害福祉課）
７）急激な物価高騰や水道光熱費の値上げの影響で運営状況が悪化している事業所の状況を考慮し、積極的な支援を行うこと。
【回答】
県では、エネルギー価格や食材料費の高騰により増大する施設の負担を軽減し、健全な施設運営を図るため、光熱費等の負担が増大している福祉施設事業者等に対して、これまでに令和４年度１月補正予算・令和５年度６月・12月補正予算にて、障害者施設物価高騰対策支援金をそれぞれ予算計上し、各障害福祉サービス事業所あてに支援を実施しております。                                                   （福祉部／障害福祉課）

（２）高齢者に対する交通支援等の拡充を
[bookmark: _Hlk142481792][bookmark: _Hlk142481813][bookmark: _Hlk142481833]１）高齢者に対する交通手段を充実させるため、多くの自治体では乗り合いタクシーやコミュニティバスの運行、タクシーの運賃補助等を行っています。このような事業に対し、県は十分な支援を行うこと。また、古河市では支援が縮小されたが、代替え措置があるのか等聞いているか？ほかにも縮小や廃止を検討している自治体があるか把握しているか明らかにすること。
[bookmark: _Hlk166243459]【回答】
現在、県内すべての市町村に設置されている、地域公共交通のあり方を検討するための交通会議に、委員として参画し、先進事例の紹介などの情報提供や助言を行っています。
また、令和３年度には、デマンド型乗合タクシーのＡＩ化といった、デジタル技術の活用による利便性向上など、地域の実情に合った新たな移動サービスの導入に取り組む市町村を支援するための事業を創設し、調査検討費用や初期費用など、立ち上げに必要な費用の一部を支援しているところであり、県では、引き続き、地域交通の拡充に取り組む市町村を支援してまいります。
　  古河市の支援につきましては、市交通担当課に確認し、「2024年問題といわれる社会課題に対応しつつ、地域の実情に応じた交通網の形成を図っている」と聞いております。また、龍ケ崎市のように地域公共交通の再編において、コミュニティバスの縮小と併せて乗り合いタクシーの拡大を検討している市町村はありますが、支援の縮小や廃止のみを検討している市町村は把握しておりません。　　　　　　　 　　　　　 　（政策企画部／交通政策課）
[bookmark: _Hlk142490979]２）自動車運転への不安軽減と事故防止のため、「後付けの安全運転支援装置(ペダル踏み間違い急発進抑制装置)」等の購入設置にかかる費用助成を充実し推進すること。「所有車に安全運転支援装置を導入するにあたっての、機能を周知する広報や 特に高齢者を対象とした交通安全教室を開催」（昨年回答）の実施件数はどれほどか明らかにすること。
【回答】
「後付けの安全運転支援装置」等の購入設置に係る費用助成については、現在、新型車の衝撃被害軽減ブレーキの装着が義務化され、安全運転支援装置を装備した車が普及してきているほか、国における補助制度廃止、他都道府県の動向などを勘案し、（現時点では、）助成措置を新たに創設することは考えておりません。令和５年度の高齢者を対象とした交通安全教室については、17回開催し、自動車メーカーの協力を得て、安全運転サポート車についての説明や体験乗車等を実施しております。
（県民生活環境部／生活文化課）
３）買い物弱者に対する支援を充実させること。また、県としての具体的な支援策を明らかにすること。
[bookmark: _Hlk166243726] 　【回答】
県においては、市町村が行う住民同士が協力し地域の課題解決を図る生活支援体制整備事業に対し、技術的助言や地域支援事業交付金による財政支援を行っているところです。地域によっては公共交通機関が乏しいため、買い物に行きづらいことを地域課題と認識し、住民同士の互助による移動手段の確保や地域のスーパー等の協力による移動販売により問題を解決している事例があります。
このような好事例について、他市町村への情報共有を今後も行ってまいります。
（保健医療部／健康推進課）
４）高齢者の難聴対策を充実すること。
① 「認知症の一因と言われる高齢者の難聴について実態の把握と早期発見のための対策を実施すること。」との要望に対し、昨年県は「国が研究しているので、県は独自の調査は考えていない」旨回答しているが、その後、国の姿勢に変化があったのかどうかを明らかにすること。
[bookmark: _Hlk166243772]    【回答】
国における補聴器の装着の有無による認知機能の低下に関する調査研究については、現段階で結果がとりまとめられていない状況のため、県としては、今後公表される予定の研究結果を注視してまいります。　　　　　　　　　　　　　（保健医療部／健康推進課）
② 高齢者の難聴対策として一部自治体で実施されている補聴器購入補助制度についてその更なる波及や改善（増額や対象拡大）に向けて、県は引き続き必要な支援を行うこと。
    【回答】
国における補聴器の使用と認知症予防との関連性に関する研究結果の報告がされていない状況にあり、障害者総合支援法による補装具費等支給制度において高度難聴の方に対する補助制度もあることから、県独自の補聴器購入の支援は考えておりません。
（保健医療部／健康推進課）

４．生活困窮者対策、生活保護行政の充実をめざして
（１）生活困窮者対策
１）生活困窮者自立相談支援事業の各種メニューの2023年度中の利用実績を明らかにすること。
【回答】
令和５年度　県実績（速報値）
　　       ○自立相談支援事業　新規相談受付件数：166件
○住居確保給付金の支給：14世帯
○就労準備支援事業　：37人　
○家計改善支援事業　：71人　
○一時生活支援事業　：39世帯
（福祉部／福祉人材・指導課）
２）セーフティーネットの確立のため、生活困窮者に対する相談窓口を充実させ、必要な支援策に利用者をつなぐなど、総合的なアセスメントを行なう機能を整備すること。
【回答】
生活困窮者自立相談支援機関の支援員を２名、就労準備支援事業及び家計改善支援事業の支援員から５名増員し、生活困窮者に対する相談窓口の充実及び総合的なアセスメント機能の整備を図っております。　　　　　　　　　　　　（福祉部／福祉人材・指導課）

（２） 生活保護行政の充実
１）生活保護ケースワーカーについては、外部委託を行ったり、会計年度任用職員を含む非正規職員をあてることなく、正規職員が担い、公的責任において実施すること。
【回答】
福祉事務所の現業員（ケースワーカー）につきましては、社会福祉法に定められた資格等を踏まえ、生活保護業務に支障がないよう適切な配置に努めてまいります。
　（福祉部／福祉人材・指導課）
２）生活保護ケースワーカーの担当世帯標準数を遵守するよう福祉事務所に対して助言すること。
【回答】
社会福祉法に定められた現業員（ケースワーカー）の数を満たしていない福祉事務所に対しては、生活保護法施行事務監査において、必要な人員を確保するよう指導を行っており、引き続き必要な指導を行ってまいります。　　　　　（福祉部／福祉人材・指導課）

３）2023年度の茨城県における生活保護法施行事務監査において、社会福祉法に定められた現業員(ケースワーカー)の数を満たしていない自治体名、自治体数、自治体ごとの足りていない人数を明らかにすること。
【回答】
生活保護法施行事務監査において、福祉事務所の現業員数が標準数を満たしていない場合は、福祉事務所に対し必要な人員を配置するよう指導しているところです。
　    　 監査結果の取扱いにつきましては、生活保護制度が法定受託事務であることから、国の見解を踏まえ対応してまいります。　　　　 　　　　　（福祉部／福祉人材・指導課）
４）生活保護の基準額は定期的な検証を踏まえ５年ごとに見直すこととされています。しかし、現状は急激な物価高騰に見舞われ、被保護世帯は大幅に生活費を切り詰め、生活を維持しています。県は国に対し、生活保護の基準額の引上げ、その時々の経済・物価情勢に適応した細やかな対応を要望すること。
【回答】
生活保護制度については、全国一律のセーフティネットとしての機能が十分に発揮され、物価上昇等による影響を検証するなど不断の見直しを行うよう、全国知事会を通じ国に対し要望しております。　　　　　　　　　　　 　　（福祉部／福祉人材・指導課）
５）生活困窮者自立支援法により生活保護の申請権を阻害しないよう徹底すること。また、申請者に対する申請書交付拒否、プライバシー侵害の一括同意書の回収など、「面接水際作戦」がなくなるよう必要な助言を行うこと。
【回答】
生活保護の申請権を侵害するような行為が行われることのないよう、福祉事務所に対し、生活保護法施行事務監査において、引き続き徹底を図ってまいります。
また、生活保護法第29条に基づく調査の同意書について、全世帯員連名による同意書提出ではなく、各個人に提出を求めるよう、福祉事務所に対し、引き続き指導を行ってまいります。                                        　　（福祉部／福祉人材・指導課）
６）「生活保護法による保護の実施要領の取扱いについて」の一部改正（2021年３月30日付社援保発0330第2号厚生労働省社会・援護局保護課長）に基づき、一定期間疎遠であり、要保護者が扶養照会を拒む場合には、意向を尊重し実施しないよう徹底すること。
【回答】
生活保護法施行事務監査において、福祉事務所に対し、「生活保護法による保護の実施要領の取扱いについて」（令和3年3月30日付社援保発0330第2号厚生労働省社会・援護局保護課長通知）に基づく取扱いについて、引き続き徹底を図ってまいります。　
（福祉部／福祉人材・指導課）
７）生活保護法本来の運用を徹底し、漏給をなくすため、「ホームレスに対する生活保護の適用について」（平成15年7月31日付厚生労働省保護課長通知）「雇用状況悪化に対する福祉事務所の相談援助体制について」（2008年12月22日付、東京都）などに基づく運用を行なうよう、福祉事務所に対し助言すること。
【回答】
生活保護法施行事務監査において、福祉事務所に対し、「ホームレスに対する生活保護法の適用について」（平成15年7月31日付社援保発第0731001号厚生労働省社会・援護局保護課長通知）に基づく運用について、引き続き周知を図ってまいります。
（福祉部／福祉人材・指導課）

５．「公契約条例」制定にむけて一日も早い検討を
地方公共団体の事業・業務の民間委託の広がり、公的施設における指定管理者制度の導入、競争入札の拡大が進む中、委託料や入札価格が大幅に低下しています。
大手企業が安価で委託を請け負うことは、もともと地域に根ざして活動している地域企業の衰退につながり、地域の経済や雇用にダメージを与えることになりかねません。
労働者の賃金を守り、雇用を安定させる公契約条例の必要性はますます増しています。
（１）昨年の回答では「昨年４月から、低入札価格調査基準及び最低制限価格の計算式について、一般管理費等の係数を55％から68％に引き上げたところです。これらの制度の適正な運用により、昨年度はダンピング受注は発生しておりません」とありました。今年度、一般管理費等の係数を引き上げたということはあるのですか。現状を明らかにすること。
【回答】
低入札価格調査制度及び最低制限価格制度の強化策としては、令和４年４月から、低入札価格調査基準及び最低制限価格算定式について、建設工事に係る一般管理費等の係数を55％から68％に引き上げたところであり、こうした制度の適正な運用により、令和５年度についてもダンピング受注は発生しておりません。また、本年４月からは、低入札価格調査制度について、調査フローの見直しを行ったほか、５月20日から、建設コンサルタント業務に係る算定式において、一般管理費等を48％から50％に引き上げるなどの改定を行っております。今後とも、制度の適正運用に努め、ダンピング受注の排除を徹底してまいります。
（土木部／監理課）

（２）地域経済を守り労働者の賃金を守るために、理念型条例であっても茨城県として公契約条例を制定すること。理念型条例も含めて県独自の条例制定が難しい理由を明らかにすること。
　 【回答】
「公契約条例の制定」には、県が発注する工事等に従事した期間のみ労働者の賃金等を義務
づけることの妥当性、労働条件の良い公共事業へ労働力が集中することへの懸念、賃金水準を高くできない中小事業者等が排除される可能性などの課題があります。
なお、ご提案のありました「理念型条例」については、その実効性の確保が課題として指摘されております。
労働者の適正な賃金水準や労働条件の確保は、労働基準法など関係法令を遵守した労使間の自主的な取り決めに委ねることが適当であり、また、これらは公契約による公共サービスに従事する労働者に限らず全ての労働者に共通するもので、国の立法政策によって対応すべきものと考えます。
県としては、今後とも国の動向等を注視してまいります。　　 （会計事務局／会計管理課）

６. 地域の宝、小規模企業・家族経営を潤す産業振興を
（１）県の令和６（２０２４）年度予算において原油価格・物価高騰対策に対する措置がない一方で、国からの臨時交付金が約２３億円残っているとの指摘があります。ある調査会社の調査によると、２０２２年、２０２３年と個人事業を含む企業の休廃業・解散と倒産が前年よりも増えています。コロナ禍の中で事業者に対する直接支援が行われていた２０２０年と２０２１年は休廃業・解散が前年よりも減っており（倒産については２０年が前年よりも減り２１年は前年と同数）、直接支援を行うことが企業を維持していくために効果が高いことは明らかであるといえます。茨城県の経済をより一層発展させるために、地域経済を下支えする中小事業者に対する直接支援を引き続き行っていただくことを強く求めます。
１）昨年の交渉の際に令和２～４年（２０２０～２０２２年）の３年間に行われた新型コロナウイルス感染症対策の事業者支援について、実績を回答していただきました。さらに①予算・②執行率・③申請があったけれど実行に至らなかった件数や分かればその理由について後日回答をいただくことになっていましたが、現時点で回答をいただいていないと認識しています。あらためて上記の①～③について明らかにすること。
【回答】
・協力金
①予算額：1,059億8,244万円
②執行率：75％
③申請があったけれど実行に至らなかった件数や分かればその理由
不支給件数：1,759件
主な理由：時短要請の対象外（キッチンカーやテイクアウト、昼間のみの営業等）、時短に協力したと認められない、飲食店営業許可を受けていない
・一時金
①予算額：106億1,554万円
②執行率：95％
③申請があったけれど実行に至らなかった件数や分かればその理由
不支給件数：1582件
主な理由：売上の減少要件を満たしていない。
・臨時応援金
①予算額：510,000千円
②執行率：97％
③申請があったけれど実行に至らなかった件数や分かればその理由
不支給件数148件
主な理由：売上の減少要件を満たしていない。
（産業戦略部／中小企業課）

令和２～４年における新型コロナウイルス感染症対策に係る事業者への融資について、
①予算額・②執行率・③申請があったが実行に至らなかった件数等は以下のとおりです。
　     ①R2：84,950百万円　R3：82,521百万円　R4：88,938百万円
　     ②R2：98.9％　　　　R3：99.5％　　　　R4：96.7％
　     ③制度融資では、金融機関に対して融資申込がされるため、県では申込状況を把握しておりません。
（産業戦略部／産業政策課）
２）令和３年４月から始まったコロナの影響を受ける事業者の資金繰りを支援する融資制度について、令和６年度においてどのような改善がなされているか明らかにすること。
[bookmark: _Hlk135043682]　　【回答】
令和３年４月には、金融機関が継続的な伴走支援により事業者の経営改善を支援する融資制度を創設したところですが、ゼロゼロ融資からの借換需要に対応するため、令和５年度には新規融資枠を350億円から1,552億円に増額しており、令和６年度においても、1,400億円の新規融資枠を確保したところです。                       （産業戦略部／産業政策課）
３）令和６年度に新しく行う予定の中小業者支援策について
① その内容を明らかにすること。すでに明らかにしている場合は、業種を限定しない支援策にするとともにより多くの事業者が活用できるよう予算を確保すること。
【回答】
令和５年度に実施した特別高圧で受電する中小企業等や病院に対する電気料金の一部支援について、令和６年５月分まで延長することといたしました。
なお、特別高圧で受電する中小企業等であれば、業種は特に限定していません。

また、競争力のある製品や高い技術力を有し、初めて海外展開（販路開拓）に挑戦する県内ものづくり中小企業に対して、ドイツ・タイへの海外展示会出展支援を実施すると共に、商社OB等による専門家が伴走支援を行い、海外展開への挑戦を後押ししてまいります。
なお、海外展示会の展示分野に合致する企業であれば、業種は特に限定していません。
（産業戦略部／中小企業課）
② 県では2024年１月より業務改善助成金を利用した事業者に上乗せ補助を行う「いばらき業務改善奨励金」事業を行いましたが、新年度も規模を拡大して当該事業を行うこと。国の業務改善助成金を利用していない事業者に対しても補助を行うこと。
【回答】
いばらき業務改善奨励金事業につきましては、今年度の事業再開に向けた補正予算案
約４，２００万円を、県議会の令和６年第２回定例会に提出いたしました。（令和５年度第４回定例会提出予算：約８００万円）                   （産業戦略部／労働政策課）
③ 大井川知事は本年２月８日、下請事業者の労務費について適切に価格転嫁等を行うよう業界団体等に協力依頼を行いました。中小企業は生産性が低いとよく言われますが、必要なコストを適切に価格転嫁できていないことがその大きな要因となっています。近年は最低賃金の引き上げが従来と比べて高い水準にありますし、これまで適用が猶予されていた業種において時間外労働の上限規制が適用されて人手不足により様々な問題がおこる、いわゆる   「2024年問題」も懸念されます。茨城県の経済を支える中小企業・自営業の営業を守るために適切な価格転嫁のためのとりくみを引き続き進めること。
【回答】
価格転嫁の促進については、これまで県内の各経済団体及び事業協同組合など、約200の団体に対して、価格転嫁の円滑化や国が実施している「パートナーシップ構築宣言」の登録促進などを内容とした要請文書を複数回発出したほか、「パートナーシップ構築宣言」の登録企業に対して、いばらきチャレンジ基金事業での加点措置や雇用拡大支援融資での優遇措置を実施しています。
今後とも適切な価格転嫁の実施に向けた機運醸成を図ってまいります。
（産業戦略部／中小企業課）
[bookmark: _Hlk165824205]４）コロナ禍への対応として税や社会保険料の徴収の猶予が行われてきましたが、昨年から通　常どおりに徴収がされるようになりました。特に年金事務所は事業が継続できなくなってもかまわないという強引な姿勢で社会保険料を徴収し、「社保倒産」という言葉も出てきています。税や社会保険料によって事業が強制終了させられることがないようにするため税や社会保険料の減免、その他固定的経費の負担を軽減する緊急対策を実施すること。	　
【回答】
    茨城県県税条例では災害により納税が困難と認められる場合には、個人事業税、不動産取得税、自動車税の減免制度が規定されております。
また、一時的に税金を納めることが難しい場合は、申請等により１年以内の期間に限り納税が猶予される制度がございます。
県税事務所におきましては、納税者からの相談に対し、個別具体的な実情に配慮した対応を行っております。　　 　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 （総務部／税務課）

原油・原材料価格高騰等の影響等により売上が減少した中小企業者に対しては、金融機関が継続的な伴走支援により事業者の経営改善を支援する融資制度を活用し、経営の安定化を支援しております。  　　　　　　　　　　　　　　　　　　（産業戦略部／産業政策課）
５）中小企業は茨城県において企業数の99.9％を占め、従業者数の87.8％を担っていることは一昨年の要求書に対する回答において県当局が述べています。とくに地域に住み地域に密着して事業を行っている零細事業者が雇用を維持できなくなるだけでなく廃業に追い込まれると、雇用主であった人も含めて失業者は増えることになります。以前の要求書でも述べましたが、雇用拡大の施策として行う県外からの企業誘致に対して最大50億円を補助する事業は県内雇用者増が1000人程度で実効性に疑問があります。企業誘致への補助金事業は中止するか大幅に補助金額を減らして中小業者への直接援助を行う財源を確保すること。
【回答】
最大50億円の補助制度は、半導体や次世代自動車などの成長分野の本社機能を本県に誘致することにより、大学新卒者などの若者が望む、質の高い雇用を創出することを目的としたものでございます。
　　      本事業により、首都圏に働く場を求める大学新卒者などの若者のUIJターンの促進に寄与できるものと考えております。　　　　　　　　　　　　　（立地推進部／立地推進課）
６）市町村によって中小事業者支援の程度はさまざまであり、支援制度自体がない市町村もあると思われます。市町村ごとに支援制度の創設と支援内容の格差を是正するよう市町村に指導・援助を行うこと。コロナ禍の時期に行っていたように各市町村の支援策を紹介すること。
【回答】
中小企業に対する直接支援については、各市町村において、地域の実情や財源を総合的に勘案し、独自の支援策を講じているものと認識しております。
県といたしましては、市町村が地域の事情に応じて実施する支援策がより効果的なものになるよう、各市町村の商工会、商工会議所等の支援機関と連携し、市町村に限らず、国や県の様々な支援策につきましても、広く紹介し活用を促進してまいります。
（産業戦略部／中小企業課）
７）県総合計画の「活力ある中小企業・小規模事業者の育成」に係る各種施策の令和６年度における具体的な内容を明らかにすること。県ウェブサイト産業戦略部のページにおける施策の紹介はページ数の多いＰＤＦファイルを開く必要があるが、ウェブサイトのページで施策を一覧できるよう改善すること。大企業中心の経済を転換し、中小業者を経済の柱に据えて人・モノ・資金を地域で循環させる経済とすること。
　　 【回答】
今年度の中小企業・小規模事業者向け支援としては、資金調達の円滑化のため、融資制度による資金繰り支援を行っているほか、商工会等の支援機関の相談体制の確保や、商品開発や海外を含めた販路開拓の支援、事業承継の推進強化、人材の確保・育成の支援などの各種施策を行っています。
今後とも、各支援施策について分かりやすい情報発信に努めるとともに、各支援策の推進を通じて、地域経済の成長を図ってまいります。          （産業戦略部／産業政策課）

（２）県内建設業者の支援について
１）茨城県が住宅リフォーム助成制度を創設すると共に、県内全市町村が住宅リフォーム助成制度を実施するよう指導すること。また、地域工務店等に行った支援策の令和５年度の実績を明らかにすること。
　【回答】
県では、リフォーム助成制度を実施しておりませんが、地域工務店等への支援としては、省エネなどの新たな基準に関する講習会や良質な木造住宅の普及促進と地域住宅産業活性化を図るため木造住宅のコンペなどを実施しており、引き続きこうした地元工務店等への支援拡充を図ってまいります。
また、市町村が実施するリフォーム助成につきましては、各市町村に対して県内のリフォーム助成制度の実施状況に関する情報提供を行うとともに、国に対しリフォーム助成に関する交付金の予算確保の要望を行っております。
令和５年度は、講習会において、これからの時代に求められる住宅の性能に関する講習や長期優良住宅認定制度の概要、国や県、市町村の行う木造住宅等の振興施策や利用可能なリフォーム等に係る補助制度などの情報提供を行ったほか、地域工務店等の木造住宅を対象にコンペを実施し、受賞作品等の展示会をオンラインで開催するとともに、県産材展示施設等を活用した展示会を開催しました。　　　　　　　　　（土木部都市局／住宅課）

２）県内製材業者の育成と支援のために、地元の建設会社や工務店などが県内の木材を使用した住宅などを新築して、地域の住民に提供するという「地域内循環」を目標とした取り組みの令和５年度における進展について、以下の点から明らかにすること。
① 造林面積の拡大
    　【回答】
造林面積の拡大につきましては、平成30年度から経営規模の拡大に意欲的な林業経営体が実施する再造林等を重点的に支援しており、平成29年度に38haであったものが、令和５年度には174haまで拡大しております。　　　　　　　　　　　（農林水産部／林業課）
② 直交集成板（CRT)の普及へのとりくみ
 　   【回答】
直交集成板（CLT）につきましては、非住宅分野の中大規模木造建築において床や壁への活用が期待される新たな木材加工技術による製品です。一般に直交集成板の加工工場は大規模で初期投資が非常に大きくなるほか、建築物の施工方法も従来と異なるため、本県も含め全国的に工場整備が進んでいない状況です。
そのような中で、本県では、一般に流通する正角材を接着加工することにより大断面の柱や梁として中大規模建築へ利用できる「BP材」の加工工場が令和元年度に宮の郷工業団地内において稼働したところであり、その普及に努めているところです。
  （農林水産部／林政課）
③ 宮の郷工業団地（常陸太田市）での製材量
    　【回答】
宮の郷工業団地内の製材量（原木ベース）につきましては、これまで国の交付金等を活用して、生産性の高い製材加工施設の整備が進んだことから、最初の製材工場が稼働した平成24年に約5.5万㎥であったものが、令和４年には約12.5万㎥と大幅に増加しております。
また、昨年度、大径材の加工が可能な施設の整備を行ったところであり、今後、ますます需要の拡大が見込まれる県産材の高品質かつ安定的な木材供給により一層貢献するものと思われます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（農林水産部／林政課）
④ 融資制度以外の新しい施策
　 　 【回答】
本県においては、国の交付金を活用した木材利用促進施設整備事業により、製材加工業者の生産体制強化のための木材加工施設の新設・増設を支援しています。
　また、製材加工業者が原料となる原木を安定的に確保することが可能となるよう、森林経営の集約化を促進するとともに、集約化した森林での森林整備や木材生産を加速させ、原木の安定供給体制の整備に取り組んでいるところです。　　　    （農林水産部／林政課）
３）自治体が小規模事業者を直接支援できる、小規模工事登録制度の県内市町村創設状況を示すこと。県内全市町村が小規模工事登録制度を創設するよう指導すること。
　 　【回答】
小規模工事登録制度につきましては、現在、県内の20 以上の市町において設けられております。
なお、県では、県内中小企業者に対する受注機会の拡大のため、国と連携し「官公需確保対策地方推進協議会」を開催しており、この協議会を通して、引き続き、市町村の契約担当者に対し「中小企業に関する国等の契約の基本方針」の周知や事例紹介を行ってまいります。                                             （産業戦略部／中小企業課）

（３）小規模企業振興基本法の具体化について
　　　小規模企業基本法は、小規模企業(従業員5 人以下)が地域経済の支え手や雇用の担い手として大きな役割を果たしていることに着目し、小規模事業者の持続的発展を支援する施策の立案に国と地方自治体が連携して講じる責任を明記しています。
１）小規模企業振興基本法の具体化および茨城県商工労働観光審議会でのＰＤＣＡ進捗管理について令和５年度の進捗状況を示すこと。
　 　【回答】６－（３）－１）、－３）共通
県では、中小企業及び小規模事業者の振興について具体の取組等を定める「茨城県産業活性化に関する指針」に基づき、施策の進行管理をしていくこととしております。
また、商工労働観光審議会については、全庁的な審議会の簡素化の方向性を踏まえ、常設ではなく、重要事項の調査審議が生じた場合に、委嘱・諮問することを想定しています。いずれにいたしましても、審議会等の形式に関わらず、引き続き関係団体等と連携を密にして、適宜ご意見を伺ってまいりたいと考えております。  （産業戦略部／産業政策課）

小規模企業の持続的な発展に向けた具体的な施策の進捗状況といたしまして、令和５年度の主な成果は次のとおりです。
＜主な成果＞
・商工会・商工会議所による取組
経営指導員による指導実績 61,741 件
講習会等の開催回数 5,923 回
専門家派遣件数（エキスパートバンク事業） 194 件
・経営革新計画の策定状況
経営革新計画承認件数 91 件
  （産業戦略部／中小企業課）
２）従業員５名以下の県内事業者数について、経済センサス頼みとせずに県として調査し公表すること。
【回答】
県では、従業員５名以下の県内事業者数については、中小企業庁が公表している情報から把握しております。
＜中小企業庁HP 中小企業の企業数・事業所数＞
https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/chousa/chu_kigyocnt/index.htm
要求のありました従業員５名以下の県内事業者数の調査につきましては、前述のとおり、統計法に基づく調査による信頼性のある事業者数が国で公表されていること、また、県が実施する場合には、調査のノウハウが乏しいといった点に加え、人的、金銭面で新たに多くの負担が生じるといった課題があることから、県として調査を行うことは検討しておりません。                                             （産業戦略部／中小企業課）
３）茨城県商工労働観光審議会に茨城県商工団体連合会を小零細事業者の代表として加えること。
【回答】６－（３）－１）と共通

（４）昨年１０月より消費税のインボイス制度が実施され、初めての確定申告が終わりました。
１０月から１２月の３か月間の申告であるとともに申告した計算したとおりの納税をしなくてすむ経過措置があるために今回初めて消費税の申告を行った事業者の実際の納税はあまり大きくならなかったようですが、次の１年間の消費税申告については不安の声があります。中小業者の経営を守るためにもインボイス制度を廃止し、消費税の税率を引き下げるよう国に要望すること。
【回答】
インボイス制度の導入にあたっては、課税事業者となる事業者への支援として小規模事業者持続化補助金等のインボイス枠が設置されております他、免税事業者との取引への影響に配慮し、仕入れに対して経過措置が設けられております。また、課税事業者に転換しないことにより、売上先の一方的な意向で取引条件が見直される等の不当な取引の抑制や適切な価格転嫁を推進するため、商工会等に国の相談窓口が設置されております。 県といたしましては、国の支援策や相談窓口等を周知しながら、県内の中小企業の支援を図ってまいります。
（産業戦略部／中小企業課）

（５）県の「男女共同参画基本計画」において、第3次では「商工業等の自営業における働きやすい環境の整備」のために①意識啓発の促進、②家族従業者の実態の把握、③商工業の分野に参画する女性の人材育成等、といった３つの施策を行うと明記していました。　　　
しかし、第４次の基本計画では自営業の家族従事者に関する記述がなくなっています。中小商工業においても男女共同参画のとりくみが引き続き必要であり、第３次基本計画に記載されたような施策を継続されることを求めます。
１）令和５年度の進展について明らかにすること。
[bookmark: _Hlk135227831]【回答】
商工業分野に従事する女性や、家族従業者として働く女性の役割が正しく評価されるためには、商工業分野を含めた社会のあらゆる分野において、県民の男女共同参画意識の浸透が重要であることから、国の男女共同参画週間や県の男女共同参画推進月間等における啓発活動を実施しております。
　     なお、令和２年３月に策定した「茨城県男女共同参画基本計画（第４次）」においては、「雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和」を施策の方向性の一つに位置付 けており、今後も引き続き、啓発活動等を進めてまいります。
（県民生活環境部／女性活躍・県民協働課）
２）県では、平成31（令和元）年度に「茨城県男女の働き方と生活に関する調査」と常用雇用者数10人以上の企業を対象にした「茨城県女性活躍の推進に関する調査」を実施されています。しかし、雇用者10人未満の零細事業者に関する独自の調査は行われておらず、業者婦人（女性の事業主や家族従業者）独自の実態を把握するには不十分といわざるを得ません。業者婦人を対象とした実態把握を行うこと。
【回答】
令和元年度に実施した「茨城県男女の働き方と生活に関する調査」及び「茨城県女性活躍の推進に関する調査」は、男女共同参画や女性活躍に関する県民の意識や実態等を幅広く把握することを目的として実施しております。
　 　 両調査につきましては、性別や職業に関わらず、社会のあらゆる分野で男女共同参画を推進していく必要があること、併せて、これまでの調査との経年変化を見ていく必要もあることから、回答項目や対象者等、調査のあり方については、社会情勢等の変化も踏まえつつ、総合的に判断してまいります。      （県民生活環境部／女性活躍・県民協働課）

令和元年度に実施した「茨城県男女の働き方と生活に関する調査」及び「茨城県女性活躍の推進に関する調査」は、男女共同参画や女性活躍に関する県民の意識や実態等を幅広く把握することを目的として実施しております。
両調査につきましては、性別や職業に関わらず、社会のあらゆる分野で男女共同参画を推進していく必要があること、併せて、これまでの調査との経年変化を見ていく必要もあることから、回答項目や対象者等、調査のあり方については、社会情勢等の変化も踏まえつつ、総合的に判断してまいります。                    （産業戦略部／労働政策課）

７．中小業者と地域経済に貢献する金融制度を
　融資条件の拡充や保証料補助の新設、融資利率の引き下げ等で中小企業の事業活動や経営安定に必要な資金調達を支援することは、コロナ禍と物価高のなかでいっそう役割が増しています。
（１）金融機関に対し，融資審査，条件変更等について迅速かつ柔軟に対応するよう、また経営者保証ガイドラインに基づいた対応をするよう引き続き要請すること。
　　【回答】
金融機関に対しては、コロナ禍からの業績回復を図るも、物価高騰等の影響により深刻な打撃を受けている現状を踏まえ、資金繰りが厳しい中小企業の状況を十分に勘案し、返済猶予や条件変更に対し、最大限柔軟に対応いただくとともに、融資実行や保証承諾についても迅速かつ柔軟な対応の継続を行うよう、要請を行っております。
　　　　経営者保証ガイドラインについては、国（中小企業庁）において、取組の促進や活用実績の公表等を行っております。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（産業戦略部／産業政策課）

（２）中小事業者はコロナ禍による打撃から立ち直ろうとする途上で物価高や消費税インボイス制度が障害となって納税がさらに困難になることはまちがいありません。国保税（料）が所得の10％～20％程を占めることとも相まって、小規模事業者の税負担は大変な重荷になっています。県融資制度の融資審査で、税金完納要件を廃止すること、その前段階として税金完納要件を緩和するなど機械的な対応を行わないようにすること。
　 【回答】
県制度融資においては、税納付の公平性を確保するため，県税等に未納がないことを要件としているところです。　                                  　　（産業戦略部／産業政策課）

（３）自治金融の利子補給、保証協会の保証料補給には自治体によりバラつきがあります。どの自治体で商工業をする場合でも同じように保障されるように、利子補給、保証料の補給を充実させるよう県から指導すること。
[bookmark: _Hlk135043788]　【回答】
　  　 自治金融制度においては、市町村の金融制度として県はその関与の在り方を見直し、平成26年度以降は県からの預託を廃止しております。
地方自治の観点から、市町村間の差異に対し県が指導する立場にはないと考えますが、市町村金融制度研究会などにオブザーバーとして参加した際は、統一的な取り扱いに対する合意形成についてサポートしてまいりたいと考えております。             　（産業戦略部／産業政策課）

８．滞納整理は差押優先から納税者の生業とくらしに見合う徴収行政を
県民の生活を壊す滞納整理を行うだけでなく、滞納者を雇っているだけの他県の事業者に犯罪まがいの行為をして支払いを強要する茨城県租税債権管理機構のあり方について、真剣に再検討を行うべきです。
（１）令和５年度の「茨城県多重債務者対策協議会」のとりくみ実績を明らかにすること。中でも税金の滞納がある人に対する相談実績を明らかにすること。
　　【回答】
「茨城県多重債務者対策協議会」では、平成19年から毎年、協議会構成員である県関係課、市町村消費生活センター、県弁護士会、県司法書士会、法テラスが連携して「多重債務者向け無料法律相談会」を開催しており、令和５年度においては、４日間で14名からの相談に法律専門家が対応し、債務整理等の助言を行っております。
なお、当課において税金滞納に関する相談については把握しておりません。
（県民生活環境部／生活文化課）

（２）茨城県と一部事務組合・茨城租税債権管理機構について。
１）県は職員を３名（事務局次長１名、課長２名）派遣し、年１，７００万円の補助金を支払っています「県は構成員ではないから（機構の運営に）関与する立場にない」というなら職員の派遣と補助金支給をやめること。
　 【回答】
機構の構成団体は県内全市町村であり、茨城県は構成団体に含まれておりませんが、機構が徴収する市町村税（個人住民税）の一部に県税の個人県民税が含まれていることから、支援団体として職員を派遣するとともに、事業運営に要する経費に対して補助金を交付しているものです。
県財政の健全化や税の公平性の観点からも、機構を支援する必要があると考えております。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務部／税務課）
２）機構が入居している合同庁舎の部屋の家賃額、また機構でないものが入居したと仮定した際の家賃額を示すこと。機構に対して適正な金額の家賃を徴収すること。
　 【回答】
茨城県水戸合同庁舎５階に入居している「茨城租税債権管理機構」の家賃額（行政財産使用料）は、減免しており、ご案内しておりません。
また、機構でないものが入居したと仮定した際の家賃額（同使用料）につきましても、ご案内しておりません。
なお、機構に対する家賃額（同使用料）につきましては、茨城県行政財産の使用料徴収条例等の規定に基づき適正に対応しております。　　　　　　　　　　　　　　（総務部／管財課）
３）市町村から移管される中には、機構に移管する必要のないものが含まれている可能性があります。それぞれの事案について移管が妥当か検討して妥当でない場合は市町村に差し戻すこと。
　 【回答】
市町村から茨城租税債権管理機構に移管する事案については、市町村と機構との事前協議において、相互に要件を満たしているものであるか確認し、機構が要件を満たしていないと判断した場合は、事案を引き受けていないと聞いております。　　　　　　　（総務部／税務課）
４）昨年の要求書に対する回答で「地方自治の観点から、機構の職員が行う滞納整理の状況や個別事案の内容について、県は指導監督する立場にない」と述べていましたが、機構に対して人もカネも出し、滞納処分によって利益を受ける県が機構に対して「指導監督する立場にない」という言い分は成り立ちません。生活実態に合わない納税を強要し滞納者を自死に追い込むような冷たい税務行政とならないよう、機構に派遣する職員に対して指導すること。
　 【回答】
地方税の滞納整理に携わる職員は、徴税吏員として地方税法及び国税徴収法等に基づき適正かつ公正公平に事務処理を行う必要があります。
茨城租税債権管理機構への派遣の有無にかかわらず徴税吏員として滞納整理を担う職員は、滞納者の生活状況や収入状況等を財産調査や滞納者との面談等で把握し、納税資力がない滞納者に対しては滞納処分の執行停止の判断を行うなど、個別具体的な実情等も考慮した上で適切に徴収手続きを行っていると考えております。
なお、全市町村から構成される一部事務組合である機構が、市町村との協議のうえ、市町村から移管された事案に対して法令の規定に基づき処理しておりますので、地方自治の観点から、機構の職員が行う滞納整理の状況や個別事案の内容について、県は指導監督する立場にないと考えております。　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務部／税務課・市町村課）

（３）機構の存在及び活動について法的に認められる根拠について、地方自治法第284条第２項の解釈として一部事務組合が共同処理する事務の範囲について法令上特段の制限はないし、市町村の持つ徴税事務も取り扱うことに差支えがない旨回答がありました。しかし徴税事務を一部組合が行うことは少なくとも以下のような問題があると考えます。
	①他市町村の職員が機構の職員として対応することで滞納者の個人情報が漏れる
②安易に滞納処分を行うことで生存権（憲法第25条）、財産権（憲法第29条）を侵害する
③指導監督する機関がないことで問題行動を起こしても制御が効かない


以上の点について県の見解を明らかにすること。
【回答】
茨城租税債権管理機構における徴税事務については、市町村において徴税事務を実施する場合と同様、その職員は地方公務員法の規定に基づき秘密を守る義務を負い、滞納処分をする際には地方税法及び国税徴収法等の規定に基づき実施する等、一部事務組合として独立した法人格を有する同機構の責任において法令の規定に則って適切に行うものと認識しております。
また、茨城租税債権管理機構には地方自治法第287条の規定に基づき議会が設置されていることから、同機構の議会において監視等されるものと認識しております。（総務部／市町村課）

（４）機構の回収に誤りがあった時の異議申し立ての手続きについて明らかにすること。特に機構に異議申し立てをしてその結果に不服がある場合にどこに再審査請求を行うべきかを明らかにすること。
　 【回答】
茨城租税債権管理機構が行う行政処分等に不服がある場合の異議申し立て手続きについては、機構に行政不服審査会が設置されていますので、直接、機構へご相談いただくようお願いいたします。
　     また、異議申し立てをして、その結果に不服がある場合は、裁判所に処分取消の訴えを提起することができます。　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　（総務部／税務課）

（５）機構に回収をまかせながら「県は関与する立場にない」と回答する県の無責任な姿勢には強い疑問を持つものです。県は茨城県租税債権管理機構の設立許可を取り消して解散させ、税金の滞納処分のあり方についてあらためて議論しなおすこと。
　 【回答】
茨城租税債権管理機構は、一部事務組合として独立した法人格を有し、自ら共同処理事務を処理する権能を有することから、機構の行った事務に関する責任は機構自身が負い、滞納処分のあり方についても、機構において議論されるべきものと認識しております。
（総務部／税務課、市町村課）

９．空き家は、地域活性化の有効な資源としての利活用を
（１）改正「住宅セーフティーネット法」に伴う「空き家登録制度」「住宅改修費用の助成」「低所得世帯の家賃補助」の施策の令和５年度の進捗状況を示すこと。
　 【回答】
住宅セーフティネット制度に基づき、令和６年３月時点で31,972戸（県全体）の住宅が登録されています。登録住宅における改修費や家賃低廉化の補助事業については、県内の公営住宅が不足する状況にないため、当面は県営住宅の有効活用を進めることとしております。
また、県では登録住宅に対する補助を実施しておりませんが、国においては引き続き、改修費や家賃低廉化に係る直接補助が実施されています。なお、改修費等の補助は「住宅確保要配慮者の専用住宅」として登録することが要件となっています。（土木部都市局／住宅課）

（２）空き家対策と県内事業者の仕事起こしをつなげる制度創設を検討すること。
例：空き家の改修工事・解体工事を、県内事業者に発注する
工事資金調達は県内金融機関を利用する
事業者融資の信用保証は県の制度を使う
【回答】
空き家の改修工事・解体工事に関する助成事業については、昨年度から１市村増加し、県内の33市町村で行われており、うち21市町村で地元事業者への工事発注を要件としております。
また、県内金融機関において、空き家のリフォーム費用等の借入金について、市町村と連携して金利を引き下げる取り組みも行われております。
県では、こうした取り組みがより多くの市町村で行われるよう、引き続き情報提供などの支援を行ってまいります。                                  （土木部都市局／住宅課）

10．農業危機・食料危機にふさわしい対策を
茨城県議会は3月、「茨城県食と農を守るための条例」を採択しました。その中で、国内外の情勢及び気候危機による災害の頻発と激甚化で「食料の安定的な確保が脅かされ」「世界的にも食料自給率が低い我が国は国際流通から孤立懸念があり、食料の確保が困難になりつつある」「加えて我が国の農畜産業は存亡の危機に直面している」と現状をのべています。
そして、「全国有数の農業産出額を誇り、首都圏人口の食を支える農業大県である本県は、これまで以上に、国民、県民のための食料を安定的に供給する大きな使命がある」とし、「安全で安心な食料を国民、県民に安定的に供給するための施策を一層強化する」と述べています。
採択された条例を踏まえ、多様な担い手の確保と育成、茨城県の農業及び農村の持続的な発展を図るために、以下の点について要望するものです。
（１）条例では県の責務から県民の役割を明記し、県全体で取り組むという方針が示されました。地球温暖化、気候変動のもと、生態系に配慮した持続可能な農畜産物の生産体系の確立が喫緊の課題となっています。世界の食料システムは温室効果ガスの3分の1を排出し、農林漁業は陸と海の生物多様性喪失の７～8割の原因となっています。世界の小規模・家族農業は、世界全体の土地・水・化石燃料の25％を用いて食料の70％を生産していますが、大規模工業型農業は75％を使い食料の30％しか生産していません。いまこそ小規模・家族農業への支援こそ重要と考えます。そして肥料や飼料等を輸入に依存せず自前で確保できる生産体系の確立が重要ではないでしょうか。
１）生産者への啓もう、消費者の後押し、農畜産物の生産からその活用と販売に至るまでの連携が市町村活性化のためには不可欠と思いますが、県として考えていることを明らかにすること。
[bookmark: _Hlk166141073]【回答】
県では、「茨城県環境負荷低減事業活動の促進に関する基本計画」（2023年3月）を、県と市町村共同で策定しております。基本計画では、環境負荷低減事業活動の促進に関する本県の取組方針として、持続性の高い農業生産方式に加え、有機農業や、農林漁業の事業活動に由来する温室効果ガス排出削減などに取り組む農林漁業者の認定を推進し、本県の農林漁業の持続的発展を目指すこととしております。また、県産有機農産物の販路拡大など、環境負荷低減事業活動により生産された農林水産物の流通及び消費の促進についても示しているところです。
県としましては、この度制定された「茨城県食と農を守るための条例」の基本理念を受け止め、本条例を広く周知してまいりますとともに、基本計画に基づく取組を市町村との連携のもと、茨城県における環境と調和した農林漁業の実現を目指してまいります。
（農林水産部／農業政策課）
２）即JAS有機ではなく環境負荷低減という形で農村の地域社会を維持していくためにも、自然環境を守るためにも取り組みやすい形で市町村を活性化することが重要です。条例などを通して、いま考えている生産拡大を働き掛る具体的な施策を明らかにすること。
【回答】
環境に配慮した持続可能な農業の推進に向けて、県内全市町村と共同で「茨城県環境負荷低減事業活動の促進に関する基本計画」を令和５年３月に策定しております。
　       県では、農業生産に由来する環境負荷を低減するべく、有機農業や耕畜連携を推進するとともに、廃プラスチックの抑制、化学農薬に依存しない総合的な病害虫管理体系の確立、温室効果ガスの削減等について取組んでおり、関連事業において、技術の実証や実装、対応等について支援を行ってまいります。                        （農林水産部／農業技術課）
３）食品廃棄物（エコフィード）の飼料化や堆肥化等への利活用の実態調査結果を明らかにすること。
【回答】
エコフィードの利用を推進するため、毎年エコフィードの製造事業者を対象に原料となる食品残さの種類やエコフィードの生産量などに関する実態調査を行っております。
実態調査結果については、マッチングを進めるため、結果の公表に同意している事業者について農林水産省のホームページで公表しております。         　（農林水産部／畜産課）

（２）県条例の１４条には農業者が減少している状況に鑑み「多様な担い手・大小にかかわらず・新規就農・若年農業者を確保育成等々」とあります。2019年の国連の家族農業の10年、2023年の「国連気候変動枠組み条約」コップ28の「エミレーツ宣言」は、「女性・子ども・小規模農家や家族農業者など、気候変動の影響を受けやすい人々への支援強化が、食料安全保障を促進する」と明記しています。その宣言に賛同した日本は具体化を進めるべきと考えます。
１）県としても早急に動き出してほしいと思いますが、県として考えていることはありますか。
[bookmark: _Hlk166141211]【回答】
「エミレーツ宣言」（2023年12月）は、農業分野の温暖化防止対策支援などを各国に求める内容となっております。日本において、国は、「みどりの食料システム戦略」及び「環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律（みどりの食料システム法）」（2022年７月）に基づき、食料・農林水産業の生産力向上と持続性の両立を目指す取り組みを行っているところです。県では、みどりの食料システム法に基づき、「茨城県環境負荷低減事業活動の促進に関する基本計画」（2023年3月）を策定し、茨城県における環境と調和した農林漁業の実現に向け取り組んでおります。
県では、生産性や付加価値の向上などに意欲的にチャレンジする農業者に対し、経営規模の大小に関わらず支援を行っているところです。「茨城県環境負荷低減事業活動の促進に関する基本計画」に基づく取組につきましても、引き続き、意欲ある農業者へ支援してまいります。                                                  （農林水産部／農業政策課）

（３）現在、農家の平均年齢は68.4歳、あと10年で日本の農村が崩壊しかねません。その為に新規就農者の確保・育成など自立への支援の充実は不可欠です。具体的な施策は何がありますか。
【回答】
県では、就農相談のワンストップ相談窓口である「新規就農相談センター」を設置し、就農相談会の開催や、研修受け入れ機関の情報提供などを行っています。また、国の新規就農者育成総合対策の一つである就農準備資金、経営開始資金を活用し、就農前の研修や就農後の経営確立を支援しているところです。これに加え、農業経営を持続的に発展させていくためには、個々の経営に合わせた伴走型の支援も必要であることから、意欲ある農業経営者に対し、中小企業診断士や社会保険労務士などの専門家を派遣するなど、経営課題に応じた助言や指導を行う体制を整えております。
　     加えて、資本力と経営ノウハウを備える企業が農業の多様な担い手の一つとなる事から、県では「農業参入等支援センター」を設置し、企業の農業参入への相談対応、農地紹介、市町村や地域住民との橋渡しを行う等、企業の農業参入の推進に取り組んでおります。
（農林水産部／農業経営課）

意欲ある農業者や就農希望者を対象として、産学官連携による農業の総合的な学び場である「いばらき農業アカデミー」を設置しております。本アカデミーでは、時代の変化に合わせて内容を見直しながら、年間約３０講座を実施しており、経営管理に必要な知識や事業計画の作成手法を習得する「経営スタートアップ講座」や、実践的かつ最先端の経営を学びながら自身の経営改善を計画する「リーダー農業経営者育成講座」などにより、経営の発展段階に応じた知識や技能の習得を支援しております。     　　　　　　　   （農林水産部／農業技術課）

（４）県は農畜産物の輸出振興、国は輸出相手国への投資を奨励しています。いま優先すべきは食料自給率を向上させ国内の需要、首都圏の需要を賄うことで茨城の農業を活性化させることが重要と思います。流通コストなどの面からみても茨城県は有利ではないかと考えます。それを推進するうえでも学校給食・公共調達にもっと具体的計画をもって利用できるようにすべきではないかと考えます。
１）県として学校給食・公共調達の地場産・有機・特栽などのそれぞれの利用率向上の目標をもっていますか。
【回答】
学校給食における地場産物の活用については、11月の茨城をたべようWeekにおいて、県内全ての市町村で地場産物活用率が50％超を目標としています。
　（教育庁学校教育部／保健体育課）
２）持っている場合はその数字を教えてください。
【回答】
・地場産物について
県内すべての市町村において50％超（11月茨城をたべようWeek）
・有機・特栽について
数値目標はありません。
（教育庁学校教育部／保健体育課）
３）ない場合は持つ考えはありますか。持たない理由は何ですか。
【回答】
有機農産物等については、コスト面や供給量の面などで課題があることから、一律の目標値は設定しておりません。今後も農林水産部と連携し、生産状況等各市町村の実情に応じて活用を促してまいります。　　              　　　　（教育庁学校教育部／保健体育課）

（５）学校給食に使用する地場産小麦の生産を拡大・推進するために、補助額を引き上げてほしい。
[bookmark: _Hlk166141432]【回答】
令和４年度の小麦の食料自給率は15％と低く、県では小麦の生産拡大を図ることは大変重要であると認識しています。
また、小麦は全量が播種前契約となっていることから、価格交渉力のある高品質な小麦を生産することが重要と考えています。
収益向上のためにも、収量や品質を向上する排水対策など技術指導を実施するとともに、生産性の向上を支援する補助事業の活用を促すことで、意欲ある農業者を支援してまいります。
（農林水産部／産地振興課）

（６）県条例にもあるように農畜産物の自然災害による影響が広がっています。FAOは2023年10月、気候変動などを原因とする災害による農作物や家畜の被害が過去30年間で、推定約3兆8000億㌦(580兆円)に上ると発表しています。また災害件数も70年代までは年間100件程度だったのが、過去20年間で年400件程度に増え、程度も甚大化していると報告しています。日本も例外ではありません。
１）過去３０年間の農畜産物及び農業施設等の自然災害による年ごとの被害額（内訳含め）を国と茨城県、それぞれ教えてください。
【回答】
国では、農作物災害種類別被害統計（被害応急調査結果）で被害見込額10億円以上を主要被害として整理しております。公表している平成６年から令和３年の28年間に144回の災害があり、最も被害見込額が大きかった平成15年の「５月中旬以降の低温等による農作物被害」では、3,938億円の被害を受けました。
　       一方、県では「茨城県農林漁業災害対策特別措置条例」が適用となった災害で整理したところ、平成6年から令和5年の30年間にかけて25回の災害があり、最も被害見込額が大きかった平成27年の「関東・東北豪雨」では、約121億円の被害を受けました。  
（農林水産部／農業技術課）

（７）昨年度の自然災害による被害に対し実行された県の支援の内容と規模・額について教えて下さい。
【回答】
令和５年度に発生した、梅雨前線による大雨及び台風第２号による災害や、９月の台風第
13号による災害については、複数の市町村において甚大な被害が発生したことから、茨城県農林漁業災害対策特別措置条例を適用し、市町村に対して、支援措置を実施する被災地域について、県に申請するよう周知しました。
本条例に規定する被災地域を指定するための基準については、被害を受けた農業者数が地域の総農業者数の10パーセント以上を占めることなどの要件があり、両災害においては、局地的に甚大な被害を受けた農業者がいる一方で、地域内の他の農業者の被害が少なく、地域指定の基準が満たされないなど、同条例が近年の災害の特徴である局地化などに十分に対応できていないといった課題が明らかになりました。
このため、令和６年第２回定例県議会において、地域指定の要件を廃止するなど、被害農業者等への助成措置が円滑に行われるようにするため、本条例の一部改正に係る議案を提出したところです。
また、本条例のほか、被災した農業者の資金需要に対しては、日本政策金融公庫が融資する農林漁業セーフティネット資金等が利用されています。        （農林水産部／農業経営課）

（８）被害を受けた生産者にもれなく支援するために県として考えていることを教えてください。
【回答】
県としましては、自然災害をはじめとしたリスクに備える収入保険等のセーフティネットへの加入を促進するため、制度の周知を図ることが重要であると考えています。
また、茨城県農林漁業災害対策特別措置条例に基づき、大きな被害を受けた農業者等を対象に、市町村と協調して、経営資金の融資や、肥料や薬剤の購入費に対する補助などの助成措置等を行うこととしております。                          　  （農林水産部／農業経営課）

（９）収入保険に加入している農家数を対象数とともに自治体別に教えてください。
【回答】
自治体別の加入状況については次のとおりです。
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出典：収⼊保険データ集（令和６年１⽉末時点）令和６年３月農林水産省経営局保険課
（農林水産部／農業経営課）

（10）収入保険は農業者にとって役立つ制度だと考えていますか。役立つと考えているとしたらその理由を教えてください。
【回答】
収入保険は、農業者を対象に、災害による収量減少のみならず、価格下落なども含め幅広いリスクに対応する保険制度であり、農業者の経営安定を図る上では、できるだけ多くの農業者に加入していただくことが望ましいと考えております。
　     県では、さらに加入が進むように、農業共済団体等の関係機関と連携し、様々な機会をとらえて制度の周知を図るとともに、国に対して、保険料等に対する国の負担割合の引上げなどを要望しております。                                　     （農林水産部／農業経営課）

（11）フードバンクや子ども食堂、災害時の被災者などへの支援は社会的にも重要な
取り組みです。この中で余剰農産物を供給する仕組みがあれば、利用者に喜ばれるだけでなく、生産者は安心して作ることができます。アメリカでは農業予算の中で余剰農産物を買い上げ供給する仕組みがあり、供給全体の３割を占めているという報告があります。国の施策待ちでなく、農業県茨城だからこそできる仕組みを農林水産部でぜひ検討してほしい。
【回答】
フードバンクや子ども食堂などへ食品を提供する際には、食品の提供側と、受け手側が必要とする食品の種類や量を丁寧にマッチングすることが重要と伺っております。フードバンクなどへ農産物を提供する取組は、県内農業者や農業関係団体により行われているところであり、需要と供給のマッチングや、物流、鮮度の高い農産物を届ける面からも、こうした取組は事業者同士が直接連携して行われることが望ましいと考えます。県として余剰農産物を買い上げるのではなく、活動事例を情報発信することで、事業者同士のマッチングを推進し、フードバンクなどへ余剰農産物を供給する取組を促してまいります。
（農林水産部／農業政策課）

（12）野生鳥獣による農作物被害について
１）令和５年度の被害状況を市町村別に教えてください。
[bookmark: _Hlk166141649]【回答】
現在、最新のデータが令和４年度の被害状況となります。各市町村別の被害金額は公表しておりませんが、県のホームページでは主な被害発生市町村について公表しておりますので、別添の参考資料を基に御報告いたします。            （農林水産部農地局／農村計画課）

２）平場ではイノシシなどの被害が増えているという生産者からの話を聞いていますが、令和４年度の報告ではアライグマとカラス類を除くと年々減少傾向にあるとあります。減っている要因は何か教えてください。
【回答】
野生鳥獣による農作物被害金額については、平成30年度の４億６千９百万円余りからこれまで着実に減少してきたところですが、これは、平成30年３月の「茨城県イノシシ等野生鳥獣による被害の防止対策に関する条例」の制定を契機として、本県において「有害捕獲の取組」や「侵入防止柵の設置」、「地域ぐるみの取組とＩＣＴ等新技術活用」を推進・強化してきたこと、「鳥獣被害対策を実践できる人材の育成」を進めてきたことの効果が発現したものと考えております。                         （農林水産部農地局／農村計画課）

３）現時点で考えられる有効な手だてと行政の支援策を教えてください。
【回答】
鳥獣被害対策においては、個体群管理（捕獲）、侵入防止対策、生息環境管理の３本柱を地域ぐるみで取り組むことが重要です。そのため、県や市町村では、農作物に被害を及ぼす野生鳥獣を捕獲する際の活動経費や電気柵等の侵入防止施設への助成を行っております。さらに、県が主体となり、地域ぐるみの取組やICT等新技術活用について、農林事務所毎にモデル地区を設置して取組を進める他、研修会の開催を通じて現場で鳥獣被害対策を実践できる人材の育成を図っていきます。                   （農林水産部農地局／農村計画課）

（13）農業生産に必要な飼料、肥料、資材、燃油等の高騰分に対して、農家を分けへだて無く、県条例に基づいて県独自の支援を講じて下さい。
【回答】
県では農畜産業の経営継続のため、肥料、飼料について価格上昇分の一部を支援する激変緩和策等を行ってまいりました。例えば、令和６年度の秋肥につきましては、肥料価格高騰への対応として、化学肥料を２割削減する取組を行う意欲のある全ての農業者を対象として、価格高騰分の一定割合を補填する県独自の事業を行ったところです。
同時に、肥料については、堆肥の活用や土壌診断に基づく減肥など化学肥料に依存しない栽培体系を、飼料については、自給飼料の生産拡大を進めており、引き続き、農業生産資材の価格高騰に左右されない持続可能な農業への転換を推進してまいります。
（農林水産部／農業政策課）

（14）飼料高騰に対応する国、メーカ－、生産者の供出による積み立ての価格安定制度がありますが、生産者負担が増えたうえに、高騰がこの間続いていることもあり、この制度による補填が分割になるなど生産者の経営は厳しい状況におかれています。
１）この現状を県としてどのように考えていますか。
【回答】
海上運賃の上昇や円安などの影響により、原材料の多くを輸入に頼っている配合飼料価格が高騰しているほか、乾牧草価格についても世界的な穀物需要の高まりや円安などの影響により高騰しており畜産経営に打撃を与えている状況にあります。
　       このため、県では乾牧草価格高騰によるコスト上昇分の一部支援を実施したほか、配合飼料についても配合飼料価格安定制度の積立金全額を支援するなど激変緩和対策を実施するとともに、飼料価格に左右されにくい生産構造への転換を進めるため自給飼料生産やエコフィード利用に必要な機械等の導入支援を実施してきたところです。（農林水産部／畜産課）
２）県として独自の支援を行なって下さい。
【回答】
令和４、５年度の２カ年にわたり飼料価格高騰によりコスト上昇分の一部支援を実施する激変緩和対策と飼料価格に左右されにくい生産構造への転換を進めるための構造転換対策を両輪で進めてきたところです。
　       その結果、令和３年度には16％だった飼料自給率が令和５年度には20％にまで向上するなど着実に国産飼料の利用拡大が図られてきたところですので、引き続きこの機運が止まることがないように自給飼料の栽培面積の拡大に取組む生産者への支援や食品残さを飼料として活用するための成分分析並びに輸送に必要な資材購入支援などに引き続き取り組んでまいります。                                                     （農林水産部／畜産課）
（15）新たな「農業基本法」の25年ぶりに改定議論が行われていますが、日本の食料自給率は先進国の中でも最低のカロリーベース38％です。現在輸入に頼っていますが、お金を出せば輸入できる時代は終わりました。
　　　今一番必要なのは国内生産の強化です。そして、食糧自給率を向上させるために規模の大小、青・白申告の違い、認定・被認定の違いにもかかわらず、すべての販売農家への所得保障・価格保証が必要と考えますが、県としての意見を聞かせてください。
【回答】
食料自給率の向上においては、農業生産を維持・強化していくことが重要であり、そのためには、まず、農業で十分な所得を得られることが必要不可欠です。県では、農業が魅力ある産業とし次の世代に引き継がれていくよう、「茨城農業の将来ビジョン」を策定し、儲かる農業の実現に向け取り組んでいるところです。
個々の経営体の所得向上を目指し、生産性や付加価値の向上などに意欲的にチャレンジする農業者が、収益を上げることのできる環境を整備し、経営規模の大小に関わらず支援してまいります。                                            （農林水産部／農業政策課）

11．一刻も早い医療後進県からの脱却を
（１）県内の医療体制の充実について
国の地域医療構想では、将来の医療需要の変化に対応した病床機能分化による効率的な病診連携等の体制作りが方針化されており、茨城県も方針に沿って医療計画を策定しているが、医師やその他の医療労働者数、医療機関・診療所数等の医療体制が軒並み全国平均を下回っている茨城県の現状においては、各保健医療圏域内での機能分化は成立しておらず、医療提供圏域を広げての対応で、住民にはすでに不便さや無理が生じている。
１）県内は9つの二次保健医療圏が設定されているが、2次救急、入院・小児・周産期医療を担える医療機関の拡充を図ること。
【回答】
二次救急医療体制については、県内を11の地域に分けて地域内の病院が輪番方式より実施する病院群輪番制などの体制の整備を図っております。
また、小児救急医療体制については、県内を８の地域に分けて、休日や夜間の受入体制の整備を図っております。
さらに、周産期医療体制については、県内を３ブロックに分け、各ブロックに総合周産
期母子医療センター、地域周産期母子医療センター及び周産期救急医療協力病院を指定し体制の整備を図っております。
今後とも医療機関や市町村と連携し、地域の住民が安心して医療を受けられる体制の整備に努めてまいります。　　　　　　　　　　　　　(保健医療部医療局／医療政策課)
２）医師の増員について
医師の業務軽減は急務です。しかし、医師の増員なしでの医師労働時間の短縮は、患者にしわよせが及びます。患者の受療権を保障しつつ、医師の働き方改革を行うには、医師の増員が必要です。
① 国に対して、医師を増やすために医学部定員数を増やすように要望すること。
【回答】
本年度の国への要望において、以下のとおり要望しております。
（要望先：厚生労働省、文部科学省）
○　働き方改革や女性医師数の増、医療の高度専門化など、今後の医師を取り巻く状況の変化を考慮するとともに、新型コロナウイルスのような新興感染症が発生した場合においても適切な医療が提供できるよう、地域医療のあり方や医療機関に求められる機能・役割を抜本的に見直した上で、医師需給推計の検証を行っていくこと。
○　医師の確保に当たって、単に地域間の医師の奪い合いを招くことのないよう、また新型コロナウイルスのような新興感染症が発生した場合においても地域の医療提供体制を確保できるよう、これまで臨時的に増員された大学医学部における定員を恒久的な措置とするとともに、医学部新設や既設医学部の大幅な定員増など、医師数全体の底上げを図ること。
また、地域枠制度を延長するとともに、都道府県が大学に対して、地域枠の設置や増員を要請するに当たっては、必要数を確実に確保できるよう、国が実効性のある指導や環境整備を行うこと。併せて、大学から地方公共団体に負担を求めることなく必要な教育を行えるよう、大学に対して国が十分な財政的措置を講じること。
（保健医療部医療局／医療人材課）
② 筑波大学の地域枠数を維持すること。
【回答】
本年度の国への要望において、以下のとおり要望しております。
（要望先：厚生労働省、文部科学省）
　○　医師の確保に当たって、単に地域間の医師の奪い合いを招くことのないよう、また新型コロナウイルスのような新興感染症が発生した場合においても地域の医療提供体制を確保できるよう、これまで臨時的に増員された大学医学部における定員を恒久的な措置とするとともに、医学部新設や既設医学部の大幅な定員増など、医師数全体の底上げを図ること。
また、地域枠制度を延長するとともに、都道府県が大学に対して、地域枠の設置や増員を要請するに当たっては、必要数を確実に確保できるよう、国が実効性のある指導や環境整備を行うこと。併せて、大学から地方公共団体に負担を求めることなく必要な教育を行えるよう、大学に対して国が十分な財政的措置を講じること。
（保健医療部医療局／医療人材課）
③ 茨城県においては地域枠の増設拡大により将来確実に医師不足地域に勤務する医師の要請・確保を進めているが、地域枠修学生医師について、研修可能な医療機関の少ない医療圏での勤務が進んでいない状況が課題とされている。
それらの地域においても研修が可能となるよう、研修に必要な体制の整備を支援するとともに、地域偏在の更なる是正に向け地域枠制度の抜本的な見直しについて検討を進めるとのことであるが、その中身について、現在挙げられる具体的な方策があれば例示をお願いしたい。
【回答】
医師不足地域における研修体制については、2018年度の新専門医制度の開始以降、筑波大学附属病院を始めとする研修基幹施設のプログラム責任者等と協議を重ねることで、医師不足地域の病院も数多く連携施設として位置付けていただいております。その結果、地域枠等の修学生医師についても、19の基本診療領域のうち18領域において、医師不足地域での勤務義務を果たしながら専門医資格の取得が可能となっております。
また、地域偏在の是正に向けた地域枠制度の見直しに関しましては、令和７年度以降の入学者を対象に、4.5年の医師不足地域での勤務義務を、臨床研修修了後の期間に履行していただくこととすることで、より戦力となる３年目以降の医師を医師不足地域に確保しようとするものです。　　　　　　　　　　（保健医療部医療局／医療人材課）
３）令和元年～５年に、廃業・休止・縮小した病院診療所、新設した病院診療所、移転した病院診療所を二次保健医療圏ごとに示すこと。
【回答】
令和元年度から令和５年度までに、開設・廃止・休止した病院及び診療所数は以下のとおりです（移転した病院及び診療所数については、開設及び廃止数に含まれております)。
なお、縮小した病院及び診療所数については、県において把握しておりません。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（件）
	区分
	水戸
	日立
	常陸太田・ひたちなか
	鹿行
	土浦
	つくば
	取手・竜ケ崎
	筑西・下妻
	古河・
坂東

	開設
	病院
	1
	3
	0
	0
	2
	0
	0
	0
	1

	
	診療所
	45
	26
	39
	31
	28
	84
	64
	24
	13

	廃止
	病院
	1
	1
	2
	0
	2
	1
	0
	0
	0

	
	診療所
	50
	34
	22
	26
	33
	64
	22
	22
	19

	休止
	病院
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	
	診療所
	2
	9
	6
	1
	1
	6
	3
	3
	3


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(保健医療部医療局／医療政策課)
４）いわゆる「医療過疎」地域の解消のための政策を示すこと。
① 県として「医療過疎」地域をどのように定義しているか示すこと。
【回答】
県として「医療過疎地域」の定義付けはしておりません。
一方、第８次保健医療計画において、「へき地」は定義付けしており、無医地区※１、準無医地区※２などの、へき地保健医療対策を実施することが必要とされる地域をへき地としております。なお、国の令和４年度の調査結果によると、本県では、県北地域に無医地区が15地区、準無医地区が９地区あります。
※１　無医地区…原則として医療機関のない地域で、当該地区の中心的な場所を起点としておおむね半径４kmの区域内に50人以上が居住している地区であって、かつ容易に医療機関を利用することができない地区。
※２　準無医地区…無医地区ではないが、これに準じて医療の確保が必要と都道府県知事が判断し、厚生労働大臣が適当と認めた地区。
　(保健医療部医療局／医療政策課)
② ①の解消について県の政策を具体的に示せ。
【回答】
へき地の課題解決や医療提供体制の確保に向け、へき地医療支援機構※（県立中央病院が役割を担っており、県内５か所のへき地医療拠点病院の一つ）が中心的な役割を担い、県内５か所のへき地医療拠点病院によるへき地診療所への代診医派遣などに取り組んでおります。引き続き、県内３か所のへき地診療所、へき地医療支援機構、へき地医療拠点病院及び市町等と連携して、医療体制の整備に取り組んでまいります。
※へき地医療支援機構…2001（平成13）年の第９次へき地保健医療計画で各都道府県に設置され、へき地医療支援事業の企画・調整を担う仕組み。へき地診療所に対する代診医等の派遣調整や、へき地勤務医師のキャリア形成支援等を行う。
(保健医療部医療局／医療政策課)

医師につきましては、自治医科大学に在籍する本県出身者に対する修学資金等の運営費を負担するとともに、卒業後の医師を一定期間県職員として採用し、へき地の指定公立病院等に派遣しております。
看護職員につきましては、県が指定した看護職員不足地域にある医療機関等で一定期間従事した場合に返還免除となる看護師等修学資金の貸与により、看護職員不足地域への就業の促進に努めております。　             　（保健医療部医療局／医療人材課）
③ 県内で最も医療資源の乏しい鹿行地域へ政策を示すこと。
県・鹿行５市・茨城県厚生連により、自治体・鹿行地域の中核病院となるべく2000年に開設された（現）土浦協同病院なめがた地域医療センターは、2019年より2度機能縮小され現在は外来特化となっていますが、今年さらに縮小する案が県厚生連から出ています。
一方で、23年12月には行方市と県厚生連の間で「地域医療に係る連携協力に関する協定書」が締結され、「土浦協同病院となめがたセンターの連携強化」が強調されました（12月12日付茨城新聞）。しかし、土浦協同病院は県内全域をカバーする３次救急の高度医療・基幹病院となっており多忙を極めています。また、人手不足により受け入れ体制により余裕があるとは言えない状況です。鹿行地域の患者をなめがた地域医療センターの代わりに受け入れることはかなり難しい状況です。地域の患者住民からも「土浦協同病院まで通いきれない」「何とかなめがた地域医療センターでみてもらえないか」などの声が挙がっています。
なめがた地域医療センターの拡充を図ることが、土浦協同病院の３次救急機能を十分生かす道であり、鹿行地域住民の健康と福祉の増進となるのではないでしょうか。コロナ禍では地域のワクチン接種センターとして貢献し、また、県が運営する形で新型コロナカクテル療法施設として病棟が使用されてきたことからみても、鹿行地域に入院機能も持つ病院を残すことは不可欠といえます。
したがって、なめがた地域医療センターの診療機能を拡充すること。県内で最も医療資源の乏しい鹿行地域へ政策を示すこと。
【回答】
現在のなめがた地域医療センターの外来診療に特化した運営形態への移行にあたって
は、経営主体である厚生連が主体となって、地元関係者間で話し合いを重ね、合意に至ったものと承知しております。従いまして、なめがた地域医療センターが担う役割については、厚生連が中心となって、行方市など地元の皆様と協議していく課題であると考えております。
なお、行方市民に対する持続可能な医療提供体制の確保については、厚生連と行方市が協定も締結しております。
県といたしましては、鹿行地域の医療提供体制を維持・向上させる観点から、行方市とともに厚生連に最大限協力するよう働きかけてまいります。
また、鹿行地域は県内でも救急搬送に時間を要している地域ですので、昨年度、救急搬送データのデジタル化により、搬送時間の短縮を目指す実証実験を実施したところです。
実証実験の結果、救急現場において、OCR機能によりデジタル化した傷病者情報を、患部の写真などと併せてリアルタイムに医療機関と共有する機能の有効性を確認することができたことから、今年度予定している救急医療情報システムの更新時に同様の機能を盛り込み、救急搬送の効率化・円滑化を図ってまいります。
（保健医療部医療局／医療政策課）

（２）「医師の働き方改革」に伴う医師拡充政策について
今年４月から「医師の働き方改革」により、 医師の時間外労働時間の上限は原則年960時間、 月100時間未満（Ａ水準）となりました。医師は労働時間の実態を把握しにくく、また医療業界では長時間労働が常態化しています。厚生労働省の調査結果（令和３年）では、週労働時間が60時間以上の医師が全体の約４割に迫り、週80時間以上の医師が１割弱いることがわかりました。
過労による障害・自死などが相次いでいます。例：令和４年５月には、神戸市にある甲南医療センターに勤務していた26歳の専攻医の過労死自殺が起こりました。労働基準監督署の調べでは、亡くなる直前の1か月の時間外労働は、200時間以上で、およそ3か月間休みはありませんでした。
１）現在の病院運営の状態は、労働基準法違反を前提にした勤務医の過重労働とそれを追認せざるを得ない上に成り立っています。医療機関の経営を守り、医師の働き方改革を進めていくため、診療報酬の抜本的引き上げを国に要望すること。
【回答】
医師の偏在解消に向けた診療報酬における対策として、本年度の国への要望において、以下のとおり要望しております。
（要望先：厚生労働省）
○　地域及び診療科の医師偏在解消に向け、診療報酬における対策として、医師の多寡に応じた地域別単価の導入、過重な負担がかかる医師不足地域の拠点病院の勤務医や政策的ニーズの高い又は高度な医療技術を必要とする医療分野に従事する医師個人へのインセンティブ（ドクターフィーの導入など）を設定するほか、医師過剰地域における診療所の新規開業を規制するなど、抜本的な対策を講じること。
（保健医療部医療局／医療人材課）

（３）医療・介護労働者の確保策として、抜本的な賃金の引き上げを行なうこと
国は物価高を背景に、診療報酬・介護報酬の引き上げによる賃上げの実施を各医療機関に指示している。診療報酬においては厚労省が示す2.6％程度の賃上げは7000円～8000円程度であり、まだまだ不足している。また、同じ施設内でも職種よって金額差が生じる可能性もあり、納得の行く賃上げ策とは言えない。
県としても国へ医療・介護労働者の賃上げを強く要請するとともに、茨城県独自の賃金引き上げ策を検討・実施するなど、不足する医療・介護人材の確保のため抜本的・画期的な施策を実施すること。
【回答】
看護職員につきましては、令和４年10月に診療報酬が改定され、地域でコロナ医療など一定の役割を担う医療機関に勤務する看護職員を対象に、収入が３％程度（月額平均12,000 円相当）引き上げられる処遇改善が行われております。
また、今年度、病院及び有床診療所に勤務する看護補助者を対象に、月額平均6,000 円程度収入を引き上げる処遇改善事業を実施しております。
加えて県におきましては、国に対し看護職員の処遇改善について要望しているところです。                                               （保健医療部医療局／医療人材課）

介護職員の処遇改善につきましては、介護報酬に処遇改善加算が創設された2012年以降、累次の改定により加算率の拡充等が図られており、2024年度の介護報酬改定におきましては、2024年度に２．５％、2025年度に2%のベースアップにつながるよう加算率の引き上げが行われました。
　　   県では引き続き、事業所への説明会の開催や、ホームページ等での周知などを通して、介護事業所の加算取得を促進するとともに、次期介護報酬の改定においても、さらなる拡充を行うよう国に対して働きかけてまいります。　　　　　　　　　　（福祉部／長寿福祉課）

（４）医療機関や介護事業所の不足・偏在を解消するために、患者利用者の交通手段を確保すること。
通院・通所のために使用できるデマンドタクシー、乗り合いバス等があっても市町村境を超えられなくて困っているという声が聞かれている。茨城県においては、通院が二次保健医療圏内だけで完結が難しい地域があり、今回県内３つの医療提供圏域の計画も策定されているのであれば、居住する市を超えても使用できる形態を各自治体とともに検討・整備していただきた
い。
【回答】
交通空白地の移動手段の確保等を行う目的として、市町村等が主体となり運行するデマンドタクシー、乗合バスは、県内42市町村で運行されており、このうち神栖市など通院需要に応じて近隣市町村へ運行されている例もございます。
　   県としては、これらの運行計画等の協議・検討を行う市町村の交通会議の場などを活用し市町村を跨ぐ運行事例を紹介するほか、必要な助言を行ってまいります。
（政策企画部／交通政策課）

なお、医療提供圏域は、高度医療に係る機能の集約化や役割分担の明確化を目的に設定したものであり、それ以外の一般の医療提供体制の確保については、従来どおり二次保健医療圏を地域単位として推進することとしております。　 （保健医療部／医療局医療政策課）

通所系の介護事業所（通所介護、通所リハビリテーション）では、介護報酬の基本サービス費に送迎サービスに係る報酬が包括されており、事業者が送迎することにより、利用者の交通手段の確保が図られております。　　　　　　　　　　　 　（福祉部／長寿福祉課）

（５）県内の医療の状況について
１）医師、薬剤師、看護職（看護師、准看護師、保健師、助産師）、リハビリ職（PT、OT、ST）、診療放射線技師、介護職（介護福祉士ほか）について、必要見通し数と直近の就業数を示すこと。
【回答】
医師につきましては、令和４年12月31日時点での県内医療施設の従事者数は5,737名となっております。また、国が本県の将来の人口動態や医療ニーズ等を踏まえ暫定的に算出した2036年（偏在解消の目標年）時点における本県の必要医師数の目安は約7,700 名です。
看護職員の県内就業者数は、厚生労働省が公表する２年に１回の調査で把握されており、直近の調査結果（令和４年12月末時点）では32,641名です。また、厚生労働省の推計ツールによれば、2025年の本県需要数は37,549人、供給数は37,912人で、供給が約363人需要を上回る見込みです。
リハビリ職及び診療放射線技師の県内従事者数につきましては、直近の令和２年度の調査により、理学療法士1,552名、作業療法士817名、言語聴覚士306名、診療放射線技師959名となっております。なお、リハビリ職及び診療放射線技師につきましては、理学療法士及び作業療法士のみ国において需給推計が行われており、全国の理学療法士及び作業療法士の供給数につきましては平成31年時点で需要数を上回っており、2040年頃には供給数が需要数の約1.5倍となると見込まれております。また、言語聴覚士及び診療放射線技師につきましては、県内の学校養成所において養成が図られており、過去10年間の県内従事者数は概ね増加傾向にあります。          　　      （保健医療部医療局／医療人材課）

薬剤師につきましては、国が示す薬剤師の需給推計において、概ね今後10 年間は需要と供給が同程度で推移し、将来的には薬剤師が過剰になるとされており、現時点では必要見通し数を定めておりません。
一方で、令和５年６月に国が「薬剤師偏在指標」を公表し、茨城県全体の指数は0.90であるものの病院薬剤師については0.67、薬局薬剤師は0.99と示され、業態偏在が明らかとなったところです。この結果を踏まえ第８次保健医療計画において、病院薬剤師の確保目標を1,181人としたところです。（目標指数：1.0）
なお、令和４年12月31日時点における県内薬剤師数は6,709人、うち薬局従事者数は
4,096人、病院従事者数は1,089人となっております。　　（保健医療部医療局／薬務課）

第８期介護保険事業計画に基づく介護人材需給推計によると、本県における介護職員数は、令和７年度に49,020人必要とされております。
直近の就業数については、厚生労働省の調査によると、令和４年度に43,548人と、令和元年度42,001人からは増加しているものの、超高齢社会の急速な進展により介護サービスの利用者が増加する中、少子化による生産年齢人口の減少により、介護人材不足は、喫緊の課題となっております。
引き続き、介護分野への参入促進から定着までの包括的な確保対策に努めてまいります。
（福祉部／福祉人材・指導課）
２）１）の必要数を達成するためにおこなっている政策を示すこと。
【回答】
医師につきましては、県立高校への医学コースの設置や、医師の学校訪問等により、医学部進学者の増加を図るとともに、地域枠等の修学資金貸与制度により、将来、本県の地域医療を確実に担っていただける医師の養成、確保に取り組んでおります。
地域枠につきましては、今年度、全国トップクラスの11大学70名まで拡大いたしました。
看護職員の確保につきましては、県立医療大学及び県立看護専門学校の運営を行うとともに、民間看護師等養成所に対する運営費や施設整備費の補助、県内の看護職員不足地域に就業しようとする看護学生向けの修学資金貸与制度等により養成の促進に努めております。
また、養成の促進と合わせて、離職防止を図るため、病院内保育所の運営費に対する補助や新人看護職員研修への支援を行うとともに、就業希望の潜在看護職員が円滑に再就業できるよう就業相談や研修支援を行うなど総合的な確保対策に取り組んでいるところです。
なお、その他の医療関係職種については、必要数が満たされているなどの状況にあることから、養成所や関係団体を通して、県内での養成状況や就業状況の把握に努めております。                                            （保健医療部医療局／医療人材課）

薬剤師につきましては、薬剤師求人情報提供事業を実施する公益社団法人茨城県薬剤師会と連携するとともに、薬剤師偏在指標の結果を踏まえ、令和６年度から薬剤師確保対策事業を開始したところであり、薬剤師の確保に努めております。
（保健医療部医療局／薬務課）

介護人材を確保し、県内定着を図るため、「福祉人材センター」において、無料職業紹介や就職相談会を実施し、求職者の就業支援を行うとともに、求人施設・事業所等からの相談に応じた必要な支援を行ってまいります。
また、多様化・複雑化する介護ニーズに限られた人材で対応するために介護職員のスキル向上を図るほか、シニアや子育てを終了した人等の参入を促進するなど、介護人材のすそ野の拡大を進め、多様な人材の参入促進を図ってまいります。
さらに、外国人介護人材の受入促進に取り組んでまいります。
（福祉部／福祉人材・指導課）
３）茨城県医師確保計画の進捗状況について、昨年度の県内の臨床研修病院での初期研修医師の確保状況と、そのうち茨城県内出身者数を示すこと。
【回答】
令和５年度は、198名が臨床研修医として採用されております。そのうち、茨城県内の高等学校等の出身者は64名となります。       　  （保健医療部医療局／医療人材課）
４）昨年度の県内高校生の医学部進学者数を示すこと。また医学コースを設置した県立高校でそのコース卒業者の医学部進学実績を示すこと。
【回答】
令和５年度には189名の県内高校生が医学部に進学しております。
また、これまでに県立高校の医学コースから、65名（現役生徒に限る）が医学部に進学しております。

【医学コース生徒の医学部進学状況（※現役生徒に限る）】　　　　　　　　　　 （名）
	進学年度
	水戸一高
	日立一高
	土浦一高
	並木中等
	古河中等
	計

	R4
	　５
	　５
	 12
	　８
	１
	31

	R5
	 14
	　５
	　８
	　５
	２
	34

	計
	 19
	 10
	 20
	 13
	３
	65


※R4進学者が、医学コース１期生となります。
（保健医療部医療局／医療人材課）
５）現在、県内の医療機関で後期研修を実施している医師数と、そのうち茨城県出身者数を示すこと。
【回答】
直近の調査で把握している令和３～５年度の間※、442名が県内医療機関の専門研修プログラムで採用されております。そのうち、茨城県内の高等学校等の出身者は183名となります。
※　研修を実施している医師数を正確に把握していないため、研修期間が最低３年であることから、３年間の採用数をもって代替といたします。
（保健医療部医療局／医療人材課）

６）昨年度度に県内の医療機関で後期研修を修了した医師数と、そのうち引き続き茨城県内で就労している医師数を診療科別および医療圏ごとに示すこと。
【回答】
直近の調査で把握している令和４年度の専門研修プログラム修了者は124名となります。そのうち、引き続き県内医療機関等で就労した医療圏別の医師数については下表のとおりとなります。 ※診療科別は把握しておりません。
【研修プログラム修了後に県内医療機関へ就労する医師数】
	二次保健医療圏
	医師数（名）

	水戸
	22

	日立
	３

	常陸太田・ひたちなか
	３

	鹿行
	２

	土浦
	５

	つくば
	58

	取手・竜ヶ崎
	11

	筑西・下妻
	０

	古河・坂東
	４

	計
	108



（保健医療部医療局／医療人材課）
７）「医学部進学者向け教育ローン利子補給事業」の利用状況を示すこと。
【回答】
本事業を開始した令和元年度から５年度までの間、66件交付決定しております。
【交付決定件数】　　　　　　　 　　　　　　　　　　（件）
	
	R元
	R2
	R3
	R4
	R5

	交付決定件数
	５
	14
	13
	17
	17


（保健医療部医療局／医療人材課）
８）看護師、介護士、その他医療介護スタッフについても、養成人数、就業人数を確保する政策を行うこと。また国にそれを要望すること。
【回答】
看護職員の養成につきましては、２）のとおり総合的な確保対策に取り組んでいるところです。
なお、看護職員の確保につきましては、国に対して、潜在看護職員の再就業支援等を継続的に要望しているところです。                 （保健医療部医療局／医療人材課）

介護人材を確保するため「参入促進」、「資質の向上」、「労働環境・処遇の改善」の３つの視点から様々な取組を進めております。
　        参入促進として、介護に関する入門的研修の実施（R5実績：107名修了）や求職者を施設・事業所等に派遣し、研修を受講させ、その後の直接雇用に繋げる介護人材育成事業等を実施（R5実績：209名直接雇用）し、未経験者の参入や有資格者の再就職の促進等を図っております。
さらに、外国人材の確保についても、県内の養成校に修学するルートの開拓や、技能実習生への集中的な日本語学習支援等を実施し、外国人材の受入促進の取組を強化してまいります。
　        資質の向上として、研修費用の助成（R5実績：250事業所が参加）やキャリアアップの研修費用の助成（R5実績：2,054名参加）等により、介護職員のキャリアパス、スキルアップの促進等を図っております。
労働環境・処遇の改善として、施設管理者を対象に勤務環境改善セミナーを開催することで、労働環境や処遇の改善の意識を高め、魅力ある職場づくりを促進してまいります。
（福祉部／福祉人材・指導課）

（６）県内の介護体制の状況について
１）令和５年度において、介護事業所の廃業数・新設数を種類別に示すこと。併せてその主な理由を示すこと。
【回答】
令和５年度の廃止数と新設数は以下のとおりです。廃止の主な理由としては、人出不足・人員の高齢化、利用者の不足による経営困難・収益悪化、別事業所との統合や事業譲渡などが挙げられております。　
	介護サービス種別
	廃止数
（R5.4.1～R6.3.31）
	新規指定数
（R5.4.1～R6.3.31）

	訪問介護
	２９
	２７

	訪問入浴介護
	０
	２

	通所介護
	１７
	１５

	短期入所生活介護
	１
	７

	特定施設入居者介護
	１
	４

	訪問看護ステーション
	５
	４２

	介護老人福祉施設（特養）
	０
	５

	介護老人健康施設（老健）
	２
	０

	介護医療院
	１
	２

	小規模多機能型居宅介護
	１
	４

	認知症対応型通所介護
	１
	１

	認知症対応型共同生活介護
	４
	５

	地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
	０
	１

	定期巡回・随時対応型訪問介護看護
	１
	１

	看護小規模多機能型居宅介護
	０
	２

	地域密着型通所介護
	２４
	２４

	計
	８７
	１４２


（福祉部／長寿福祉課）
２）介護事業所における、医療専門職、介護専門職について、それぞれ令和５年度の就業数を示すこと。併せて必要見通し数を示すこと。
【回答】
国の「令和４年介護サービス施設・事業所調査」によると、本県の介護事業所における従事者数（10月1日時点）は、医師や看護師など医療関係で10,725人、介護職員（生活相談員や訪問介護員を含む）で43,221人となっております。
一方、必要見通し数について、第８期介護保険事業計画に基づく介護人材需給推計によると、令和７年度の需要数は、看護職員で9,689人、介護職員で49,020人とされております。
引き続き、介護保険制度の人員基準が守られるよう指導助言するとともに福祉人材センターの活用などにより事業所の人材確保を支援してまいります。
（福祉部／長寿福祉課、福祉人材・指導課）

（７）「マイナンバーカードと保険証の一体化」（健康保険証の廃止）について
国は、令和６年12月２日をもって現在の医療保険証の廃止を明言しています。保険証廃止後は、マイナ保険証を持たない人全員に資格確認書を交付するというならば、現行の保険証を存続すれば済むことです。
また、介護保険利用者の入所している介護施設の多くは、入居者から保険証を預かって管理し、受診等の必要なときだけ利用しています。マイナンバーカードとの一元化がされれば、カードの保管、更新手続きなどに対応せざるを得ない状況にせまられ、介護施設・事業所は過大な負担とリスクを負うことになります。私たちの実施した調査によればマイナ保険証の利用率は5.47％（2024.3月現在）であり、医療機関においては未だに多くのトラブルが発生しております。住民の意識調査では「保険証廃止は撤回すべき」と回答が８割近くに上っています。
１）「今年１２月に予定されている健康保険証の廃止撤回を国に求めること」
【回答】１１－（７）―１）、―２）共通
マイナンバーカードの健康保険証利用（マイナ保険証）については、医療機関における受付の自動化や、過去に処方された薬や特定健診等の情報について、医療機関で確認できるなど、様々なメリットがあることから、県としても、マイナ保険証の利用拡大について市町村を通じて呼びかけております。
また、様々な理由からマイナ保険証を取得または管理することが困難な被保険者の皆様に対し、必要に応じて、保険者が資格確認書を職権交付することを検討しております。
今後とも被保険者が不便をきたさず、使いやすい制度となるよう要望してまいります。
（保健医療部／保健政策課）
２）今後も、現行の保険証を存続させるよう国に要望すること。
【回答】１１－（７）―１共通

（８）新型コロナウイルス感染症対策について
2023年5月8日から新型コロナウイルス感染症は「5類」相当となり、その後医療・介護事業所への補助金がなくなりました。しかし、それらの事業所では緩和されたとはいえ、同じ感染症対策を行なっており、現在でも同様の「クラスター」が起きています。人員不足、費用の増大、収入の減少となり、経営が悪化しています。事業の継続が危ぶまれることが予想されます。
１）新型コロナウイルス感染症対策について、医療・介護事業所へ県独自の補助金などの補助対策をおこなうこと。
【回答】
新型コロナウイルス感染症は令和６年４月より通常の医療体制へ移行したところであり、令和６年度診療報酬・介護報酬改定において、感染対策を講じた医療機関・高齢者福祉施設に対し、外来感染対策向上加算や高齢者施設等感染対策向上加算などにより評価されることとなったことから、県独自の補助対策は検討しておりません。
（保健医療部／疾病対策課）

新型コロナウイルス感染症に係る公費支援が令和５年度末で終了し、コロナ感染者が発生した介護施設等に対する補助金につきましても終了しましたが、令和６年度からは介護報酬改定により、施設における感染対策が介護報酬に反映されることとなりました。
　　　　　県独自の補助金は行っておりませんが、介護施設等が感染対策に取り組みながら事業を継続していけるよう指導助言してまいります。　　　　　　　　（福祉部／長寿福祉課）
２）ワクチン副作用被害者の救済に向けて、茨城県として相談窓口の設置、相談できる医療機関の確保と周知を行うこと。
【回答】
令和６年度から新型コロナウイルス感染症は予防接種法に基づくＢ類疾病に位置付けられ、通常のワクチン接種体制の中で対応していくこととしております。
接種後に副反応を疑う症状がある場合には、かかりつけの医療機関、予防接種を受けた医療機関を受診するようホームページにて案内しております。
また、予防接種（定期接種、臨時接種）による健康被害が生じた場合には、予防接種法に基づく予防接種後健康被害救済制度により、救済が受けられることになっております。                                                     （保健医療部／疾病対策課）
３）コロナ後遺症に対応できる地域の医療提供体制をつくること。
【回答】
県医師会と連携し、最初に診療した医療機関が罹患後症状の可能性を認識した上で経過観察や対症療法を行い、必要に応じて罹患後症状外来に紹介できるよう体制構築を進めており、現在、県内154の罹患後症状外来で、より専門的な診療を受けられる体制を整備し、一覧をホームページに掲載しています。
引き続き県医師会をはじめ、関係機関と連携しながら体制整備を進めてまいります。
（保健医療部／疾病対策課）

（９）新たな感染症が発生した場合の対策について
茨城県は、新型コロナへの対応経験をもとに今年４月、「感染症予防計画」を改定し新たな感染症が流行した場合に備えた対策を進めており、県内各地の医療機関と協定を結び新型コロナで活用した入院病床を上回る８７３床を新たな感染症の公表後、半年以内に使えるよう確保しているとの報道がありました。
しかし、県内のコロナ患者受入を行ってきた医療機関は人員不足により稼働病床を削減して運営しているところも少なくなりません。協定を結んだ医療機関の病床確保を速やかに進めるには平時からの各医療機関の医療提供体制把握は欠かせません。
１）定期的に医療機関の運営状況を調査すること。
【回答】
協定を結んだ医療機関の実施する医療措置の状況については、協定書の規定に基づき、必要に応じて確認を行ってまいります。                 （保健医療部／疾病対策課）
２）医療提供体制に支障が生じている場合、その原因把握と改善のための支援を行うこと。
【回答】
新たな感染症が発生した場合の必要な医療提供体制を確保するに当たっては、感染症等の性状のほか、その対応方法を含め関係機関とも連携の上、対応を検討してまいります。
（保健医療部／疾病対策課）

12.「皆保険」をまもり国民健康保険制度を再生させる
全日本民医連が発表した2023年経済的事由による手遅れ死亡事例調査によると、国保の短期保険証や資格証明書を所持していない人の事例はなかった一方で正規の国保保険証を所持していた人の死亡例は25％に達し、本来なら国保の対象になるであろう「無保険者」の事例が46％を占めるとのことです。もはや「国民皆保険」が機能しているといってよいのか、疑いを持たざるを得ない状況になっています。
今年度は子育て支援のための保険料（税）減免がありますが、国保加入者の医療を受ける権利を守り「国民皆保険」を維持するために、すべての年代の加入者について保険料（税）を引き下げるとともに減免制度を充実させることを求めます。
（１）国に対する大幅な財政支援拡充を継続して要請されていると考えますが、この１年間の状況を明らかにすること。
【回答】
国民健康保険の安定的な運営を確保するため、高齢化の進展等に伴い今後も医療費の伸びが見込まれる中、国保制度が将来にわたり持続可能な制度となるよう、国が責任を持って、保険料負担の平準化や都道府県への財政支援策等を講じ、医療費の増嵩に耐え得る財政基盤の確立を図るよう、全国知事会とも連携しながら、国に対して要望しているところです。
なお、国への要望の結果、子どもの均等割保険料（税）については、令和４年度から未就学児を対象に、その５割を公費により軽減することとなりました。　　　（保健医療部／保健政策課）

（２）平成４年度と令和５年度の保険料(税)額の比較した結果を明らかにすること。
【回答】
　令和５年度保険料（税）調定額については、現在市町村において取りまとめを行っているため、県では把握できておりませんが、令和５年度は、１市が保険料の引き上げを行っております。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（保健医療部／保健政策課）

（３）市町村が納める県への｢納付金｣が過大とならないよう県が国保会計への補助を強化し、保険税(料)の引下げにつながるようにすること。市町村が国保へ補助しようとしたときには妨げないようにすること。
【回答】
県では、国保財政の安定化を図るため、令和６年度当初予算において、国保への財政支援として約227億円を予算措置しているところです。
なお、国保財政は、法定の公費と保険料（税）により運営されるべきものであると考えており、国保財政の健全な運営を図りつつ、保険料（税）の負担軽減を図るためには、県が法定外の一般財源を投入するのではなく、国において更なる財政基盤の強化を含む制度をつくっていくべきであると考えております。国に対しては、医療費の増嵩に耐え得る財政基盤の確立を図るよう、引き続き要望してまいります。　                              　（保健医療部／保健政策課）

（４）県として国保料(税)の高額化を克服するために今年度は具体的にどのような努力をされているか、明らかにすること。
【回答】
市町村国保においては、低所得者世帯の負担軽減を図るため、保険料（税）の軽減措置を実施しており、当該軽減相当額は公費で負担することとされています。県では、公費負担のうち４分の３を負担しています。
なお、低所得世帯が多いことにより、他の世帯の負担が過重とならないよう、軽減措置の対象となった低所得者数に応じて財政支援することとされています。県では、その支援額のうち４分の１を負担しています。
また、未就学児の均等割額の５割は公費により負担することとされています。県では、その軽減額のうち４分の１を負担しています。                    　  （保健医療部／保健政策課）

（５）担税能力に応じた課税と納税への理解を得る努力、減免制度の活用などを通じて、徴収強化とならないようにすること。
【回答】
国保財政は、法定の公費と保険料（税）により運営されるべきものと考えており、安定的な運営を確保するためには、被保険者に保険料（税）を納めていただく必要があります。
保険料（税）の徴収にあたっては、資力があるにもかかわらず保険料（税）を滞納するなどといった悪質な滞納者には厳しく対応しつつ、低所得世帯に対しては保険料（税）の減額措置を講じるなど、適正な保険料（税）の徴収に努めるよう、市町村に対して助言してまいります。
  （保健医療部／保健政策課）

（６）令和６年度は未就学児の均等割の５割を公費で負担するとのことです。また多くの市町村で行っている高校生以下の子どもの「均等割」減免を継続していると思われます。しかし昨年の要求書でも述べたように、恒常的な子育て支援のためには子どもの「均等割」自体がなくなるところまで踏み込むことが必要だと考えます。
高校生以下の子どもの「均等割」を廃止または全額を免除するよう国にはたらきかけるとともに国の施策待ちにせず県独自に行うこと。また、高校生以下の子ども以外に現在均等割負担に苦しむ加入者の負担軽減のために、県の財政援助による均等割の減免を行うこと。
【回答】
国への要望の結果、子どもに係る保険料（税）の均等割については、令和４年度から未就学児の均等割額の５割を公費により軽減することとなりました。県では、その軽減額の４分の１を負担することとなっております。
一方、軽減対象が未就学児に限られていることから、対象を拡充するよう、全国知事会とも連携しながら、国に要望しております。                          （保健医療部／保健政策課）

（７）小学校６年生までとなっている外来への助成を入院と同様高校３年生まで拡大する等マル福制度を拡充・充実させること。
【回答】
現在、県制度と市町村独自の取組を合わせると、すべての市町村において、外来受診・入院治療とも対象が高校３年生までとなっていることから、本県における小児マル福制度は十分に整っているものと認識しております。
なお、本来、子どもに関する医療費は、国が責任を持って全国統一した基準で実施すべきであり、県では、中央要望などの機会において継続的に国に要望しているところです。
                                                               （保健医療部／保健政策課）

（８）国保料(税)減免制度の周知について、インターネットや県、市町村広報に限定するのではなく、窓口や直接訪問して国保加入者と応対する際に減免制度を周知徹底するとともに、払える国保料(税)となるよう減免制度の拡充を市町村に助言するよう要求してきました。この１年間でどのような進展があったか明らかにすること。
【回答】
県においては、市町村国保に対し、保険料（税）の減免制度の周知徹底を図るとともに、減免に係る被保険者からの御相談に適正に対応するよう指導を行っております。
市町村国保における令和４年度の減免額は、新たに未就学児に対する均等割保険料の５割を減額することとしたことから、1,162,614千円となっております。
また、新型コロナウイルス感染症の影響により収入が減少した世帯等に対する減免額は、令和元年度分については63,072千円、令和２年度分については524,778千円、令和３年度分については141,116千円、令和４年度分については50,276千円となっております。
（保健医療部／保健政策課）

 （９）各市町村の被保険者数、滞納額、滞納者数、短期保険証発行数、資格証明書発行数について最新の統計を明らかにすること(類似の調査結果があればその開示を)。滞納があるからといって安易に被保険者証を交付しないという対応を行うことのないよう市町村に助言すること。
【回答】
各市町村の令和４年度の未収額については以下のとおりです。
	保険者名
	未収額(円)
	保険者名
	未収額(円)
	保険者名
	未収額(円)

	水戸市
	470,947,486 
	東海村
	19,371,260 
	利根町
	13,729,784

	日立市
	174,213,777 
	那珂市
	50,669,774 
	つくば市
	312,832,255

	土浦市
	240,081,577 
	常陸大宮市
	37,440,512 
	ひたちなか市
	105,108,003

	古河市
	229,812,925 
	大子町
	24,530,138 
	城里町
	23,631,290

	石岡市
	103,532,167 
	鹿嶋市
	64,066,501 
	稲敷市
	59,756,973

	結城市
	48,651,955 
	神栖市
	138,613,492 
	坂東市
	97,732,343

	龍ケ崎市
	77,445,775 
	潮来市
	27,726,704 
	筑西市
	185,856,977

	下妻市
	52,864,639 
	美浦村
	17,286,983 
	かすみがうら市
	55,073,550

	常総市
	102,610,954 
	阿見町
	65,303,529 
	行方市
	26,138,417

	常陸太田市
	22,858,176 
	牛久市
	82,578,155 
	桜川市
	44,635,111

	高萩市
	24,751,022 
	河内町
	6,677,049 
	鉾田市
	116,841,969

	北茨城市
	31,262,597 
	八千代町
	43,559,270 
	つくばみらい市
	34,800,998

	取手市
	94,353,832 
	五霞町
	11,005,400 
	笠間市
	88,794,142

	茨城町
	43,171,570 
	境町
	59,151,703 
	小美玉市
	70,603,749

	大洗町
	33,450,481 
	守谷市
	42,430,312 
	市町村計
	3,675,955,276



また、各市町村の令和５年６月１日現在の国民健康保険料（税）滞納世帯の状況については以下のとおりです。
	市町村名
	国保世帯数
	滞納世帯数
	短期被保険者証
交付世帯数
	被保険者資格証明書
交付世帯数

	水戸市
	34,279 
	7,609 
	2,241 
	0 

	日立市
	20,271 
	2,502 
	53 
	2 

	土浦市
	19,408 
	2,238 
	1,641 
	0 

	古河市
	20,051 
	4,112 
	468 
	230 

	石岡市
	10,319 
	539 
	523 
	0 

	結城市
	6,999 
	841 
	100 
	65 

	龍ケ崎市
	10,723 
	429 
	429 
	0 

	下妻市
	6,018 
	184 
	152 
	28 

	常総市
	8,657 
	2,276 
	182 
	196 

	常陸太田市
	7,378 
	247 
	87 
	37 

	高萩市
	3,907 
	270 
	87 
	7 

	北茨城市
	5,935 
	424 
	138 
	33 

	取手市
	15,611 
	2,248 
	114 
	148 

	茨城町
	4,914 
	497 
	82 
	44 

	大洗町
	2,684 
	302 
	90 
	0 

	東海村
	3,895 
	263 
	65 
	13 

	那珂市
	7,272 
	851 
	129 
	33 

	常陸大宮市
	6,520 
	665 
	106 
	14 

	大子町
	2,878 
	130 
	52 
	0 

	鹿嶋市
	9,744 
	742 
	300 
	72 

	神栖市
	12,924 
	1,806 
	333 
	37 

	潮来市
	4,170 
	299 
	49 
	90 

	美浦村
	2,231 
	142 
	24 
	9 

	阿見町
	6,498 
	307 
	273 
	34 

	牛久市
	11,142 
	768 
	410 
	0

	河内町
	1,296 
	82 
	29 
	16 

	八千代町
	3,766 
	273 
	26 
	14 

	五霞町
	1,262 
	56 
	32 
	1 

	境町
	3,721 
	386 
	166 
	2 

	守谷市
	7,472 
	379 
	147 
	87 

	利根町
	2,773 
	211 
	14 
	40 

	つくば市
	28,924 
	3,108 
	454 
	2 

	ひたちなか市
	17,796 
	1,723 
	144 
	51 

	城里町
	3,067 
	217 
	96 
	14 

	稲敷市
	6,341 
	443 
	229 
	33 

	坂東市
	8,136 
	782 
	473 
	134 

	筑西市
	14,622 
	1,261 
	296 
	0 

	かすみがうら市
	5,644 
	464 
	258 
	0

	行方市
	5,780 
	492 
	3 
	10 

	桜川市
	6,021 
	1,652 
	187 
	26 

	鉾田市
	10,468 
	908 
	906 
	2 

	つくばみらい市
	6,166 
	349 
	121 
	5 

	笠間市
	10,979 
	1,567 
	316 
	48 

	小美玉市
	7,193 
	1,284 
	171 
	41 

	市町村計
	395,855
	46,328
	12,196
	1,618


県においては、市町村国保に対し、各世帯の抱える特別な事情の有無の把握を適切に行い、特に子どものいる世帯への交付に際しては、よりきめ細やかな対応を心がけるよう、助言を行っているところです。                                　         （保健医療部／保健政策課）

（10）令和６年度から出産する国保加入者産前産後期間相当分保険料（税）を免除し公費で補填することになりました。一方で出産手当金が支給されないという点で協会けんぽ等被用者保険との格差は残されています。
また協会けんぽでは傷病による収入が減少する期間の保険料減免はありませんが、傷病手当金は支給されます。国保では被用者が新型コロナウィルスに感染するなどした際に市町村の条例により傷病手当金を支給する場合があるとのことですが、原則として傷病手当金の支給は必ず行うものではないので、その点も国保と被用者保険との格差になっています。
協会けんぽとの格差を是正するために国保に傷病手当・出産手当の制度や傷病に伴う収入減に対する減免制度を創設すること。
【回答】
市町村国保において、傷病手当金や出産手当金は任意給付とされており、現在、県内の市町村国保で出産手当金を条例に規定しているところはありません。
また、傷病手当金については、新型コロナウイルス感染症に感染した被用者に対する支給に関して、県内の全市町村で条例等が制定され、令和４年度末時点で44市町村において71,310,304円が支給されています。
さらに、その他傷病等に基づく収入減に対しては、保険税の徴収猶予や減免が対応策として考えられますが、これらについては、被保険者の状況等を勘案しながら各市町村において適切に対応するよう、助言を行ってまいります。                        （保健医療部／保健政策課）

（11）国保料(税)の収納率が向上した保険者に交付金を与える「保険者努力支援制度」は、国保加入者の生活を犠牲にして保険料(税)の収納を優先する危険性があり、行うべきではないと考えます。国に中止を働きかけること。
【回答】
国民健康保険制度における保険者のインセンティブ機能を担う「保険者努力支援制度」については、評価の在り方など制度の運用については、地方と十分に協議を行い、インセンティブ機能として有効となるように、全国知事会と連携し国へ要望しているところです。
（保健医療部／保健政策課）

13．幼児教育・保育の「無償化」による矛盾を解決し、さらなる保育の充実を
（１）国はこども・子育て世代の支援拡充で、保育について「1歳児及び4・5歳児の職員配置基準について1歳児は6対1から5対1へ、4・5歳児は30対1から25対1へと改善」、「保育士等の更なる処遇改善を検討」を方策とした。
しかし、「職員配置基準の改善」は、保育士を配置した施設へ運営費を加算して支給するのみである。運営費が一般財源化されている公立保育所では、処遇改善も含め、実施されないことが危惧される。現場の保育士からは、「加算では、保育所間に職員配置の格差がうまれる」「公立保育所では処遇改善が実施されていない、実態を調査してほしい」と切実な声があがっている。
１）県内市町村で、確実に職員配置基準の改善がされるよう強力な指導・助言、または県として独自に措置をとること。実施にむけ動き出した自治体を調査し、公表すること。
[bookmark: _Hlk166244239]【回答】
公立保育所の職員配置基準の改善については、雇用者である各自治体が判断しておりますが、県としては、配置基準に対応した必要な職員配置が可能となるよう必要に応じて自治体に助言指導してまいります。              （福祉部子ども政策局／子ども未来課）
２）最低基準が改定された ３歳児20：1→15：1を実施している自治体を示すこと。
【回答】
配置基準については、国は経過措置を設け当分の間、改正後の基準による職員配置が困難な場合には、従前の基準により運営できることになっております。公立保育所の３歳児の職員配置の改善は雇用者である各自治体が判断しておりますが、県としては配置基準に対応した必要な職員配置が可能となるよう、必要に応じて自治体に助言指導してまいります。                                        （福祉部子ども政策局／子ども未来課）
３）国に対し、配置基準改善の経過措置を早期に解消するよう要請すること。
【回答】
今回の配置基準改善に伴い国は経過措置を設け当分の間、改正後の基準による職員配置が困難な場合には、従前の基準により運営できることになっております。県としては、今回の改善を行うことで保育の提供に支障がないよう、施設の職員配置の現状や今後の配置対応の状況を見極めてまいります。            （福祉部子ども政策局／子ども未来課）
４）岸田首相が「ケア労働者の賃上げ」を言及するも、保育士・保育教諭の賃金水準は相変わらず全産業よりも低く、募集しても人が集まらない。物価高騰にも耐えられる大幅賃上げで人材の確保に努めること。
【回答】
公立保育所の賃上げについては、被用者である自治体の判断となります。なお、保育人材確保については、必要に応じて潜在保育士の掘り起こし、施設とのマッチングを行う「いばらき保育人材バンク」などの活用を推進しているところです。
（福祉部子ども政策局／子ども未来課）
５）昨年こども未来課からの回答に「制度の周知・指導助言・出前講座を行い、全施設で処遇改善加算が実施されるよう制度推進に努める」と回答があった。公立施設で賃金に反映させた市町村を示すこと。また、実施していない公立施設の理由を明らかにすること。
[bookmark: _Hlk166244330]【回答】
公立保育所の被用者の賃金については、雇用者である自治体の判断になります。なお、県としては、国の処遇改善制度の周知など、施設が国の加算制度を適切に活用できるよう働きかけをしているところです。              （福祉部子ども政策局／子ども未来課）

（２）晩婚化・高齢出産等さまざまな要因が重なり、近年、発達障害者数が増加しており小中学校では対応を強化している。保育現場ではいわゆる「グレーゾーン」と呼ばれる診断される前の障がいの疑いのある子どもが増えており、民間施設で受入を断られ、公立がその受け皿になっているながれがある。個性に応じた一人ひとりの子どもたちにベストな保育を提供し、不安・戸惑いを抱く保護者と連携して、子育てに向き合う必要があることから、県は近年の動向をアンケートするなど実態を把握すること。公立施設への財政支援の拡充をすること。
[bookmark: _Hlk166244356]【回答】
公立施設の障害児の受入等については、設置主体である自治体の判断になります。なお、全ての家庭が安心して子どもを産み、育てることができる環境を整えられるよう国に対して必要な措置を要望しているところです。          （福祉部子ども政策局／子ども未来課）

（３）障がい児保育事業に関して手帳等を持っている児童だけでなく、「グレーゾーン」と言われる手をかける必要がある児童が近年増加していることを踏まえ、職員の配置を現場の意見を取り入れながら、柔軟に対応するよう助言し、必要な保育士の確保と保育環境の整備に努め、社会問題でもある「いじめ」や「ひきこもり」につながることがないよう、手厚く横断的支援をしていくこと。
【回答】
公立施設の職員配置については、設置主体である自治体の判断になることから、県としては、配置基準に対応した必要な職員配置が可能となるよう必要に応じて助言指導してまいります。また、保育士の確保については、潜在保育士と施設とのマッチングを行う「いばらき保育人材バンク」などの活用を進めるなどしてまいります。
（福祉部子ども政策局／子ども未来課）

（４）「こども誰でも通園制度」は、短時間で出入りする可能性の高い子どもを、専用施設を設けずに通常保育を受けている既存の子ども集団の中に受け入れるとなれば、通常保育の子どもや奮闘する保育士等に多くの負担がかかる。６カ月から２歳までの時期の発達特性や生活パターンの異なる子どもを集団保育の場で受け入れることの困難さに対する無理解が感じられる。現場の保育士の意見を十分に反映させ、現場主体で安心・安全に無理なく事業がすすめられるよう県・自治体当局は十分な財源を充てるとともに、体制を慎重に整えていくこと。
[bookmark: _Hlk166244406]【回答】
公立施設の運営については、設置主体である各自治体の判断になります。なお、「こども誰でも通園制度」につきましては、令和８年度からの本格実施を見据え、国の動向を注視してまいります。                                （福祉部子ども政策局／子ども未来課）

（５）積雪や台風などの荒天時や感染症の流行時には、家庭内保育の協力や開所時間の短縮・閉所などの措置が速やかに行われ、保育士の安全が守られる環境を整えること。
【回答】
公立施設の荒天時や感染症の流行時の対応等については、設置主体である自治体の判断になります。                                    （福祉部子ども政策局／子ども未来課）

（６）ある自治体では「小学校の統廃合に多額の予算がかかるため保育所にかけるお金がなくなってしまった」と雨漏り等保育施設の修繕を要望するも叶わない事態となっている。保育施設の老朽化・子どもの減少で衰退するまちに魅力はなく、若い人は子育てする地として選ばない。我が子をはじめて預ける先(保育施設)が衛生的でぬくもりがあり、保育士の対応にゆとりがあってこそこの地で第２子・第３子を産み育てようとこころに余裕ができる。県はリーダーシップを発揮し、公的保育環境整備にこれまでにない大幅な予算を投じること。
[bookmark: _Hlk166244467]【回答】
公立施設の環境整備等については、設置主体である自治体の判断になります。なお、全ての家庭が安心して子どもを産み、育てることができる環境を整えられるよう国に対して必要な措置を要望しているところです。              （福祉部子ども政策局／子ども未来課）

（７）企業主導型保育事業は、子どもの豊かな成長・発達の権利が保障できないことから指導・監督により力を入れるとともに、抜本的見直しを公立保育所の拡充とあわせ国へ要望すること。
【回答】
企業主導型保育事業につきましては、事業の実施主体はこども家庭庁であり、県（権限移譲市の場合は各市町村）では児童福祉法、認可外保育施設指導監督基準に基づき、指導・監督を行っております。また、事業の助成主体である公益財団法人児童育成協会が定期的に指導・監督を行っております。                    （福祉部子ども政策局／子ども未来課）

（８）2023年に県内で生まれた赤ちゃんの数(出生数、速報値)は、前年比949人減の15,595人で過去最少となった。合計特殊出生率は下落傾向にある。県内の消滅可能性自治体をこれ以上増やさないためにも、少子化対策と社会保障・教育の拡充などの国民的課題と整合性をはかりながら、憲法・子どもの権利条約・児童福祉法にもとづき、新たな公的保育制度の確立の可能性を追求すること。
【回答】
新たな公的保育制度については、国において検討する事項であり、国の動向を注視してまいります。                                    （福祉部子ども政策局／子ども未来課）

（９）自治体の保育職場で働く会計年度任用職員は年々増加傾向にある。クラスの担任も任されている実態がある。夕方迎えに来た保護者が日中の様子を聞こうにも、担任が帰ってしまったため聞くことができないこともある。任期の定めのない常勤職員を中心とする公務運営原則にもとづき、正規の増員で安心・安全な保育運営がされるよう市町村に助言すること。
【回答】
公立施設の職員の採用等については、設置主体である自治体の判断になります。
（福祉部子ども政策局／子ども未来課）

（10）労基法 別表１に掲げる事業所に保育所も含まれるが36協定が締結されていない自治体が多くある。労基法違反であることから速やかに締結するよう指導すること。
【回答】
３６協定については、設置主体である自治体が労働基準監督署に届出るものとされております。                                      　（福祉部子ども政策局／子ども未来課）

[bookmark: _Hlk164872130]14．学校給食無償化と地産地消・有機食材を
円安による相次ぐ物価高騰が、コロナ禍で傷んだ家計に追い打ちをかけています。実質賃金は昨年2.5%減で前の年の1.0%を超えて下がり続けています。子育てに不安を感じている家庭は多く、教育費の軽減は待ったなしです。今こそ子ども一人一人に対し学ぶ権利を保障する憲法26条2項の“義務教育は無償”そして給食費無償化の実現が大切です。
また、県内各地での“有機農業の普及”や“農家への支援”の施策を拡充して、地産地消、安心安全な食材を学校給食で使用することで、農業人口の減少に歯止めをかけ、持続可能な社会づくりに道を開きます。
フランス、韓国では地元産の有機食材で、残留農薬食材や添加物を使わず、子どもの健やかな成長と地域農業の活性化、食糧自給率を向上に寄与する取り組みが始まっています。紛争や気候危機による食糧輸入中止時、日本が最初に飢える国になると言われています
農業県の茨城だからこそできる、誰一人とりのこさない、教育の無償化へと自治体を励ます茨城県の施策が求められます。
（１）給食費無償化のために県で予算化を
昨年の回答では、学校給食法11条に基づいて保護者負担ということでしたが、全国では今年4月現在で約3割の市町村で完全無償化を実施しています。茨城県では完全無償化や多子世帯補助実施など自治体によって様々ですが、青森県では県として無償化に、和歌山県では県が半額補助をしています。県として予算をつけて無償にしてください。
１）県内の実態を調査しているか明らかにすること。
【回答】
令和５年７月に県内全ての市町村に対して学校給食に関する調査を実施しており、その中で、令和５年５月１日時点における公費負担の実施状況とその内容について、実態の把握を行っております。
また、無償化に関する国の実態調査等の際にも実態の把握に努めております。
（教育庁学校教育部／保健体育課）
２）各市町村にどのような情報提供をしているか明らかにすること。
【回答】
県内市町村に対して、学校給食費の公費負担状況を含めた学校給食に関する調査の結果や、学校給食に関する国の動向等について、情報提供を実施しております。
（教育庁学校教育部／保健体育課）

３）県内小中学校完全無償化には110億円必要と聞いています。国の動向を待たず県として小中学校給食費無償化が実施するには、県予算の何割でできますか。県立特別支援学校も入れて明らかにすること。
【回答】
令和５年度に行った試算では、県立特別支援学校を含めた県内公立小中学校等における学校給食費の完全無償化にかかる費用として、約115億円が必要という結果になっております。
また、県予算は当該年度に必要となる事業費の積み上げであり、比較することに意義はないと考えますが、例として令和６年度の県当初予算である約１兆2512億円（国庫支出金等を含む）と単純比較した場合、その比率は約１％となります。　
　（教育庁学校教育部／保健体育課）

（２）給食に地場産・有機食材の活用をすすめるために
学校給食に地場産や有機食材を取り入れることは、流通コスト面でも新鮮なものが手に入り、子どもたちが身近な田畑を知ることもできます。また、有機食材の安定供給には、作る農業従事者がいて、食べ支える人がいることが重要と考えます。有機農業を広めることは、地域環境を良くし、地域農業を変え農業従事者の健康や消費者の健康にもいい影響を与える循環型、持続可能なSDGｓにも合致した取り組みです。特に子どもは成長が早いので急がれます。家族農業を支援してこそ実現できると思います。
１）学校給食に有機農産物を活用するための具体策を明らかにすること。
【回答】
学校給食における有機農産産物の活用については、コスト面や供給量の面などで課題があることから、これまで栄養教諭等を対象とした研修会において、農林水産部と連携し、県内の有機農産物の生産状況等について、県立学校や市町村に対して情報提供してまいりました。今後は、県内の学校給食で有機農産物を活用した事例等を紹介することでさらなる活用を促してまいります。　　　　　　 　　　　　　　　　　（教育庁学校教育部／保健体育課）
２）有機農産物を提供・計画している市町村は、JAやさとのある石岡市や常陸大宮市、笠間、潮来、水戸、東海、つくば以外に今後の計画があるか明らかにすること。
【回答】
令和５年度に有機JAS認証農産物を学校給食に使用した市町村は、９市町であり、令和６年度に使用予定の市町村は、12市町となっております。
Ｒ５実績：水戸市、笠間市、常陸大宮市、城里町、潮来市、神栖市、行方市、石岡市、
つくば市
Ｒ６予定：上記９市町に加え、稲敷市、河内町、結城市
（農林水産部／農業技術課）
３）家族農業や有機栽培に取りくもうとしている農家への支援はあるのか、明らかに
すること。
【回答】
県では、化学的に合成された肥料や農薬に頼らない有機農業の生産拡大に向け、荒廃農地等の再生支援をはじめ、ほ場整備の支援や有機農業の拠点づくり、農業機械等の導入や有機JAS認証取得、新商品開発チャレンジ支援など幅広い支援を行うとともに、有機農業指導員を育成し、生産技術や認証取得の支援を行っております。    （農林水産部／農業技術課）
４）新規就農者育成計画はどのようなになっているか明らかにすること。
　   【回答】
新規就農相談者のうち約1割程度は有機農業を志向する傾向にあります。
有機農業に取り組もうとする新規就農者が持続的かつ安定的に経営を実践できるよう、茨城県新規就農相談センターをワンストップ窓口として、関係機関と連携し、先進的な有機農業経営体での研修や雇用就農などのマッチングを支援しています。独立経営を目指す有機農業者に対しては、農地の紹介や機械・施設整備、融資などの支援を実施しております。また、県農業大学校等で有機農業を学ぶカリキュラムの充実にも取り組んでおります。
（農林水産部／農業技術課）
５）有機農業をすすめるために他の市町村や県に視察に行っているか明らかにす
ること。
　　【回答】
新型コロナウイルス下において、積極的な視察は行っていませんでしたが、有機農業の推進にあたっては、web会議等で県外事業者や県内有機農業実践者、有機農業に関する有識者との意見交換を実施してまいりました。今後、他県への視察も検討しております。
（農林水産部／農業技術課）
６）有機農産物や栽培農家をふやすために県主催のネットワークが年2回開催されていると聞きました。具体的な内容を明らかにすること。
　 【回答】
有機農産物の需要と生産拡大の加速化に向けた、生産方法や販路、価格、需要などに関する情報交換及び相互理解促進の意見交換の場として、「いばらき有機農業推進ネットワーク」を令和４年３月に設置し、有機農業推進上の課題の抽出や今後の施策展開等について議論を行っております。
有機農業に関わる各分野（生産者、流通業者、消費者、学識経験者など）の代表者11名に委員を委嘱し、年２回意見交換会を実施しております。      （農林水産部／農業技術課）
７）学校給食に使用される野菜や米、魚などについて放射能検査をしているか明らかにすること。
【回答】
学校給食における放射性物質検査につきましては、自校調理方式の県立学校（特別支援学校20校・夜間定時制高校６校）にて食品目ごとの事前検査を月１回１検体にて行っております。また、市町村立学校におきましても、市町村ごとの判断にて、放射性物質検査を行っております。  　　　　　　　　 　　　　　   （教育庁学校教育部／保健体育課）

（３）学校給食パンを国産・県産小麦で
国産、地場産小麦の利用は、農業振興、自給率の向上につながるだけでなく、外国産小麦による農薬残留問題などから、安全安心な給食を進めることにもなると、日本消費者連盟も全国各地の先進的な自治体にアンケートを行っています。(2024年2月9日開始)。
１）円安が進む中、輸入小麦と国産小麦、県産小麦の価格差を明らかにすること。　　　
【回答】
輸入小麦の価格は、米国の主要産地での気象変動等やウクライナ情勢による供給懸念はあるものの、ウクライナ情勢の緊迫化を下回る水準で推移し、67,810円/トン（令和６年度４月期の政府売渡価格）となっています。
国産小麦の価格は、72,273円/トン（令和5年産国内産食糧用小麦の全銘柄落札加重平均）、このうち、茨城県産小麦では、「さとのそら」が70,890円/トンとなっています。
（農林水産部／産地振興課）
２）現在、各市町村で地場産、国産小麦を使った給食パン、米粉パンなど特色ある給食パ
ンを提供している市町村の取り組み、また、使用材料などを明らかにすること。
　 　【回答】
公益財団法人茨城県学校給食会によれば、学校給食用パンの小麦は、輸入小麦80％に県産小麦（ゆめかおり）を20％混ぜたものを使用しておりましたが、令和６年度から県産小麦の割合を20%から30%に引き上げております。また、茨城県産米の米粉を使用した米粉パンについても、平成15年度より学校給食への導入を開始しており、導入食数は、年々増加しております。                                  （教育庁学校教育部：保健体育課）

15．包括的性教育をすすめ、教育現場からジェンダー平等社会実現に
2023年、世界経済フォーラムで算出したジェンダーギャップ指数で、日本は146ヶ国中125位となり過去最低です。ユネスコ(日本は1951年に加盟)人権教育を基盤に、人間関係も含めた幅広い内容を学ぶ「包括的性教育」を提唱。多様性を認め合い、ひとりひとりが大切にされる社会を形成していくため、その学びの場である学校での取り組みが急がれます。
（１）「包括的性教育」を学校でもすすめて
2023年4月から小学校、中学校、高校で「生命（いのち）の安全教育」が始まりました。性犯罪・性暴力をなくすための教育は必要ですが、性が犯罪行為として捉えられ、子どもたちに性に対するネガティブなイメージを植え付けてしまい、それだけでは不十分です。日本では、学校の性教育が「男女の体の機能や生殖のしくみ」など狭い範囲に限られ、性が恥ずかしいものと思われがちです。
　　　ユネスコの「国際セクシュアリティ教育ガイダンス」には、幼少期から段階的・継続的に、包括的で具体的な内容に踏み込んだ性教育が示されています。正しい性知識を教えることで「自分も相手も同じように大切にされて生きる権利がある」という人権への理解も深まります。日本でも包括的性教育を取り入れる必要性を強く感じます。
１）県内で包括的性教育を行っている学校があれば
示すこと。
　　 【回答】
ユネスコの「国際セクシュアリティ教育ガイダンス」で提唱されている包括的性教育は学習指導要領に示されていない内容であることから、現在実施しておりません。しかしながら、各学校では、人権教育や、道徳の授業等と関連させながら性に関する指導を教科等横断的に実施しております。                                （教育庁学校教育部／保健体育課）
２）性教育のあり方について教育委員会がどのような考え方をもっているかを明らかにすること。
【回答】
性教育のあり方については、学習指導要領に基づき、児童生徒の発達段階に応じて、性に関する正しい知識を理解させるとともに、自分や他者を尊重し、相手を思いやる心を育てることをねらいとしています。今後も、国が示している学習指導要領に沿って各学校へ指導してまいります。                               　  （教育庁学校教育部／保健体育課）

（２）公共施設・学校のトイレ個室に生理用品を
　　　物価高は生活のあらゆる場面で県民を苦しめています。昨年、「県立高校の生理用品配置」について、「真に必要な生徒を把握する」も学校任せであると回答がありました。
生きているだけで女性だけが負担する生理用品費用を、公的、教育的な場から平等にし、トイレットペーパーを設置するように個室に配置することは、多様性を認める社会教育の中では不可欠だと考えます。県が責任をもって予算化し、学校のみならず県立の公共施設での生理用品を設置することが必要です。
１）県立学校での女子トイレの個室に生理用品が設置されている状況を調査し、明らかにすること。
【回答】
令和５年度の調査結果では、県立学校での女子トイレの個室に生理用品を設置しているのは６校となっていますが、全ての学校の保健室に常備し、生理用品を真に必要な生徒を把握するなど、各学校が実態に応じた対応をとっております。（教育庁学校教育部／保健体育課）
２）生理用品購入費を学校の運営費からでなく、別途公費で予算化し推進すること。
[bookmark: _Hlk135044398]【回答】
生理用品を購入するための予算化については、国において補助制度がないことや、県の財政状況等から困難であるため、公費での予算化は考えておりません。
（教育庁学校教育部／保健体育課）
３）学校以外の公共施設での生理用品設置の施策の検討担当部署は出来たのか、できていない場合、その原因はなんなのか明らかにすること。
　　【回答】
現在、県立の公共施設の生理用品の設置につきまして、一元的に対応を検討する部署はございません。
　       一方、都道府県における取組は広がってきておりますので、今後、生理の貧困対策、ジェンダー平等の視点などから、全庁的な施策の必要性や方向性の検討が進むものと考えております。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務部知事公室／報道・広聴課）

１6．少人数学級を実現し、子どもの成長、発達を保障する学校教育の充実を
（１）完全少人数学級（35人）を小中高校まで拡大を
　　茨城県は、2018年４月から茨城方式の35人学級を中学校３年生まで拡大・実施してきました。国は2021年から学級編成標準法を改正して35人学級とし、5年かけて小学校の35人学級を実現するとしました。今年は小学校5年生で35人学級が始まりました。しかし、国は中学校や高校を35人学級の対象としていません。
茨城共同運動の「茨城方式の35人学級をやめて、全小中学校で35人学級を実施した場合、茨城方式の35人学級に比べて予算的にはどれくらい増額になるのか明らかにすること」の要求に対する県教委義務教育課の回答は「現行制度と比較すると約18億円の増額を見込んでおります」というものでした。18億円が企業誘致などの予算に比べるとかなり低額で、実現が難しいことでないことが明らかです。
　　　子どもの成長、発達を保障する学校教育の充実のためには、小中学校の統廃合ではなく、子ども一人ひとりへのきめ細やかな支援を実現するための30人以下の少人数学級実現が急がれます。
１）当面、茨城方式の35人学級をやめて、全小中学校で完全35人学級を実施すること。
【回答】
小学校においては、令和７年度までに35人学級編制となります。しかし中学校においては40人学級編制のままなので、中学校においても35人学級編制とするよう国に対して要望してまいります。                  　　　　　　　（教育庁学校教育部／義務教育課）
２）障害を持つ児童・生徒のインクルーシブ教育を推進するため、小中学校の特別支援学級に通う児童・生徒の普通学級との交流授業実施を前提に、交流時の1クラスの人数が35人以上にならないように普通教室の生徒の人数に制限を設け、補助の教員を配置すること。
【回答】
特別支援学級在籍の児童生徒が通常学級との交流を行う場合の１クラスの人数制限を設けることはできませんが、茨城方式により35人を超える学級に配置している非常勤講師を活用し、１学級を複数教室に分けて少人数体制で授業を行っている例もございます。
（教育庁学校教育部／義務教育課）
３）交流授業実施においても35人学級を実現し、特別支援教育を充実するため、県独自予算で正規の教員を増やすこと。
【回答】
国に対し、新たな定数改善計画の策定や加配定数の充実、学級編制の弾力的な運用に必要な財源措置の一層の充実について、今後も強く働きかけてまいります。
（教育庁学校教育部／義務教育課）
４）今年度、小学5年生が35人学級となり、その分増額された国からの措置費（金額）がいくらになるか明らかにすること、また、その増額された費用がどのように活用されるのか明らかにすること。
[bookmark: _Hlk134544042]【回答】
小学校５年生の35人学級編制の実施に係る国の令和６年度予算は、3,171人分の増額をしております（１都道府県当たり約67人）。増額された予算については、増加した学級に配置される学級担任に充てられます。             （教育庁学校教育部／義務教育課）
６）茨城県の公立の小中学校、高校、特別支援学校で、今年5月1日現在で定数に満たず未配置の教員が何人いたかを明らかにすること。未配置の学校に対して県教育委員会としてどのような取り組みをしているかを明らかにすること。
【回答】
５月１日現在の未配置の教員数を調査中です。（回答時点）
（教育庁学校教育部／義務教育課、高校教育課、特別支援教育課）

（２）ICT教育に関する要求
１）高校における学習用端末（タブレット等）の購入は、保護者負担ではなく、公費負担にすること。他県で、保護者負担ではなく公費負担にしている県の数を明らかにすること。　
【回答】
本人所有の端末であれば必要なアプリを自由にダウンロードでき、高校卒業後も高校で得た情報資産を引き続き活用できるなど生徒が積極的に情報端末を使いこなしていくことができることから、端末の導入につきましては、原則、保護者負担としたところで、現時点で１人１台端末の整備方針を見直す予定はありません。
また、公費負担（設置者負担）を原則としている自治体は、令和５年度当初で、25県です。                               （教育庁学校教育部／教育改革課、高校教育課）
２）公費負担ができない場合は、住民税非課税世帯の生徒を対象にしている学習用端末の貸し出し対象者の基準を緩和し、当面、最近の物価高対策として保護者の収入が500万円　以下の家庭は貸し出しの対象にすること。また、貸与のための県の支出がいくらになっているかを明らかにすること。
【回答】
県では、原則として、住民税非課税世帯の生徒を対象に、貸与する端末を整備しております。
　      これまでに所得限度額を超えて貸与の対象外となっている世帯からの問い合わせは限定的であり、また、校長会など学校現場からの要望もありませんことから現在の対象範囲は適切であると認識しており、現時点で対象範囲を拡大する必要は無いものと考えております。
また、貸与端末等の整備に係る県の支出総額は、令和２年度で76,467千円、令和３年度で206,415千円です。　　                             （教育庁学校教育部／教育改革課）
３）全学年で学習用端末を使った授業が始まりました。しかし、学習用端末の不具合の修理や設定などにかなりの時間がとられている状態で、教員が学習用端末を使った授業に専念できていません。私たちが求めているのは教員の業務負担の軽減です。人を増やすなどして教員の負担軽減を具体化すること。
【回答】
タブレット端末を活用した学習活動を先進的に進めている県立中等教育学校前期課程及び県立附属中学校には、ICT支援員を配置しております。
　　 県立高等学校等の教職員に対しては、学習用端末に関することも含むICT教育に係る技術的課題の解決支援を実施する茨城県GIGAスクール運営支援センターを開設しておりますので、活用していただけるよう、重ねて周知を行います。
（教育庁学校教育部／教育改革課、高校教育課）

（３）全国学力テストについて
１）昨年度の回答では「各学校において調査結果に基づく一人一人に応じた指導を行い、学習状況等の改善を図っていくことが必要だと考え得ています」とありました。
調査結果に基づく一人一人に応じた指導の実態を明らかにすること。
[bookmark: _Hlk101185189]【回答】
文部科学省は、各学校に対して各児童生徒に関する個人票を提供しています。各学校は、この個人票に基づき、児童生徒の学力状況を把握した上で、個別の指導を実施しています。
指導の進め方は学校ごとに異なりますが、例えば、担任との個別面談において学習の進め方や内容について助言する等の場を設定しています。また、個人票を参考にして習熟の程度に応じた指導における課題の水準について検討する等、一人一人の理解の状況を踏まえた対応を進めています。                        （教育庁学校教育部／義務教育課）
２）全国学力テストを実施する中で、教員の負担が増加しています。その改善として教育委員会が取り組んでいることを明らかにすること。
【回答】
全国学力・学習状況調査の結果公表を受けてからの学力向上に向けた対応は、その他の業務が重なる中で、各学校及び教員の負担となる側面は否めません。そこで、県といたしましては、これまでにも１学期から授業改善に計画的に取り組めるようにするために、抽出データに基づき、課題や改善の方策を示した報告書を作成、６月下旬までに送付をしてきています。この対応により、市町村・学校に過度な負担を伴わないように配慮してきましたので、今後も引き続き教員が学習状況の改善や児童生徒の学力の保障に専念できる環境を整えてまいります。                          （教育庁学校教育部／義務教育課）

（４）教職員の長時間労働、過密労働の解消を
茨城県教育委員会は、「茨城県立学校の教育職員の在校等時間の上限等に関する方針に関する規則」を策定し、2020年4月1日から施行しました。
茨城県教育委員会として定時出勤・定時退勤を奨励するとともに、原則月45時間年360時間の上限規制を徹底させる必要があります。
１）昨年度の調査結果から、月45時間を超えて働く教員の数と比率を小・中・高と明らかにすること。
【回答】
昨年度、時間外在校等時間が月45時間を超過した教職員の割合は以下のとおりです。

【令和５年度に時間外在校等時間が月45時間を超過した教職員の割合】　　　　　　　（％）
	
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月

	小学校等
	41.4
	35.7
	34.3
	10.9
	0.04
	24.3
	29.0
	18.7
	8.8
	9.8
	17.2
	21.4

	中学校等
	62.8
	60.5
	59.9
	35.3
	0.6
	52.0
	51.8
	46.5
	26.1
	34.2
	36.8
	35.4

	高校等
	22.4
	23.8
	23.5
	15.5
	2.7
	15.6
	16.4
	12.7
	7.6
	8.6
	7.2
	9.0








                       ※ 小学校等　…　市町村立小学校、義務教育学校前期
　　　　                 ※ 中学校等　…　市町村立中学校、義務教育学校後期、日立特別支援学校
　　　　                 ※ 高校等　…　県立高等学校、中等教育学校、附属中学校
　        引き続き、教職員にとって魅力的な職場環境を創出するため、働き方改革を推進してまいります。                                     （教育庁学校教育部／教育改革課）
２）仕事量を減らすためには、人員増がなければ具体化は困難です。人員増を具体化すること。 
【回答】
公立学校の教職員の配置については、「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律（義務標準法）」及び「公立高等学校の適正配置及び教職員定数の標準等に関する法律（高校標準法）」によって、各々の学校の教職員定数の標準が定められていますので、法に定める基準に基づき配置を行ってまいります。なお、小学校については、令和３年度から令和７年度にかけて、40人学級編制から35人学級編制になりますので、適切に対応してまいります。
また、国に対しましては、教職員定数の見直しについて、様々な機会を通して要望してまいります。　　　　　　　　 　　　　　　　　　（教育庁学校教育部／教育改革課）
３）部活動による長時間労働を改善するため、平時2時間・土日3時間を上限とする、土日のどちらかは休みにするという規定を徹底すること。
[bookmark: _Hlk103004329][bookmark: _Hlk166751019]【回答】
運営方針を改訂した理由の一つに、旧方針に示された活動時間や休養日の設定が形骸化している現状が見受けられたことがあります。
生徒の心身の健康を守り、勝利至上主義に傾倒した活動過多を是正するためには、まずは、活動時間を制限する必要があることから、これまで、「程度」としていたものを「上限」とし、時間管理を徹底しようとするものであります。
生徒の心身の健康に配慮した、短時間で効果的・効率的な部活動となるよう、運営方針の趣旨や運用について、的確に指導助言していきたいと考えております。
また、高校においては、学校の特色や、目的をもって入学した生徒の想いなどを考慮し、科学的な指導体制が確立し、生徒・保護者が方針以上の活動を望み、学校長の承認が得られる場合、特例を認めることとしております。しかし、国のガイドラインを大きく逸脱することは認められないと考えておりますので、特例措置における活動についても、生徒の健康をしっかりと見守っていくとともに、運営方針の理解促進・啓発に取り組んでいきたいと考えております。
さらに、望ましい部活動の実施環境の構築に向け、部活動改革の取組状況について、定期的な調査を含めフォローアップを行っていきたいと考えております。
（教育庁学校教育部／保健体育課）
４）昨年、部活指導者の人材確保を県で広域的な人材バンクを設置すると回答がありましたが現在どのように運用されているのか明らかにすること。
【回答】
部活動の地域移行に向けて、昨年６月に「茨城県地域クラブ活動人材バンク」を設置しました。各種指導資格保有者や県内の大学、民間企業等にも協力を依頼し、令和６年５月２１日時点で３３５名の指導者に登録いただいております。現在は、オンラインにより市町村と指導者が自動でマッチングするシステムを運用しており、各市町村にも活用を呼び掛けているところです。                          （教育庁学校教育部／保健体育課）
５）部活動の地域移行を進めるに当たって指導者が見つからないことを理由に、教員を兼職・兼業扱いにして土日の部活指導者にすることにないようにすること。
【回答】
部活動の地域移行にあたっては、指導を希望しない教員が兼職兼業により地域クラブの指導に携わることがないよう、市町村に対し通知したところです。また、指導者の人材確保が課題となっておりますが、県では地域クラブ活動人材バンクを設置し、県内の各地域で地域クラブの指導者を確保できるようにしているところです。
  （教育庁学校教育部／保健体育課）
６）部活動の地域移行に当たっては、指導費などを公費で負担し、生徒（保護者）負担にしないこと。
【回答】
部活動の地域移行にあたり、指導者の謝金、会場使用料、消耗品費などが主な必要経費となっております。国では、受益者負担を原則としながらも、令和５年度、６年度については実証事業として補助を実施しております。また、生活困窮家庭に対する支援等について、県としましては国への予算措置を要望し、地域クラブへの参加を希望する生徒が経済的な理由で参加できないということがないように取り組んでまいります。
 （教育庁学校教育部／保健体育課）
７）教員自身が経験したことがない部活の顧問を強制された結果、病気になったり退職するような事例が生まれています。教員から部活顧問の希望をとる場合は、部活顧問を「希望しない」も「可」とする措置をとるよう各学校を指導助言すること。
【回答】
部活動指導は、「必ずしも教員が携わる必要のない業務である」という前提を踏まえ、顧問を依頼する際は、教員個々の意向をよく確認した上で、教員の同意を得て依頼し、「強制された」という認識をもたれないよう留意するよう、引き続き求めてまいります。
（教育庁学校教育部／義務教育課）

部活動は学校管理下で行われるものの、顧問教員にとって、勤務時間外の指導は自発的な業務とされており、学校によっては、生徒のニーズに対応するため、先生方に顧問を引き受けていただき指導をお願いしないと、部活動が成り立たない状況もあります。そのため教員によっては、休日等の指導により休養を十分にとることができない状況も見られます。 
現在、複数顧問制や部活動数の適正化、部活動指導員の拡充を図るとともに、管理職研修会や校長会等において、顧問を依頼する際は、それぞれの意向を良く伺って、強制することのないよう、指導しております。引き続き、顧問教員の負担軽減に向けた校内の研修や体制づくりの改善に努めてまいります。          （教育庁学校教育部／高校教育課）

県立特別支援学校の部活動は、各校ともに運動部と文化部の数を精選し、一日に１時間程度、週に２～３日程度（基本的に土日はなし）の活動である。また、ティームティーチングでの指導（複数顧問）体制で取り組むことで教員の負担軽減を図っている。
　     顧問を決定する際には、教員それぞれの意向をくみ取るため強制することはない。
（教育庁学校教育部／特別支援教育課）

（５）高等学校に通う生徒の学びを保障し、教育条件の拡充を
１）国に対して「高校授業料徴収の所得制限」を撤回し、高校授業料の完全無償化を国に求めること。
【回答】　
高等学校授業料への支援につきましては、平成26年４月から所得制限のある高等学校等就学支援金制度が実施されておりますが、国に対しましては、全国知事会等を通じ、所得の判断基準の在り方や支給月数の制限などの問題に対応すべく、制度の更なる拡充・見直しを図ることや、生徒・保護者の利便性と関係機関の事務手続簡素化の観点から運用についても適宜見直しを行うよう要望しております。また、今後も引き続き制度の改善が図られるよう要望してまいります。　　　              　 （教育庁総務企画部／財務課）
２）大学等進学者対象の国の給付型奨学金制度の対象にならない高校生を対象に茨城県独自の給付型奨学金制度を策定すること。
現在、茨城県独自に行っている奨学金制度の内容と活用の実態を明らかにすること。
【回答】
県では大学進学に要する費用については、経済的な理由で修学が困難な学生を対象に、日本学生支援機構が行う給付型奨学金制度・貸与型奨学金制度の活用を周知するとともに、県が独自に行う奨学資金及び入学一時金を無利子で貸与する制度の活用を呼びかけております。　
また、国に対し、給付型奨学金について、給付の対象世帯に係る所得制限を緩和するなど、奨学金制度の拡充が図られるよう、要望を行ってまいります。
令和６年４月１日現在
	名　　 称
	対　　象
	貸与月額
	基準等
	貸与者数
（R5実績）

	茨城県奨学資金
	大学・短期大学
専修学校（専門課程）
	奨学金（月額貸与）
自　宅36,000円
自宅外40,000円
	成績基準
家計基準
	新規  35人
継続 106人
合計 141人

	
	
	入学一時金
240,000円
卒業後、県内に居住
・就業で返還免除
	成績基準
家計基準
	4人

	茨城県高等学校等奨学資金
	高等学校
中等教育学校（後期課程）
高等専門学校
	（公立）
自　宅18,000円
自宅外23,000円
（私立）
自　宅30,000円
自宅外35,000円
	家計基準
	35人
（単年度採用）

	茨城県育英奨学資金
	高等学校
中等教育学校
（後期課程）
特別支援学校（高等部）
専修学校（高等課程）
	
	成績基準
家計基準
	新規21人
（うち緊急0人）
継続34人
合計55人

	茨城県高等学校定時制
課程及び通信制課程修
学奨励資金
	高等学校（定時制・通信
制課程）の勤労青少年
	14,000円
卒業等により
返還免除
	家計基準

経常的収入の職に就労
	14人
（単年度採用）


 （教育庁学校教育部／高校教育課）
３）県内では公的交通機関が完全に撤退している地域が出てきていて、県立高校では、保護者負担のスクールバスを走らせて対処しています。また、定時制高校生対象のバスを突然廃止するというような提案がバス会社から出てきています。
昨年度の回答では「スクールバスの在り方を議論するとともに、どのような支援が可能か研究してまいります」とありました。検討結果を明らかにすること。
【回答】
スクールバスを運行している県立学校は、公共交通機関が限られるなど、交通不便な地域であり、通学手段の確保が課題であると認識しております。
　       一方で、スクールバスへのみ公費負担を行うことは、スクールバス以外の交通機関を利用する生徒との公平性の観点から、慎重に検討しなければならないと考えております。
そのため、県といたしましては、スクールバスに係る費用負担が、子どもたちにとって進学先を選ぶ際の足かせとならないよう、公費負担以外での支援について検討してまいります。                                        （教育庁学校教育部／高校教育課）
４）授業料が実質無償になっている生徒が80％以上になっています。しかし、保護者負担である修学旅行や教材費が未納になってしまっている生徒がいて、卒業証書を卒業式に渡さないというような学校があります。
保護者の教材費等の未納分を解消するため、実態を把握して、生活困窮者には県からの支援金を支給すること。昨年の回答では「授業料以外の教育負担を軽減するため、奨学のための給付金を支給しております」とありました。奨学のための給付金の制度の内容と活用の実態を明らかにすること。また、奨学のための給付金が外国人労働者の子どもも対象になっていることを外国人保護者にも正確に伝えること。
【回答】
県立高等学校等におきましては、茨城県県立高等学校学則第11条に基づき、校長が卒業を認定した者に対して卒業証書を授与するとしております。
低所得者への支援につきましては、高校生等が安心して教育を受けられるよう、教材費等授業料以外の教育負担を軽減するため奨学のための給付金を支給し、授業料については就学支援金を支給しております。奨学のための給付金は、保護者等が茨城県に住所を有していることや、保護者等の世帯が生活保護受給世帯又は保護者等全員が道府県民税所得割及び市町村民税所得割が非課税である世帯等を要件としており、要件に該当していれば外国人も対象となりますので、引き続き、対象者への制度周知に努めてまいります。
 （教育庁総務企画部／財務課、教育庁学校教育部／高校教育課）

（６）中高一貫校の現状について
１）2024度の中高一貫校の予算について、総額、使い道等全体像を明らかにすること。
【回答】
県立中学校及び県立中等教育学校の運営費総額は200,034 千円となっています。教材等の購入に必要な予算のほか、消耗品費や印刷費など学校の運営に必要な事務費に係る予算を計上しています。                                   （教育庁総務企画部／財務課）
２）中高一貫校で働く教職員の長時間労働の実態を明らかにすること。
[bookmark: _Hlk101865995]【回答】
　　　　 中高一貫校で勤務する教職員に係る令和５年度の時間外在校等時間は、平均時間が28時間33分、月45時間を超えている教職員の割合が14.9％、月80時間を超えている教職員の割合が0.7％となっておりますので、引き続き、時間外在校等時間の削減に向け、教職員の働き方改革を推進してまいります。
【参考】
　        令和５年度　県立高等学校等全体の平均時間：23時間31分、月45時間超の割合：10.7％、月80時間超の割合：0.3％
 （教育庁学校教育部／教育改革課）

（７）つくば市内に県立高校の新設を
つくばエクスプレス沿線開発で人口が増え続け、つくば市では子どもの数が県内一になっています。ところが、つくば市の全日制高校は６校から4校になり、市外の高校に通わざるを得なくなり、通学費も保護者負担になっています。
新設の要望を受けて、つくば栄進高校で1学級増になりましたが、新設は避けて通ることはできません。つくば市議会でも、高校新設の請願が採択されています。
１）つくば市の人口増加に対処するため、つくば市内の県立高校のさらなる学級増及び県立高校を新設すること。周辺エリヤでは中学校卒業者数が減っているからという理由は、つくば市民にとって納得いく回答になっていません。再検討を行うこと。
[bookmark: _Hlk134544518][bookmark: _Hlk103074459]【回答】
つくば市の中学校卒業者数は増加する一方、つくば市内にも欠員が生じている高校があることから、県としては、まずは既存の県立高校の魅力化を図り、志願者の確保に優先して取り組む必要があると考えております。
このため、令和６年度入学者選抜においては、筑波高校に進学アドバンストコースを設置するとともに、令和７年度入学者選抜に向けては、つくばサイエンス高校に普通科を設置することとしたところです。
今後も、両校を含めた県立高校の志願状況やつくば市周辺の中学校卒業者数の推移などを注視しつつ、学校施設の状況も考慮しながら、必要に応じて県立高校の定員増などの対応を検討してまいります。　　　　 　 　 　　　 　（教育庁学校教育部／高校教育課）

２）つくば市周辺地域の県立高校への通学に関連して、通学時間帯（6時～7時台）のバスの運行及び増便をバス運行会社に学校任せにせず県として申し入れること。また、通学のための社会実証実験バスの運行を試行するなど、通学環境の充実を図ること。
[bookmark: _Hlk103074491]【回答】
県立高校への通学のためのバスの運行等については、生徒の通学の状況や地域の実情などを把握している学校が、必要に応じて市町村やバス運行会社に要望等を行っておりますが、県としても、必要に応じて学校に協力するほか、地元市町村への相談などについて検討してまいります。                              （教育庁学校教育部／高校教育課）

（８）18歳成人年齢の引き下げに伴う対処について
１）成人年齢の引き下げに伴い、高校生の成人としての人権、自己決定権等の権利の保障を進める具体策を各高校で具体化すること。
【回答】
成年年齢引き下げに伴い、令和５年度は、生徒に対して、画一的な問題対応ではなく、生徒の人権を尊重したそれぞれの課題に寄り添った生徒支援を推進するとともに、学校行事の運営や服装を含めた校則の見直しなどを題材に学校生活について可能な限り生徒主体で議論することにより、生徒が自己決定できるような取組を進めてまいりました。令和６年度につきましては、高校生のうちに成年年齢を迎えることを踏まえて、生徒の人権、自己決定権等の権利を保障できるよう、各学校における取組を促してまいります。
　　　　　　　　　　　                        （教育庁学校教育部／高校教育課）
２）主権者教育は日本国憲法の学習が中心になると考えられます。各学校での取り組みを把握し、各高等学校での授業実践を推進するため、主権者教育についての授業案等の情報共有を進めること。
【回答】
令和５年度の主権者教育については、全ての県立高等学校及び中等教育学校（後期課程）で取り組んでいることを確認しており、日本国憲法をはじめとする制度の学習とともに、実践的・体験的な取組を含めて実施している学校も多いことも併せて確認しております。さらに、教育課程研究協議会において、各校から提出された公民科の授業案を取りまとめた上で、情報共有を行っております。令和６年度につきましても、各校での主権者教育の推進に向けて、学校間での情報共有が図れるよう、教育課程研究協議会等の研修において実施状況の把握に努めてまいります。         （教育庁学校教育部／高校教育課）
３）成人年齢の引き下げに伴い、悪徳業者などからの高校生の詐欺被害の危険性が高まっています。特殊詐欺など詐欺防止のパンフレットなどを作成し、全ての県立学校で授業などを行い、指導を徹底すること。
【回答】
成年年齢引下げ等に対応した取組としては、全ての県立高等学校及び中等教育学校（後期課程）が、消費者庁が作成した高校生（若年者）向け消費者教育教材である『社会への扉』を含む教材や外部講師による出前授業の活用など、実践的な消費者教育を行っております。また、日常生活の様々な場面で適切な行動ができるように、県においても、「茨城県金融教育特設ページ」を開設しており、引き続き、教員及び生徒への周知をするとともに、積極的な活用を促してまいります。            （教育庁学校教育部／高校教育課）

（９）ヤングケアラーの支援について
１）茨城県は2022年にヤングケアラーの実態調査を行い、結果をHPに公表しました。また、有識者会議を設置し支援の検討を始めました。今後、ヤングケアラーの児童・生徒に対してどのような具体的支援を始めようとしているかを明らかにすること。
[bookmark: _Hlk103003131]【回答】
     ヤングケアラー実態調査の結果や有識者委員会における意見等を踏まえ、2023年3月末に、茨城県ケアラー支援推進計画を策定しました。同計画では、最優先対応事項として、①学校等における認知度向上・理解促進、②地域における相談支援体制と連携の強化を図ることとしております。
①については、教育庁と連携し、学校のホームルーム等において、電子リーフレットや啓発動画により、児童生徒がヤングケアラーについて学ぶ機会を確保するなど、自身がヤングケアラーであるという認識のない子どもが、自身に支援が必要だということに気づけるような機会を作るとともに、教職員など周りの大人もヤングケアラーに気づき、相談支援につなげてまいります。
②については、市町村、福祉、医療、教育等の支援関係機関が一堂に集まり、グループワークによるケーススタディ等を行う合同研修を実施するなど、複合的な課題を抱えるヤングケアラー本人やヤングケアラーを把握した関係者が相談しやすい環境を整備するとともに、多様な関係機関相互の連携・協力体制の構築を図ってまいります。
（福祉部／福祉政策課）

県では、ヤングケアラーについて児童生徒の理解と自覚の促進を図るため、授業やホームルーム等の時間において、啓発動画やリーフレットを活用し、啓発に努めております。
また、教職員においても、ヤングケアラー支援に関する理解を深めることは必要であることから、市町村や学校が主催する研修会等に、社会福祉士やスクールソーシャルワーカーを講師に、研修を行っております。
さらに、定期的な校内アンケートはもとより、１人１台端末を活用した校内オンライン相談窓口に加え、子どもホットラインや、いばらき子どもＳＮＳ相談窓口などを設置し、児童生徒が抱えている悩みや不安を解消するとともに、ヤングケアラーであるという認識のない子どもたちが、必要な支援を受けられるよう、関係機関と連携して対応しているところです。         　　　　　　　　（教育庁学校教育部／義務教育課、高校教育課）
２）ヤングケアラーの原因は、若年の親世代の貧困と長時間労働にあります。学校においては、教材費等の保護者負担金を削減するとともに、生活困窮世帯に対する経済的支援を充実させること。また、外国人労働者の子どもに対する支援が欠かせません。
【回答】
茨城県ケアラー支援推進計画における「多様な支援施策の推進」の中で、ケアラーへの生活支援として位置付けていますが、生活困窮世帯等への自立支援、ひとり親家庭への生活支援、ヤングケアラー等への就学支援に取り組んでいるところです。外国人労働者の子どもに対する支援については、市町村が主体となり、地域の実情に応じて実施されるよう、各種の情報提供等により取組を促進してまいります。      （福祉部／福祉政策課）

公立小中学校におきましては、経済的な理由により就学が困難な児童生徒の保護者に対して、学用品費等の援助を市町村が行っております。　教育庁学校教育部／義務教育課）

高校生等が安心して教育を受けられるよう、低所得世帯を対象に、授業料以外の教育費負担を軽減するため、奨学のための給付金を支給しております。
（教育庁総務企画部／財務課）

（10）自衛隊への個人情報提供について
自衛官募集のための18才と22才の市民の住所、氏名を一括提供している問題は、本人の同意　のない個人情報の提供であり、地方自治の主体性という観点でも問題があります。
１）提供を希望しない方が意思表示できる「除外申請」制度がない自治体数と自治体名を
明らかにすること。制度がない自治体に県としてどのような指導助言をしているかを明らかにすること。
　 【回答】
自衛隊への募集対象者の情報提供の除外申請制度が無い自治体数及び自治体名については、次のとおりとなっております。
水戸市、土浦市、石岡市、下妻市、北茨城市、牛久市、ひたちなか市、那珂市、稲敷市、桜川市、行方市、鉾田市、小美玉市、東海村、大子町、美浦村、河内町、八千代町、五霞町、境町、利根町      計 21市町村
除外申請制度については、市町村の判断により運用されており、制度がない自治体に対して求めに応じた情報提供などを行っているところです。       　（総務部／市町村課）

２）生徒に周知するよう、高校現場に徹底すること。親にも周知すること。
　 【回答】
自衛隊に個人情報の提供を希望しない方への配慮として、市町村で「除外申請」の手続きを行うことにより、自衛隊への情報提供から除外することができることを、進路指導主事会議等で周知してまいります。　  　　　　　　　　　　（教育庁学校教育部／高校教育課）
３）個人情報保護の観点から、自衛隊に対する個人情報の提出はやめるよう市町村に要請すること。
　 【回答】
自衛官等の募集事務に関する資料の提出については、防衛省及び総務省から、「自衛官及び自衛官候補生の募集に関し必要な資料として、住民基本台帳の一部の写しを用いることについて、住民基本台帳法上、特段の問題を生ずるものではない」との見解が示されていることを踏まえ、適切に対応してまいります。　　            （総務部／市町村課）

（11）教科書展示会、採択について
今年は、４年に１度の中学校の教科書採択が行われる年です。採択は、採択地区ごとに選定し市町村教育委員会で行われるとされていますが、子どもたちによりよい教科書を手渡すには、毎日、子どもたちに接して授業をすすめている教員の意見を充分にくみとった上で採択が行われることが不可欠です。
また、主権者である保護者や市民の声も、充分に反映される必要があります。県教育委員会として、全ての採択地区及び市町村教育委員会が以下のことについて配慮し、日本国憲法、子どもの権利条約の精神にもとづき、民主的な採択ができるよう、指導・助言・援助することを求めます。
１）全ての教科書採択手順を公開して、市民に開かれた採択を行うこと。
【回答】
教科書採択は、公正性・透明性に疑念を生じさせることのないよう適切に行われること、採択権者である教育委員会や学校長は、採択結果やその理由について、保護者や地域住民等に対して説明責任を果たすことが重要であります。県教育委員会では、国の「教科書採択における公正確保の徹底等について（通知）」に基づき、外部からのあらゆる働きかけに左右されることなく、静ひつな環境を確保し、採択権者の判断と責任において公正かつ適正に行われるよう努めるとともに、静ひつな調査研究の環境の確保に努めております。よって、県教育委員会では採択期間までは、詳細を非公開とし、９月１日以降に公開しております。
採択権者である市町村教育委員会や学校長においても、静ひつな環境の確保、保護者や地域住民等に対して説明責任を果たすことについて周知しながら、開かれた採択ができるよう、助言しております。また、県としましても、内容を吟味しながら、ホームページ等で公開できるよう検討してまいります。　　   　　 （教育庁学校教育部／義務教育課）
２）教科書の調査研究にあたり、一部の教員を調査委員にするだけでなく、各学校の教員の意見も集約し、採択のための正式な資料として位置付けること。
【回答】
調査員以外の教員から教科書に関する意見があった場合、意見書により集約し、その意見書を採択地区選定審議会での資料としております。
また、一部の教員を調査委員にするだけでなく、各学校の教員の意見も集約し、採択のための資料として位置付けております。　　　　　 　（教育庁学校教育部／義務教育課）
３）教科書展示会が各採択地区で開かれるが、保護者市民に場所や日程の周知を早めに
　　　行うと共に、展示会の場所や展示期間、閲覧時間を拡大し、より多くの市民が関心をもって実際の教科書に触れ、教科書採択に対する意見を寄せられるようにすること。
【回答】
教科書展示会の情報は、５月末から６月上旬に周知をし、文書の配付だけでなくホームページによる周知をしております。
市町村教育委員会や学校にあっては、広報誌等を活用するなど教育関係者のみならず、広く一般に向けて積極的に教科書展示会の開催について広報するよう指示しております。
一般の方が来場しやすいように、土日開催ができる場所等を検討しておりますが、展示会場の休館日や開閉時間が決まっているため、希望に添えない場合もございます。
（教育庁学校教育部／義務教育課）
４）教科書展示会で寄せられた市民の意見は、採択に関わる委員会の資料とし、採択に反映させること。
【回答】
教科書展示会において、アンケートを設置しております。運営上の御意見を含め、一般の方からの声を集約しているンアンケート内容は、審議会において読み上げるなど活用しておりますが、各市町村教育委員会においても、共有・活用するよう、助言していきたいと考えております。                               （教育庁学校教育部／義務教育課）
５）教科書採択に関する市町村教育委員会や選定協議会などを公開し、傍聴できるようにすると共に、会議終了後遅滞なく採択結果と採択理由を公表すること。
　　 【回答】
教科書採択に関しては、保護者をはじめ県民により開かれたものにしていくことが重要であると認識しております。
　       無償措置法及び無償措置法施行規則により、義務教育諸学校については、採択権者が採択を行ったときは、遅滞なく、当該教科書の種類、当該教科書を採択した理由、教科書研究のために作成した資料の公表の努力義務が規定されております。また、地教行法により、教育委員会の会議の議事録について、作成・公表の努力義務が規定されております。
県としては、教科用図書選定審議会や選定委員会等の委員に保護者代表等を加えるなど、保護者等の意見がよりよく反映されるような工夫をしております。また、県行政情報センター（県庁舎３階）で以下のものを閲覧することも可能です。
　  ・令和６年度茨城県教科用図書選定審議会要項及び議事録
　       ・令和６年度使用県立特別支援学校用教科用図書の採択方針及び市町村教育委員会等が行う教科用図書の採択に関する指導方針（通知）
市町村教育委員会においては、採択地区協議会の会議の議事録、採択結果等をホームページ等で公開しております。                      （教育庁学校教育部／義務教育課）

（12）障害のある青年にも18歳以降の学びの場（専攻科、大学、福祉型専攻科、生涯学習）の保障を障害者の権利条約の第24条教育では「締約国は、障害者が、差別なしに、かつ、他の者との平等を基礎として、一般的な高等教育、職業訓練、成人教育及び生涯学習を享受することができることを確保する」とし、インクルーシブな社会の構築を求めています。
文部科学省の学校卒業後の障がい者の学びに関する有識者会議報告「障害者の生涯学習の推進方策について～誰もが、 障害の有無にかかわらず共に学び、生きる共生社会を目指して～」（2019年3月、以下「生涯学習推進方策」と呼称する）も出されています。また、2023年3月の中央教育審議会の「次期教育振興基本計画について（答申）」において、障害者の生涯学習の推進（教育施策の目標）が位置付けられました。そこでは「障害者の生涯学習の充実に向けて、社会教育施設や民間団体における取組、大学等における公開講座といった学びの場・機会の提供等の取組の推進を図る」ことが求められています。
にもかかわらず、知的障害や発達障のある青年は、18歳以降の学びの場や地域でのスポーツ活動、文化・芸術活動などが体験できる高等教育や生涯学習の場が不十分です。
１）知的障害のある生徒にも、希望する者には18歳以降の学びの場として、特別支援学校高等部に続く専攻科の設置をすること。先行事例（公立校で設置されている鳥取大学附属特別支援学校専攻科等）や国や他県の動向についての情報収集の状況を明らかにすること。また、特別支援学校の進路指導に当たっては、本人と親の希望を尊重し、就労以外の選択肢も認めること。
[bookmark: _Hlk166150473][bookmark: _Hlk133251966]【回答】
特別支援学校の進路指導に当たっては、企業への就労の他、福祉施設への通所や入所など、本人と保護者の希望を十分に尊重しながら取り組んでいる。また、卒業後も生徒が安心して生活できるよう、個別の移行支援計画を活用することで医療、保険、福祉、労働などの関係機関と連携を図っている。　　　　　　　　　 　 （教育庁学校教育部／特別支援教育課）
２）試行的に県立大学等で、障害者の学びを保障する機会を設定すること。文部科学省中央教育審議会大学分科会制度部会（2004年8月5日、大学分科会制度部会での審議の中間的な整理）では、「我が国の大学に期待される役割も変化しつつあり、現在においては、社会貢献を教育・研究に加えて大学の『第三の使命』として位置づけることができる」とし、公開講座などを例示している。
また、有識者会議「生涯学習推進方策」（2019年3月）では、「障害者の生涯学習を推進するための方策」として「大学における知的障害者等の学びの場づくり」が検討されている。そのための先行事例（神戸大学の学びの楽しみ発見プログラム、韓国のナザレ大学のリハビリテーション自立支援学科）等について情報収集をすること。例えば、県立医療大学に療育手帳を有する障害者が入学できる学科を開設し、将来の医療従事者が障害のある人との普段の交流をはかれるようにすること。
【回答】
県立医療大学では、看護師をはじめ作業療法士、理学療法士、診療放射線技師の育成を目的としております。
なお、将来の医療従事者として地域社会に貢献する人材を育成するため、障害者専門病院での医療実習をはじめ、車いすバスケット等のスポーツ活動を通じて、障害のある人との交流を行っております。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（保健医療部／保健政策課）
３）障害者の生涯学習が遅れている現状をふまえて、「障害者の生涯学習推進委員会（仮称）を設置し、格差を是正するための施策を立てること。当面、「茨城県生涯学習審議会及び社会教育委員会議」における検討状況を公表すること。
【回答】
平成26年の障害者権利条約の批准や平成28年の障害者差別解消法の施行、令和５年３月の中央教育審議会「次期教育振興基本計画について（答申）」において障害者の生涯学習の推進が定められたことなど国の動向を注視しながら、「茨城県生涯学習審議会及び社会教育委員会議（以下「審議会」という）」において障害者の多様な生涯学習の充実について検討してまいりますとともに、その審議状況の公表についても、審議会の意見も踏まえつつ検討してまいります。　　　　　　　　　　　　　　　　  　（教育庁総務企画部／生涯学習課）
４）各市町村にある地域交流センター（公民館）の一つを、障害者の生涯学習（講座の開設な　ど）に特化した事業をする拠点とする施策を打ち出すこと。当面、県内各市町村の障害者の生涯学習の取り組み状況を調査し、結果を公表すること。
【回答】
文部科学省発出文書「障害者の生涯学習の推進方策について」（令和元年７月８日付け元文科教第237号）に基づき、市町村に対し、合理的配慮の実施や障害の有無にかかわらず共に学ぶ場の提供等を依頼しています。
また、県生涯学習センターにおいて、障害者の生涯学習を推進するプログラムの開発に取り組むとともに、障害者の社会参加や自立の実現をサポートする地域人材の育成を図っており、引き続き地域における支援人材の増加と障害への理解促進に努めてまいります。
なお、県内各市町村の障害者の生涯学習の取り組み状況に係る調査については、その必要が生じました際には検討してまいります。 　　　　 　（教育庁総務企画部／生涯学習課）
５）障害者の生涯学習の施策として国で取り組まれている「共に学び、生きる共生社会コンファレンス」を茨城県でも実施すること。また、その普及・啓発のための取り組み状況を公表すること。
【回答】
県では、文部科学省が全国ブロック別に開催する「共に学び、生きる共生社会コンファレンス」の関東甲信越大会に参加して、障害者の生涯学習活動に関する実践交流や研究協議をとおして学んでおりますが、このことを県内に普及・啓発する方法等について引き続き研究してまいります。                                （教育庁総務企画部／生涯学習課）
６）県庁職員（特に福祉関連の窓口の職員）や警察官等に、障害者（特に知的障害者、自閉症者等）と直接触れ合う交流の機会を設け、体験的に障害（者）理解を図ること。
【回答】
障害者スポーツ大会において、運営に携わる職員と大会に参加する障害のある方とが直接触れ合い交流する機会を設けるとともに、障害者週間に合わせて開催するナイスハートふれあいフェスティバルについて、広く県職員に案内してまいりました。
　      また、市町村担当職員に対しましては、研修会において障害のある方に講師を依頼し、当事者の声を届けております。
引き続き、県職員等が障害のある方と交流する機会を設け、障害及び障害のある方への理解促進を図ってまいります。　　　　　　　　　　　　　 　　　　　（福祉部／障害福祉課）
７）障害者の生涯学習に関する情報提供として、特別支援学校高等部卒業後の学びの（福祉型専攻科など）を県のホームページで知らせること。当面、「茨城県生涯学習情報提供システム」等における情報提供の検討状況を公表すること。
【回答】
関係部局と連携し、県内の障害者の学びの場に関する情報収集に努めてまいります。
　       情報がまとまりました際には「茨城県生涯学習情報提供システム」等における情報提供を実施することについても検討してまいります。 　　　 （教育庁総務企画部／生涯学習課）
８）障害者の生涯学習の充実のために、福祉型専攻科（障害福祉サービスと連携した学びの場）の利用期間の延長（弾力的運用）を国に要請すること。支給決定の更新の弾力化（例えば１回の更新が可能となるように見直す）をはかること。
【回答】
自立訓練事業につきましては、利用期間が原則２年間とされておりますが、市町村において必要性が認められた場合には最大１年間（原則１回）の支給決定期間の更新が可能とされています。
自立訓練事業を使った福祉型専攻等の事業の弾力的運用については、国及び他県の動向等の情報収集に努めてまいります。                              （福祉部／障害福祉課）

17．私学支援拡充にいっそうの努力を
学費の滞納や経済的理由による退学者を出さないよう県の学費補助制度を実現し、保護者の経済的負担を図るべきです。国の就学支援金制度は未だ不十分な面があり、関東各都県では国の就学支援金制度にさらに上乗せする形で単独補助を予算化しています。東京都は令和６年度に所得制限のない学費無償化を実現しています。直接助成がないのは関東では栃木県と茨城県のみです。授業料・施設費を含めた学費無償化をすすめ自治体間格差を解消することを求めます。
教育環境の第一は生徒・児童・園児にとって手厚い指導や見守りをすることであり、そのためには教職員の適切な確保は不可欠です。ところが、近年の教職員不足は私学にとって難しい問題になっています。教職員のなり手不足の傾向は、教職員の長時間労働、物価上昇に追い付いていない賃金体系などが背景にあります。適切な教職員を、適切な労働条件の中で雇用するために、経常費補助の予算確保、特に県単補助の大幅増額を要求します。 
また、茨城県は2019年度、『私立高等学校経常費補助金配分基準』を大きく変更しました。中でも生徒の成績等をもって査定するポイントに大きな比重を置いています。これは私学助成、とりわけ経常費補助の趣旨とは全く相いれないものと考えます。私学においては建学の精神に基づいた私学の独自性、創造性が発揮されるべきであり、生徒の成績によって経常費に差がつくような査定はやめるべきです。
（１）私学に通う生徒保護者に対して就学支援金に加え、年収590万円未満世帯は10万円、590万円～910万円世帯は30万円、910万円以上は10万円の学費補助制度を実現すること。
[bookmark: _Hlk166150807]【回答】
令和２年度から実施されている国の就学支援金制度の拡充による効果等も注視しつつ、本県の財政状況や社会経済情勢などを総合的に勘案しながら、今後とも、私学教育の振興のために必要な支援策について検討してまいります。  　　（教育庁総務企画部／私学振興室）

（２）経常費補助の県単独補助を大幅増額すること。高校では教員一人当たり生徒数が16人以下になるよう、教員確保のための予算を拡充すること。
【回答】
本県では、文部科学省の高等学校設置基準に基づき、１学級の生徒数が40人以下となるよう、私立学校の設置認可基準において教諭等の配置数を定めており、認可後においてもこの配置基準数が遵守されるよう、毎年、全学校に教諭等の数を確認し、各学校に対する指導をしております。
また、高等学校に対する経常費補助の特別分の配分項目に「少人数教育（１学級35人以下、チームティーチング、習熟度別等）の推進」を設定しております。
（教育庁総務企画部／私学振興室）

（３）スクールバスを所有する私学で、学校の予算をあてて保護者の経済的負担を軽減している場合は、県が学校負担の2分の1を助成すること。
【回答】
通学に要する経費は生徒により状況が異なることから、スクールバス利用者をはじめとして特定の通学手段に対する支援については、慎重な対応が必要と考えておりますが、本県の財政状況や社会経済情勢などを総合的に勘案しながら、今後とも保護者の負担軽減のために必要な施策について検討してまいります。    　      （教育庁総務企画部／私学振興室）

（４）経常費の『特別加算』について難関大学や医学部への進学実績、全国大会出場など、生徒の成績をもとにした査定基準項目を削除すること。
【回答】
私立学校に対する経常費補助については、各私立学校の建学の精神のもと、頑張っている学校を支援していくという基本的な考えに基づき実施しております。
配分項目については、各学校にアンケートを実施し、ご意見をいただいたうえで設定したものであり、進学実績など結果により評価する項目だけではなく、国際教育の推進やいじめ防止対策、就職支援など各学校の取組も評価できるよう設定しているところです。
県としては、今後も、人材育成に資する特色ある教育に対して一定の配分割合を設け、私立学校の優れた教育をさらに高め、引き続き、本県の未来を創る人財の育成を担うという重要な役割を果たしていただきたいと考えております。   （教育庁総務企画部／私学振興室）

（５）幼稚園・こども園の教育環境の整備や教員確保のための予算を拡充すること。特に経常費補助の県単独補助を大幅増額すること。
【回答】
幼稚園・認定こども園の教育環境整備については、国の認定こども園等教育支援体制整備事業費の活用により充実を図っております。
教員確保については、経常費補助金の配分に際し、教員数割として専任教員の配置人数に応じた補助金を加算する対応を行っております。なお、新制度施設においては、今年度、国において職員配置基準が改正（３歳児 20:1→15:1、４・５歳児30:1→25:1）され、既に新たな基準を上回る職員配置がなされている施設については、加算を行っております。
また、経常費補助につきましては、質の高い幼児教育・保育を目的として、旧制度幼稚園から新制度施設（新制度幼稚園・認定こども園）への移行を促進しております。
（福祉部子ども政策局／子ども未来課）

18．地球温暖化による異常気象、度重なる災害から、茨城県民の生命と財産、暮らしと安全を守るために
2015年の鬼怒川水害から今年で９年目を迎えます。私たちは常総水害を体験し、その教訓をその後の改善に生かすことを切に願い、茨城県との対話・要請をこの９年継続してきました。
　　今年は元日に、能登半島地震が発生しました。４月には台湾で地震が発生し、避難所の充実とスピードが日本とは違うことが明らかになりました。なぜ台湾ではできて日本ではできないのか、　　　
今度こそ抜本的な改善に踏み出すことを求め、願います。
　　茨城県の防災・危機管理担当者が使命感あるいはロマンを抱いて、「できない壁」を突破するしかないと思いますがどうですか？台湾では2018年の大地震の時は日本と同じ状態でした。被災住民の切実な声を受け止め、災害が起きた時、直ちに対応できる避難所運営を今回のように作ったことはご承知のことと思います。
　　今回の協議と回答にあたり、県担当者の皆様が危機感を共有し、官民一体となって備えを前進させることを求め、切に願うものです。
（１）災害関連死と病気について
　　茨城新聞第46388号によれば、認定基準と審査会設置の備えができていない実態が記述されています。また石川では5月12日現在で100人以上の認定申請者がいることが報じられています。常総市の負の教訓は1年後に認定基準が作られたということと、その認定基準が公開されなかったことにあります。その結果、関連死と思われるのに救われなかった方、家族が多数いたのではないかということです。
１）認定基準について、昨年度回答では各自治体では１昨年回答から増えていないということ　でしたが、その後の増加はありますか。
[bookmark: _Hlk166573868]【回答】
現在のところ、認定基準を設けている市町村に変動はございません。
（防災・危機管理部／防災・危機管理課）

２）石川では県と市町村で協力して、関連死問題に取り組んでいるようですが、茨城県の　関連死認定基準および審査会およびその公表はどうなっていますか？
【回答】
認定基準の公表やその方法については、実施主体である市町村が判断することになります。
県では、市町村における関連死認定基準及び認定にかかる審査会について、全県的な状況を適宜市町村にお知らせしております。     （防災・危機管理部／防災・危機管理課）
３）昨年度回答では「認定基準の公表やその方法については、実施主体である市町村が判断することになりますが、県としては、弔慰金制度の周知等を検討してまいります」　　でした。「検討」は危機意識欠如そのものでしかありません。検討した結果、どのよう　な方針を推進しているか明らかにすること。
【回答】
災害関連死に関しては、市町村を対象とした会議において、内閣府が公表している「災害関連死事例集」について説明を行っております。今後も引き続き、様々な機会を捉えて当該事例集の周知を図り、市町村を支援してまいります。
（防災・危機管理部／防災・危機管理課）
４）災害発生直後から関連死は発生します。また復旧活動の中で心身の疲労とストレスが　蓄　積します。経済的負担などから精神的なダメージも受けます。常総市では自殺者も出ました。関連死を防ぐ努力が一番ですが、災害発生直後から関連死認定基準を周知し、弔慰金制度があることを知らせ、亡くなった家族に手を差し伸べる手立てが必要です。災害発生直後に認定基準、弔慰金制度を周知し、申請できるようにする対策を市町村任せにしないために、県はどのような方針で取り組んでいるか明らかにすること。
【回答】
県では、市町村担当者会議での制度周知や、被災者向けに内閣府が作成したリーフレットを市町村へ配布するほか、発災時には県から市町村へも弔慰金制度に該当する被災者の有無について定期的に確認するなどし、弔慰金制度の周知に努めております。
（防災・危機管理部／防災・危機管理課）

（２）生活再建支援制度について
１）能登半島災害では支援金を600万以上に引き上げるべきという意見が出ています。この1　年間県は引き上げのためにどのような取り組みをしてきたのかお知らせ下さい。実施した時期とその内容を明らかにすること。
【回答】
支援金の対象拡大や支援額の引き上げについては、県といたしましても改善が必要と考えておりますことから、被災者生活再建支援制度について、様々な機会を捉えて国に対して要望を行っております。いずれも現時点で制度改正は図られておりませんが、引き続き国に要望してまいります。
　〇令和５年６月　中央要望（県単独）
　　「適用条件の緩和」「支援額増額」「半壊世帯までの支援拡大」等を要望
　〇令和５年７月　全国知事会による要望
　　「被災区域全域を対象とすること」「支援額増額」「適用条件の緩和」等を要望
　〇令和５年５月及び10月　関東知事会による要望
　　「被災区域全域を対象とすること」「半壊世帯までの支援拡大」等を要望
（防災・危機管理部／防災・危機管理課）
２）各種支援制度についてこの1年間で改善されたことを明らかにすること。
【回答】
被災者生活再建支援制度については、昨年度は制度改正が行われませんでしたので、引き続き、国へ制度改正について要望してまいります。（防災・危機管理部／防災・危機管理課）

（３）避難所設置について
１）スフィア基準を知っていますか。
【回答】
1997年にＮＧＯグループと国際赤十字・赤新月運動が開始したスフィアプロジェクトにて、紛争や災害の被害者が尊厳のある生活を送ることを目的に定められた基準であると認識しております。                    　     （防災・危機管理部／防災・危機管理課）
２）イタリアの「災害時のＴＫＢ」を知っていますか。
【回答】
避難所におけるトイレ、キッチン（食事）、ベッド（睡眠）を指し示しているものであると認識しております。                         （防災・危機管理部／防災・危機管理課）
３）台湾ではできて日本でできないのはなぜか、台湾と日本の避難所運営の違いと日本が　改　善されない原因はどこにあると県担当者は考えていますか。
【回答】
台湾においては、とりわけ民間団体の協力が迅速な避難所開設に貢献したようです。
　       日本においても、各自治体による災害時応援協定の締結や国によるプッシュ型支援の体制整備など避難所環境の充実に向けた取組が進められています。
                                                 （防災・危機管理部／防災・危機管理課）
４）「避難所設営は市町村の責任」「避難所運営が自治体職員」と日本ではなっていますが、それでは限界があります。格差も出てきます。今回の台湾のように、「プライバシーを確保できる個室のようなテントが設置され、受け入れた避難者に食事や下着などの日用品、アロママッサージ、子どもたちにはビデオゲームも用意など、無料で提供」する体制を、茨城県としてどのように実現・改善していきますか、どのように県担当者はリーダーシップを発揮しますか。
【回答】
県では、市町村が避難所を運営する際の参考にするための手引きを作成し、市町村に周知しています。
　      また、市町村と協力し、食料や飲料水、生活必需品などの備蓄を進めているほか、民間事業者と災害時応援協定を締結しているところであります。
今後も民間事業者の支援をいただけるよう努めるとともに、市町村との合同訓練などを通じて、市町村に避難所環境の充実を働きかけてまいります。
（防災・危機管理部／防災・危機管理課）
５）仕組みの点で日本と台湾では大きな違いがあるようです。どのように制度の仕組みを　変　えていく必要があると、県担当者として考えますか。また仕組みを変えるためにどのように県担当者として、茨城県民のために取り組みますか。
【回答】
台湾の避難所運営には民間団体の貢献が大きいので、茨城県では、引き続き、様々な分野の事業者と災害時応援協定の締結を進めてまいります。
（防災・危機管理部／防災・危機管理課）

（４）広域避難及び災害弱者（要配慮者）への対策について
１）昨年の協議後、常総市のホームページで「広域避難先」が掲載されるようになりました。県の指導に感謝します。県の防災・危機管理部長は「マイタイムラインの作成促進と避難支援が必要な人への支援体制整備を図っていく」と述べています。
　　　　水害の場合の広域避難先が住民に伝わっているマイタイムラインとなっているかどうか確認をしてください。
【回答】
常総市など13市町で締結している「鬼怒川・小貝川下流域の大規模水害に関する広域避難計画」において、協議会の構成市町は広域避難所を住民へ周知することとしており、市町村で実施する防災講座や避難訓練時などに住民に対して説明するとともに、市町村のHP等でも広域避難所を掲載するなど、各種機会を通じて周知に努めていると伺っております。
　    県としても、国や市町村と連携を図りながら、広域避難の必要性について周知・啓発に努めてまいります。                            （防災・危機管理部／防災・危機管理課）
２）災害弱者（要配慮者）への対策について、先進例として常総市のモデル事業を昨年紹介していました。事業で明らかになった成果と課題を県としてどのように把握しているか教えてください。また県部長が言う、「支援体制の整備」をどのように推進する方針なのか教えてください。
【回答】
避難行動要支援者自身が平時からサービスを受けている施設に直接避難できるよう、福祉避難所のマニュアル作成により受入及び運営に関するノウハウの共有を図るとともに、マニュアルに基づき訓練を実施しております。
一方で、福祉避難所ごとに事前に避難行動要支援者と福祉避難所間における受入の調整等に手間を要したことが課題として挙げられます。
また、「支援体制の整備」については、自主防災組織、消防団、自治会及び市町村職員など地域の関係者により、避難行動要支援者の支援を行うための体制を整備してまいります。
（防災・危機管理部／防災・危機管理課）
避難行動要支援者自身が平時からサービスを受けている施設に直接避難できるよう、福祉避難所のマニュアル作成により受入及び運営に関するノウハウの共有を図るとともに、マニュアルに基づき訓練を実施しております。
一方で、福祉避難所ごとに事前に避難行動要支援者と福祉避難所間における受入の調整等に手間を要したことが課題として挙げられます。　　　　　　　　　（福祉部／福祉政策課）

（５）耐越水堤防について
　昨年県土木課河川課回答として、「現在、国では、越水に対して減災効果を発揮する『粘り強い河川堤防』の技術開発に必要な技術的検討を行うことを目的として、令和４年５月に『河川堤防の強化に関する技術検討会』を設置し検討を進めているところです」としていました。
認識していることはわかりましたが、鬼怒川水害の教訓から述べている「耐越水堤防」の必要性を我がこととしては受け止めていないかのようです。
１）県としては「耐越水堤防」の必要性をどう考えているのですか。またその検討経過をどのように受け止めているのですか。
[bookmark: _Hlk166583497]【回答】
・耐越水工法は、過去に国が試験的に施工したところ、整備コストが大きいなどの課題があるとされております。
・現段階では耐越水工法を採用することは考えておらず、引き続き、国の検討会の検討状況を注視するとともに、県の河川整備につきましては、堤防整備や河道掘削などを行うことにより、河川の流下能力を確保し、治水安全度を向上させることを最優先で取り組んでまいります。                                          　 （土木部／河川課）
２）流域治水は「流域にかかわるあらゆる関係者が協働して水害対策を行う」となっていますが、被災住民の声をどう反映する方針ですか。
【回答】
・流す対策や貯める対策などのハード対策については、工事実施に向けた各段階で説明会などを通じて住民に事業の必要性をご理解いただくことで、災害に対する意識啓発に繋がるものと考えております。
・流域治水の対策を進める上では、災害時のリスク情報を住民一人一人が理解し、災害を「我がこと」と捉え、自らが行動することが重要であり、国や市町村など、流域の関係者と協働し、住民の主体的な参加も得ながら、ハードソフト一体となった流域治水対策に取り組んでまいります。　　　　　　　　　　　　　　　   （土木部／河川課）

19．「一県一水道」の見直しを進め、水問題の解決を
今年1月1日に発生した能登半島地震はライフラインにも深刻な被害を及ぼしました。水道事業も浄水場などの施設から給水管などに至るまで大きな被害を受け長期間に渡り水道を供給できない事態となり市民生活に深刻な影響を与えました。
2011年3月11日に発生した東北太平洋沖地震で茨城県は全域で断水しました。その際、当時の「茨城県水のマスタープラン」にある「危機管理水」はどのように機能し、利用されたのか質問しましたが、何ら納得できる回答をいただけませんでした。
一方、かすみがうら市のように市営の地下水利用の水道水を活用して給水車による給水あるいは県水利用地域への接続による配水など、地下水による“危機管理”がなされました。
今年に入り能登半島地震をはじめマグニュチュード６以上の地震が日本各地で発生しています。茨城県南部を震源とする直下型地震についても注意が必要です。
私たちは日本のように地震が多発する国では広域に水道管をはりめぐらせ水道を供給する方式では、大地震で水道施設や水道管が損傷した場合、3.11にように広域で断水し被害も広範囲に及ぶと考えます。一方、市や町、村などで地下水を利用する水道の場合には優れた効果を発揮すると考えます。水道ビジョンにみる「一県一水道」は、日本のように地震が多発する国では有効ではないと言わざるを得ません。
さらに近年、地球温暖化による異常気象を起因とする、集中豪雨による洪水や高温、反対に少雨で河川や湖の水位低下、低温など目まぐるしく変動し、生活に大きな影響を及ぼしています。こうした気象変化などによる事態が頻発するもとで、広域に水道管をはりめぐらせ水道を供給する方式では対応できません。
（１）日本のように大地震が多発する国での水道事業について地下水の利用なども含め小さな単位での水道事業が必要と考えます。広域水道事業を推進する水道ビジョン「一県一水道」で対応できるのか明らかにすること。
[bookmark: _Hlk166151196]【回答】１９－（１）、（４）共通
人口減少社会の到来により水道事業の経営の悪化が懸念される中、水道サービスを持続可能なものとするためには、水道施設の効率的運用、経営面でのスケールメリットの創出、人材の確保などを可能とする広域連携の推進が必要であると考えております。
　   将来にわたり、安全安心な水道水を安定的に供給していくためには、水道施設の耐震化や老朽施設の更新等を進めていく必要がございますが、人口減少に伴う収益の減少が見込まれる中で、小規模な浄水場を引き続き活用していくことになると、それらの施設の耐震化や更新等に係る費用が各水道事業の大きな負担となるものと考えられます。
このことからも、水道事業の広域連携を進め、小規模な浄水場を統廃合するなど水道施設の全体最適化を図り、必要な対策を集中的に講じていくことが重要であると考えております。                                                       （政策企画部／水政課）

（２）県北地域では多くの行政が自己水源による水道事業を行っています。現方式は大地震による影響を分散させることになり地震対策として有効と考えます。こうした利点について検討をしているのかどうか明らかにすること。
【回答】
県水道ビジョンにおける当面の１０年間で取組む事項として、県北広域圏においては「水道用水供給事業からの受水が困難な水道事業者について経営手法（共同発注等）を検討」することとしており、現在、料金徴収業務や薬品の共同発注などコスト縮減に向けた検討を進めているところです。なお、自己の水源や施設を引き続き活用していくことになるため、各水道事業者は耐震化や更新等の必要な対策を講じるなど、適正な事業運営が求められることになります。
　     県といたしましては、引き続き、「安全で強靭、持続可能な水道」の実現に向け、市町村とともに最適な広域連携の方策を検討してまいります。          （政策企画部／水政課）

（３）水道施設の耐震性が低いため、耐震化の推進について計画が出されています。しかし浄水場の耐震化率は20％程度で、令和12年度で41％です。いつ発生しても不思議でない大地震への対応になっていません。水道事業の広域化をめざす「一県一水道」は止め、耐震化についても地域ごとの水道事業に補助を増やすよう求めます。
【回答】
水道事業は水道料金収入に基づく独立採算による経営が原則とされております。
　一方で、生活インフラとしての重要性に鑑み、水道施設の耐震化等については国の補助制度が用意されております。
　水道施設の耐震化や老朽化等に係る対策を進めていくためには、これらの国の補助制度等を積極的に活用し、計画的に実施していくことが必要であることから、県といたしましては、国に対して必要な予算を安定的に確保するとともに、補助率の引上げや採択要件の緩和など、制度の拡充を要望しております。
　また、広域連携を進めることにより、水道施設の耐震化等の施設整備事業に対し、新たに活用可能となる国の補助制度も用意されていることから、これらを効果的に活用したいと考えております。                                                    （政策企画部／水政課）

（４）異常気象による様々な事態が頻発する状況のもと、水道ビジョンにみる「一県一水道」のメリットはどこにあるのか明らかにしてください。
【回答】１９－（１）と共通

20．ジェンダー平等社会の推進
今年10月、国連女性差別撤廃委員会（CEDAW）の日本報告審議が8年ぶりに開かれます。
日本のジェンダー平等政策の実施状況が審議され、総括所見が出されますので、チャンスとなります。政府が示した30年ぶりの提言は、ジェンダー視点からみても逆行している内容になっています。長時間労働の規制など、家庭のケアと働くことが両立できる環境を整備することで平等政策が推進されます。
（１）茨城県でも女性管理職の登用が進んでいますが、ジェンダー平等社会の実現のためには非常な重要な取り組みで、県の取り組みを各市町村にも拡げていくことが求められています。令和6年4月1日現在における県庁で働く女性職員の管理職の人数、比率を明らかにすること。
[bookmark: _Hlk166164894]　 【回答】
令和６年４月１日の状況は以下の通りです。
	[bookmark: _Hlk134096863]
	女性管理職の人数
	管理職の総数
	女性管理職の比率

	課長補佐級
	３３３
	１,１９４
	２７．９％

	課長級
	８６
	４６７
	１８．４％

	部長級
	９
	９４
	９．６％


（総務部／人事課）

[bookmark: _Hlk135227078]（２）令和6年4月1日現在における県内の公立小学校、中学校、県立高校、県立特別支援学校の女性の管理職の人数、比率を明らかにすること。
　【回答】
① 小学校
	[bookmark: _Hlk134096952]
	女性管理職の人数
	管理職の総数
	女性管理職の比率

	校長
	１４８
	４２７
	３４．７％

	教頭
	１９６
	４６７
	４２．０％


※教頭には副校長を含む。
（教育庁学校教育部／義務教育課）
② 中学校
	
	女性管理職の人数
	管理職の総数
	女性管理職の比率

	校長
	３２
	２１８
	１４．７％

	教頭
	７０
	２８５
	２４．９％


※教頭には副校長を含む。
※中学校には義務教育学校を含む。
（教育庁学校教育部／義務教育課）
③ 県立高校
	
	女性管理職の人数
	管理職の総数
	女性管理職の比率

	校長
	１８
	９４
	１９．１％

	副校長
	２
	１４
	１４．３％

	教頭
	２０
	１３０
	１５．４％

	事務長
	１８
	９３
	１９．４％


（教育庁学校教育部／高校教育課）
④ 県立特別支援学校
	
	女性管理職の人数
	管理職の総数
	女性管理職の比率

	校長
	９
	２３
	３９．１％

	副校長
	２
	６
	３３．３％

	教頭
	１３
	３５
	３７．１％

	事務長
	１０
	２３
	４３．５％


（教育庁学校教育部／特別支援教育課、高校教育課）

（３）県庁知事部局で働く正規職員総数と正規女性職員数と女性比率を明らかにすること。
[bookmark: _Hlk166165109]　【回答】
令和６年４月１日の状況は以下の通りです。
　　　・正規職員総数　４,９０１人
　　　・うち正規女性職員数　１,７２３人（女性比率：３５．２％）
（総務部／人事課）

（４）県庁知事部局で働く会計年度任用職員総数と女性の会計年度任用職員数と女性比率を明らかにすること。
【回答】
　　令和５年４月１日の状況は以下の通りです。
	会計年度任用職員総数
	女性の会計年度任用職員数
	比率

	２,０９６人
	１,１５３人
	５５．５％


（総務部／行政経営課）

（５）県庁での男女共同参画の推進のための会議は、年にどのくらい開催していますか。
課題としては、何がありますか。例：男性の育休取得率が低い
【回答】
本県では「茨城県男女共同参画審議会」を設置し、茨城県男女共同参画推進条例に規定する事項、その他の男女共同参画に関し必要と認める事項（茨城県男女共同参画基本計画の策定や進捗状況等）について調査審議を行っており、例年１～２回開催しております。
取組のひとつとして、政策・方針決定過程（県審議会等）における女性の参画促進に取り組んでおり、専門分野、国機関の長や市町村長等の職務指定における女性人材の不足が課題ですが、継続的な審議会等所管課への働きかけを通じて女性委員の割合向上を図ってまいります。
（県民生活環境部／女性活躍・県民協働課）

（６）県庁で子育て職員が活用できる制度があれば、どのようなものがありますか。取得率も明らかにすること。
【回答】
　　　 子育て職員が活用できる休暇・休業の制度として、育児休業制度のほか、男性職員の育児参加を促進するため、配偶者出産休暇や育児参加休暇を用意しております。さらに、令和６年４月から新たに新生児育児参加休暇を設けるなど、制度を拡充しております。
　　  また、働きやすい職場環境を整備するため庁内保育所を開設しておりますほか、従来の時差出勤制度や在宅勤務制度に加え令和６年４月からフレックスタイム制を導入しております。

＜制度概要＞
・育児休業（R4取得率：男性79.2%／女性97.2%）
満３歳の誕生日の前日までの子等を養育する場合に、原則２回まで取得可能。　
・配偶者出産休暇【男性】（R4取得率：95.2%）※R6.4.1～　３日→５日に拡充
配偶者が出産する場合、産前16 週から産後２週間の間、５日の範囲内で取得可能。
・育児参加休暇【男性】（R4取得率：91.2%）
配偶者の出産予定日の８週間の日から出産の日後１年を経過する日までの期間において、生まれてくる子又は小学校就学時までの子を養育するために５日の範囲内で取得可能。
・新生児育児参加休暇【男性】（利用率：未集計）※R6.4.1～
配偶者の出産の日から出産の日後８週間目に当たる日までの期間において、15日の範囲で取得可能。
・家族看護等休暇【男性】（利用率：未集計）※R6.4.1～
配偶者の出産の日から出産の日後１月目に当たる日までの期間において、15日の範囲で取得可能。
・県庁内保育所「ひより保育園」（R5利用実績／月：常時保育９～14名、一時保育：１～５名）
常時保育のほか一時保育も実施しており、育児休業を取得中の職員が心身の疲労を軽減したいときなどにも利用可能（地方職員共済組合茨城県支部との共同運営）。
・時差出勤（R5利用率：49.6%）
１日以上１年以下の期間（１日単位も可能）、勤務時間は変えずに始業と終業時間をずらして勤務することが可能。
　　　・在宅勤務（R5 １日平均接続者数：343人）
自宅等（職員の自宅及び所属長の承認を受けた場所）でパソコンを使って勤務することが可能
　　　・フレックスタイム制（R6利用者数（R6.5.月末時点）：23人）※R6.4.1～
　　　　単位期間（１～４週間）において、勤務時間の総量を変えずに１日当たりの勤務時間を長く又は短くすることが可能。
（総務部／人事課）
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